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有価証券上場規程の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） ＩＦＲＳ任意適用会社 連結財務諸表

の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭

和５１年大蔵省令第２８号。以下「連結財務

諸表規則」という。）第３１２条又は財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

（昭和３８年大蔵省令第５９号。以下「財務

諸表等規則」という。）第３２６条第２項に

規定する指定国際会計基準により財務諸表等

又は中間財務諸表等を作成し、内閣総理大臣

等に提出する会社をいう。 

（１） ＩＦＲＳ任意適用会社 連結財務諸表

の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭

和５１年大蔵省令第２８号。以下「連結財務

諸表規則」という。）第９３条に規定する指

定国際会計基準により財務諸表等又は四半期

財務諸表等を作成し、内閣総理大臣等に提出

する会社をいう。 

（１）の２～（１）の６ （略） （１）の２～（１）の６ （略） 

（２） 親会社 財務諸表等規則第８条第３項

に規定する親会社をいう。 

（２） 親会社 財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則（昭和３８年大蔵省令

第５９号）（以下「財務諸表等規則」とい

う。）第８条第３項に規定する親会社をい

う。 

（３）～（２１） （略） （３）～（２１） （略） 

（２２） 監査証明に相当する証明 監査証明

府令第１条の２に規定する監査証明に相当す

ると認められる証明をいう。 

（２２） 監査証明に相当する証明 監査証明

府令第１条の３に規定する監査証明に相当す

ると認められる証明をいう。 

（２３）～（２９） （略） （２３）～（２９） （略） 

（３０） 虚偽記載 有価証券報告書等につい

て、内閣総理大臣等から訂正命令（原則とし

て、法第１０条（法第２４条の２及び法第２

４条の５において準用する場合を含む。）又

は法第２３条の１０に係る訂正命令をい

う。）若しくは課徴金納付命令（法第１７２

条の２第１項（同条第４項において準用する

場合を含む。）又は法第１７２条の４第１項

若しくは第２項に係る命令をいう。）を受け

た場合又は内閣総理大臣等若しくは証券取引

（３０） 虚偽記載 有価証券報告書等につい

て、内閣総理大臣等から訂正命令（原則とし

て、法第１０条（法第２４条の２、法第２４

条の４の７及び法第２４条の５において準用

する場合を含む。）又は法第２３条の１０に

係る訂正命令をいう。）若しくは課徴金納付

命令（法第１７２条の２第１項（同条第４項

において準用する場合を含む。）又は法第１

７２条の４第１項若しくは第２項に係る命令

をいう。）を受けた場合又は内閣総理大臣等
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等監視委員会により法第１９７条若しくは法

第２０７条に係る告発が行われた場合、又は

これらの訂正届出書、訂正発行登録書又は訂

正報告書を提出した場合であって、その訂正

した内容が重要と認められるものである場合

をいう。 

若しくは証券取引等監視委員会により法第１

９７条若しくは法第２０７条に係る告発が行

われた場合、又はこれらの訂正届出書、訂正

発行登録書又は訂正報告書を提出した場合で

あって、その訂正した内容が重要と認められ

るものである場合をいう。 

（３１）～（４２）の２ （略） （３１）～（４２）の２ （略） 

（削る） （４３） 四半期財務諸表等 四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結包括利益計算書又は四半期連結損益及び包

括利益計算書並びに四半期連結キャッシュ・

フロー計算書（連結財務諸表を作成すべき会

社でない会社にあっては、四半期貸借対照

表、四半期損益計算書及び四半期キャッシ

ュ・フロー計算書とする。）（特定事業会社

にあっては、中間財務諸表等を含む。）をい

う。 

（削る） （４３）の２ 四半期報告書 法第２４条の４

の７第１項（法において準用する場合を含

む。）に規定する四半期報告書（同条第６項

（法において準用する場合を含む。）の規定

に基づいて当該四半期報告書に代わる書類を

提出する外国の者にあっては当該書類）をい

う。 

（４３） 四半期会計期間 １事業年度が３か

月を超える場合に、当該年度の期間を３か月

ごとに区分した期間（当該各期間のうち最後

の期間を除く。）をいう。 

（新設） 

（４３）の２ 四半期累計期間 事業年度の開

始の日から四半期会計期間の末日までの期間

をいう。 

（新設） 

（４３）の３ 四半期連結会計期間 １連結会

計年度が３か月を超える場合に、当該連結会

計年度の期間を３か月ごとに区分した期間

（当該各期間のうち最後の期間を除く。）を

いう。 

（新設） 
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（４３）の４ 四半期連結累計期間 連結会計

年度の開始の日から四半期連結会計期間の末

日までの期間をいう。 

（新設） 

（４３）の５ （略） （４３）の３ （略） 

（４３）の６ （略） （４３）の４ （略） 

（４３）の７ （略） （４３）の５ （略） 

（４４）～（６９） （略） （４４）～（６９） （略） 

（７０） 中間財務諸表等 中間財務諸表（中

間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャ

ッシュ・フロー計算書（法第２４条の５第１

項の表の第２号又は第３号の上欄に掲げる会

社にあっては、中間貸借対照表、中間損益計

算書、中間株主資本等計算書及び中間キャッ

シュ・フロー計算書）をいう。）及び中間連

結財務諸表（中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書及び中間連結包括利益計算書又は

中間連結損益及び包括利益計算書並びに中間

連結キャッシュ・フロー計算書（同表の第２

号又は第３号の上欄に掲げる会社にあって

は、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書及び中間連結包括利益計算書又は中間連結

損益及び包括利益計算書、中間連結株主資本

等変動計算書並びに中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書）をいう。）又は中間会計期間に

係る財務書類をいう。 

（７０） 中間財務諸表等 中間財務諸表（中

間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書をいう。）及び中間連結財務諸表（中

間連結貸借対照表、中間連結損益計算書及び

中間連結包括利益計算書又は中間連結損益及

び包括利益計算書、中間連結株主資本等変動

計算書並びに中間連結キャッシュ・フロー計

算書をいう。）をいう。 

（７１）～（７５）の１３ （略） （７１）～（７５）の１３ （略） 

（削る） （７５）の１４ 特定事業会社 開示府令第１

７条の１５第２項各号に掲げる事業を行う会

社をいう。 

（７５）の１４ （略） （７５）の１５ （略） 

（７６）～（７９）の３ （略） （７６）～（７９）の３ （略） 

（８０） 買収への対応方針 上場会社が資金

調達などの事業目的を主要な目的とせずに差

別的な行使条件・取得条項付きの新株予約権

の無償割当て等を行うことにより当該上場会

社に対する買収（主に、買収者が上場会社の

（８０） 買収防衛策 上場会社が資金調達な

どの事業目的を主要な目的とせずに新株又は

新株予約権の発行を行うこと等により当該上

場会社に対する買収（会社に影響力を行使し

うる程度の数の株式を取得する行為をいう。
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株式を取得することでその経営支配権を得る

行為をいう。以下同じ。）に対抗する旨を定

めた対応の方針をいう。 

以下同じ。）の実現を困難にする方策のう

ち、経営者にとって好ましくない者による買

収が開始される前に導入されるものをいう。 

（８０）の２ 買収への対抗措置 買収への対

応方針で定めた新株予約権の無償割当て等の

具体的な行為をいう。 

（新設） 

（８１）～（８８）の３ （略） （８１）～（８８）の３ （略） 

（８９） 有価証券報告書等 有価証券届出

書、発行登録書及び発行登録追補書類並びに

これらの書類の添付書類及びこれらの書類に

係る参照書類、有価証券報告書及びその添付

書類、半期報告書並びに目論見書をいう。 

（８９） 有価証券報告書等 有価証券届出

書、発行登録書及び発行登録追補書類並びに

これらの書類の添付書類及びこれらの書類に

係る参照書類、有価証券報告書及びその添付

書類、半期報告書、四半期報告書並びに目論

見書をいう。 

（９０）～（９６） （略） （９０）～（９６） （略） 

  

（新規上場申請に係る提出書類等） 

第２０４条 （略） 

２～５ （略） 

（新規上場申請に係る提出書類等） 

第２０４条 （略） 

２～５ （略） 

６ スタンダード市場へ新規上場申請を行う新規

上場申請者は、第２項から前項までに掲げる提

出書類のうち施行規則で定める財務計算に関す

る書類について、当取引所が新規上場申請に係

る株券等の上場を承認する時までに、施行規則

で定めるところにより、法第１９３条の２の規

定に準じて、２人以上の公認会計士又は監査法

人の監査、中間監査又は期中レビュー（テクニ

カル上場規定の適用を受けて新規上場申請を行

う新規上場申請者にあっては、中間監査又は期

中レビューを除く。以下同じ。）を受け、それ

に基づいて当該公認会計士又は監査法人が作成

した監査報告書、中間監査報告書又は期中レビ

ュー報告書（テクニカル上場規定の適用を受け

て新規上場申請を行う新規上場申請者にあって

は、中間監査報告書又は期中レビュー報告書を

除く。以下同じ。）を添付し、提出するものと

する。ただし、新規上場申請者が施行規則で定

６ スタンダード市場へ新規上場申請を行う新規

上場申請者は、第２項から前項までに掲げる提

出書類のうち施行規則で定める財務計算に関す

る書類について、当取引所が新規上場申請に係

る株券等の上場を承認する時までに、施行規則

で定めるところにより、法第１９３条の２の規

定に準じて、２人以上の公認会計士又は監査法

人の監査、中間監査又は四半期レビュー（特定

事業会社にあっては、中間監査を含むものと

し、テクニカル上場規定の適用を受けて新規上

場申請を行う新規上場申請者にあっては、中間

監査又は四半期レビューを除く。以下同じ。）

を受け、それに基づいて当該公認会計士又は監

査法人が作成した監査報告書、中間監査報告書

又は四半期レビュー報告書（特定事業会社にあ

っては、中間監査報告書を含むものとし、テク

ニカル上場規定の適用を受けて新規上場申請を

行う新規上場申請者にあっては、中間監査報告

書又は四半期レビュー報告書を除く。以下同
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める外国会社である場合には、この限りでな

い。 

 

７ スタンダード市場へ新規上場申請を行う新規

上場申請者（前項ただし書の規定の適用を受け

る外国会社及びテクニカル上場規定の適用を受

けて新規上場申請を行う新規上場申請者を除

く。）は、当取引所が新規上場申請に係る株券

等の上場を承認する時までに、施行規則で定め

るところにより、同項に規定する監査、中間監

査又は期中レビュー（施行規則で定めるものを

除く。）について公認会計士又は監査法人が作

成した監査概要書、中間監査概要書又は期中レ

ビュー概要書を提出するものとする。 

じ。）を添付し、提出するものとする。ただ

し、新規上場申請者が施行規則で定める外国会

社である場合には、この限りでない。 

７ スタンダード市場へ新規上場申請を行う新規

上場申請者（前項ただし書の規定の適用を受け

る外国会社及びテクニカル上場規定の適用を受

けて新規上場申請を行う新規上場申請者を除

く。）は、当取引所が新規上場申請に係る株券

等の上場を承認する時までに、施行規則で定め

るところにより、前項に規定する監査、中間監

査又は四半期レビュー（施行規則で定めるもの

を除く。）について公認会計士又は監査法人が

作成した監査概要書、中間監査概要書又は四半

期レビュー概要書（特定事業会社にあっては、

中間監査概要書を含む。以下同じ。）を提出す

るものとする。 

８～１２ （略） ８～１２ （略） 

  

（内国会社の形式要件） 

第２０５条 内国株券に係る第２０７条に定める

スタンダード市場の上場審査は、次の各号に適

合するものを対象として行うものとする。この

場合における当該各号の取扱いは施行規則で定

める。 

（１）～（５） （略） 

（内国会社の形式要件） 

第２０５条 内国株券に係る第２０７条に定める

スタンダード市場の上場審査は、次の各号に適

合するものを対象として行うものとする。この

場合における当該各号の取扱いは施行規則で定

める。 

（１）～（５） （略） 

（６） 虚偽記載又は不適正意見等 

次のａからｄまでに適合すること。 

ａ 最近２年間に終了する各事業年度若しく

は各連結会計年度の財務諸表等又は各事業

年度における中間会計期間若しくは各連結

会計年度における中間連結会計期間の中間

財務諸表等が記載又は参照される有価証券

報告書等に虚偽記載を行っていないこと。 

（６） 虚偽記載又は不適正意見等 

次のａからｄまでに適合すること。 

ａ 最近２年間に終了する各事業年度若しく

は各連結会計年度の財務諸表等又は各事業

年度における四半期会計期間若しくは各連

結会計年度における四半期連結会計期間の

四半期財務諸表等が記載又は参照される有

価証券報告書等に虚偽記載を行っていない

こと。 

ｂ （略） 

ｃ 最近１年間に終了する事業年度及び連結

会計年度の財務諸表等に添付される監査報

ｂ （略） 

ｃ 最近１年間に終了する事業年度及び連結

会計年度の財務諸表等に添付される監査報
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告書並びに最近１年間に終了する事業年度

における中間会計期間及び連結会計年度に

おける中間連結会計期間の中間財務諸表等

に添付される中間監査報告書又は期中レビ

ュー報告書において、公認会計士等の「無

限定適正意見」、「中間財務諸表等が有用

な情報を表示している旨の意見」又は「無

限定の結論」が記載されていること。ただ

し、施行規則で定める場合は、この限りで

ない。 

ｄ （略） 

告書並びに最近１年間に終了する事業年度

における四半期会計期間及び連結会計年度

における四半期連結会計期間の四半期財務

諸表等に添付される四半期レビュー報告書

において、公認会計士等の「無限定適正意

見」又は「無限定の結論」（特定事業会社

にあっては、「中間財務諸表等が有用な情

報を表示している旨の意見」を含む。）が

記載されていること。ただし、施行規則で

定める場合は、この限りでない。 

ｄ （略） 

（７） 登録上場会社等監査人による監査 

最近２年間に終了する各事業年度及び各連

結会計年度の財務諸表等並びに最近１年間に

終了する事業年度における中間会計期間及び

連結会計年度における中間連結会計期間の中

間財務諸表等について、登録上場会社等監査

人（日本公認会計士協会の品質管理レビュー

を受けた者に限る。）（当取引所が適当でな

いと認める者を除く。）による法第１９３条

の２の規定に準ずる監査、中間監査又は期中

レビューを受けていること。 

（７） 登録上場会社等監査人による監査 

最近２年間に終了する各事業年度及び各連

結会計年度の財務諸表等並びに最近１年間に

終了する事業年度における四半期会計期間及

び連結会計年度における四半期連結会計期間

の四半期財務諸表等について、登録上場会社

等監査人（日本公認会計士協会の品質管理レ

ビューを受けた者に限る。）（当取引所が適

当でないと認める者を除く。）による法第１

９３条の２の規定に準ずる監査又は四半期レ

ビューを受けていること。 

（８）～（１３） （略） （８）～（１３） （略） 

  

（新規上場申請に係る提出書類等） 

第２１０条 （略） 

２～５ （略） 

（新規上場申請に係る提出書類等） 

第２１０条 （略） 

２～５ （略） 

６ プライム市場へ新規上場申請を行う新規上場

申請者は、第２項から前項までに掲げる提出書

類のうち施行規則で定める財務計算に関する書

類について、当取引所が新規上場申請に係る株

券等の上場を承認する時までに、施行規則で定

めるところにより、法第１９３条の２の規定に

準じて、２人以上の公認会計士又は監査法人の

監査、中間監査又は期中レビューを受け、それ

に基づいて当該公認会計士又は監査法人が作成

した監査報告書、中間監査報告書又は期中レビ

６ プライム市場へ新規上場申請を行う新規上場

申請者は、第２項から前項までに掲げる提出書

類のうち施行規則で定める財務計算に関する書

類について、当取引所が新規上場申請に係る株

券等の上場を承認する時までに、施行規則で定

めるところにより、法第１９３条の２の規定に

準じて、２人以上の公認会計士又は監査法人の

監査、中間監査又は四半期レビューを受け、そ

れに基づいて当該公認会計士又は監査法人が作

成した監査報告書、中間監査報告書又は四半期
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ュー報告書を添付し、提出するものとする。た

だし、新規上場申請者が施行規則で定める外国

会社である場合には、この限りでない。 

７ プライム市場へ新規上場申請を行う新規上場

申請者（前項ただし書の規定の適用を受ける外

国会社及びテクニカル上場規定の適用を受けて

新規上場申請を行う新規上場申請者を除く。）

は、当取引所が新規上場申請に係る株券等の上

場を承認する時までに、施行規則で定めるとこ

ろにより、同項に規定する監査、中間監査又は

期中レビュー（施行規則で定めるものを除

く。）について公認会計士又は監査法人が作成

した監査概要書、中間監査概要書又は期中レビ

ュー概要書を提出するものとする。 

レビュー報告書を添付し、提出するものとす

る。ただし、新規上場申請者が施行規則で定め

る外国会社である場合には、この限りでない。 

７ プライム市場へ新規上場申請を行う新規上場

申請者（前項ただし書の規定の適用を受ける外

国会社及びテクニカル上場規定の適用を受けて

新規上場申請を行う新規上場申請者を除く。）

は、当取引所が新規上場申請に係る株券等の上

場を承認する時までに、施行規則で定めるとこ

ろにより、前項に規定する監査、中間監査又は

四半期レビュー（施行規則で定めるものを除

く。）について公認会計士又は監査法人が作成

した監査概要書、中間監査概要書又は四半期レ

ビュー概要書を提出するものとする。 

８～１２ （略） ８～１２ （略） 

  

（新規上場申請に係る提出書類等） 

第２１６条 （略） 

２～５ （略） 

（新規上場申請に係る提出書類等） 

第２１６条 （略） 

２～５ （略） 

６ グロース市場へ新規上場申請を行う新規上場

申請者は、第２項から前項までに掲げる提出書

類のうち施行規則で定める財務計算に関する書

類について、当取引所が新規上場申請に係る株

券等の上場を承認する時までに、施行規則で定

めるところにより、法第１９３条の２の規定に

準じて、２人以上の公認会計士又は監査法人の

監査、中間監査又は期中レビューを受け、それ

に基づいて当該公認会計士又は監査法人が作成

した監査報告書、中間監査報告書又は期中レビ

ュー報告書を添付し、提出するものとする。た

だし、新規上場申請者が施行規則で定める外国

会社である場合には、この限りでない。 

７ グロース市場へ新規上場申請を行う新規上場

申請者（前項ただし書の規定の適用を受ける外

国会社及びテクニカル上場規定の適用を受けて

新規上場申請を行う新規上場申請者を除く。）

は、当取引所が新規上場申請に係る株券等の上

６ グロース市場へ新規上場申請を行う新規上場

申請者は、第２項から前項までに掲げる提出書

類のうち施行規則で定める財務計算に関する書

類について、当取引所が新規上場申請に係る株

券等の上場を承認する時までに、施行規則で定

めるところにより、法第１９３条の２の規定に

準じて、２人以上の公認会計士又は監査法人の

監査、中間監査又は四半期レビューを受け、そ

れに基づいて当該公認会計士又は監査法人が作

成した監査報告書、中間監査報告書又は四半期

レビュー報告書を添付し、提出するものとす

る。ただし、新規上場申請者が施行規則で定め

る外国会社である場合には、この限りでない。 

７ グロース市場へ新規上場申請を行う新規上場

申請者（前項ただし書の規定の適用を受ける外

国会社及びテクニカル上場規定の適用を受けて

新規上場申請を行う新規上場申請者を除く。）

は、当取引所が新規上場申請に係る株券等の上
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場を承認する時までに、施行規則で定めるとこ

ろにより、同項に規定する監査、中間監査又は

期中レビュー（施行規則で定めるものを除

く。）について公認会計士又は監査法人が作成

した監査概要書、中間監査概要書又は期中レビ

ュー概要書を提出するものとする。 

場を承認する時までに、施行規則で定めるとこ

ろにより、前項に規定する監査、中間監査又は

四半期レビュー（施行規則で定めるものを除

く。）について公認会計士又は監査法人が作成

した監査概要書、中間監査概要書又は四半期レ

ビュー概要書を提出するものとする。 

８～１２ （略） ８～１２ （略） 

  

（内国会社の形式要件） 

第２１７条 内国株券に係る第２１９条に定める

グロース市場の上場審査は、次の各号に適合す

るもの（第２０５条第１０号ａ及びｃに掲げる

内国株券の新規上場申請が同時に行われた場合

における、当該ｃに掲げる内国株券の上場審査

については、第１号並びに第２号ａ及びｂに代

えて第２０５条第１号並びに第２号ａ及びｂに

適合するもの）を対象として行うものとする。

この場合における当該各号の取扱いは施行規則

で定める。 

（１）～（４） （略） 

（内国会社の形式要件） 

第２１７条 内国株券に係る第２１９条に定める

グロース市場の上場審査は、次の各号に適合す

るもの（第２０５条第１０号ａ及びｃに掲げる

内国株券の新規上場申請が同時に行われた場合

における、当該ｃに掲げる内国株券の上場審査

については、第１号並びに第２号ａ及びｂに代

えて第２０５条第１号並びに第２号ａ及びｂに

適合するもの）を対象として行うものとする。

この場合における当該各号の取扱いは施行規則

で定める。 

（１）～（４） （略） 

（５） 虚偽記載又は不適正意見等 

次のａからｄまでに適合すること。 

ａ （略） 

ｂ 前条第２項に定める「新規上場申請のた

めの有価証券報告書」に添付される監査報

告書（最近１年間に終了する事業年度及び

連結会計年度の財務諸表等に添付されるも

のに限る。）及び中間監査報告書又は期中

レビュー報告書において、公認会計士等の

「無限定適正意見」、「中間財務諸表等が

有用な情報を表示している旨の意見」又は

「無限定の結論」が記載されていること。

ただし、施行規則で定める場合は、この限

りでない。 

ｃ ａ及び前ｂに規定する監査報告書、中間

監査報告書又は期中レビュー報告書に係る

財務諸表等又は中間財務諸表等が記載又は

（５） 虚偽記載又は不適正意見等 

次のａからｄまでに適合すること。 

ａ （略） 

ｂ 前条第２項に定める「新規上場申請のた

めの有価証券報告書」に添付される監査報

告書（最近１年間に終了する事業年度及び

連結会計年度の財務諸表等に添付されるも

のに限る。）及び中間監査報告書又は四半

期レビュー報告書において、公認会計士等

の「無限定適正意見」、「中間財務諸表等

が有用な情報を表示している旨の意見」又

は「無限定の結論」が記載されているこ

と。ただし、施行規則で定める場合は、こ

の限りでない。 

ｃ ａ及び前ｂに規定する監査報告書、中間

監査報告書又は四半期レビュー報告書に係

る財務諸表等、中間財務諸表等又は四半期
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参照される有価証券報告書等に虚偽記載を

行っていないこと。 

ｄ （略） 

（６） 登録上場会社等監査人による監査 

前条第２項に定める「新規上場申請のため

の有価証券報告書」に記載及び添付される財

務諸表等及び中間財務諸表等について、登録

上場会社等監査人（日本公認会計士協会の品

質管理レビューを受けた者に限る。）（当取

引所が適当でないと認める者を除く。）によ

る法第１９３条の２の規定に準ずる監査、中

間監査又は期中レビューを受けていること。 

財務諸表等が記載又は参照される有価証券

報告書等に虚偽記載を行っていないこと。 

ｄ （略） 

（６） 登録上場会社等監査人による監査 

前条第２項に定める「新規上場申請のため

の有価証券報告書」に記載及び添付される財

務諸表等、中間財務諸表等及び四半期財務諸

表等について、登録上場会社等監査人（日本

公認会計士協会の品質管理レビューを受けた

者に限る。）（当取引所が適当でないと認め

る者を除く。）による法第１９３条の２の規

定に準ずる監査、中間監査又は四半期レビュ

ーを受けていること。 

（７） （略） （７） （略） 

  

（新株予約権証券の上場） 

第３０４条 第３０１条の規定により上場申請の

あった新株予約権証券が、上場株券等を目的と

するものである場合には、次の各号に定める基

準に適合するときに上場を承認するものとす

る。 

（１）・（２） （略） 

（新株予約権証券の上場） 

第３０４条 第３０１条の規定により上場申請の

あった新株予約権証券が、上場株券等を目的と

するものである場合には、次の各号に定める基

準に適合するときに上場を承認するものとす

る。 

（１）・（２） （略） 

（３） 新株予約権証券の発行者である上場会

社の経営成績及び財政状態が、次のａ及びｂ

のいずれにも該当していないこと（コミット

メント型の場合を除く。）。 

（３） 新株予約権証券の発行者である上場会

社の経営成績及び財政状態が、次のａ及びｂ

のいずれにも該当していないこと（コミット

メント型の場合を除く。）。 

ａ （略） 

ｂ 直前の中間会計期間又は事業年度（直近

で提出した半期報告書又は有価証券報告書

が対象とする中間会計期間又は事業年度を

いう。）の末日において純資産の額が正で

ない状態であること。この場合における純

資産の額の取扱いは施行規則で定める。 

ａ （略） 

ｂ 直前の四半期会計期間又は事業年度（直

近で提出した四半期報告書又は有価証券報

告書が対象とする四半期会計期間又は事業

年度をいう。）の末日において純資産の額

が正でない状態であること。この場合にお

ける純資産の額の取扱いは施行規則で定め

る。 

 （４） （略）  （４） （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 
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（会社情報の開示） （会社情報の開示） 

第４０２条 上場会社は、次の各号のいずれかに

該当する場合（施行規則で定める基準に該当す

るものその他の投資者の投資判断に及ぼす影響

が軽微なものと当取引所が認めるものを除

く。）は、施行規則で定めるところにより、直

ちにその内容を開示しなければならない。 

第４０２条 上場会社は、次の各号のいずれかに

該当する場合（施行規則で定める基準に該当す

るものその他の投資者の投資判断に及ぼす影響

が軽微なものと当取引所が認めるものを除

く。）は、施行規則で定めるところにより、直

ちにその内容を開示しなければならない。 

（１） 上場会社の業務執行を決定する機関

が、次のａからａｒまでに掲げる事項のいず

れかを行うことについての決定をした場合

（当該決定に係る事項を行わないことを決定

した場合を含む。） 

（１） 上場会社の業務執行を決定する機関

が、次のａからａｒまでに掲げる事項のいず

れかを行うことについての決定をした場合

（当該決定に係る事項を行わないことを決定

した場合を含む。） 

ａ～ａｉ （略） ａ～ａｉ （略） 

ａｊ 有価証券報告書又は半期報告書に記載

される財務諸表等又は中間財務諸表等の監

査証明等を行う公認会計士等の異動 

ａｊ 有価証券報告書又は四半期報告書に記

載される財務諸表等又は四半期財務諸表等

の監査証明等を行う公認会計士等の異動 

ａｋ 財務諸表等、中間財務諸表等又は第４

０４条第２項に規定する四半期財務諸表等

に継続企業の前提に関する事項を注記する

こと。 

ａｋ 財務諸表等又は四半期財務諸表等に継

続企業の前提に関する事項を注記するこ

と。 

ａｋの２ 開示府令第１５条の２第１項、第

１５条の２の２第１項、第１７条の４第１

項又は第１８条の２第１項の規定に基づく

当該各項に規定する承認申請書の提出（上

場外国会社（その発行する上場外国株券等

が重複上場の場合に限る。）による本国の

法令又は慣行を理由とするものを除く。） 

ａｋの２ 開示府令第１５条の２第１項、第

１５条の２の２第１項、第１７条の４第１

項又は第１７条の１５の２第１項の規定に

基づく当該各項に規定する承認申請書の提

出（上場外国会社（その発行する上場外国

株券等が重複上場の場合に限る。）による

本国の法令又は慣行を理由とするものを除

く。） 

ａｌ～ａｒ （略） ａｌ～ａｒ （略） 

（２） 次のａからｘまでに掲げる事実のいず

れかが発生した場合 

（２） 次のａからｘまでに掲げる事実のいず

れかが発生した場合 

ａ～ｎ （略） 

ｎの２ 特別支配株主（会社法第１７９条第

１項に規定する特別支配株主をいう。以下

同じ。）（当該特別支配株主が法人であると

きは、その業務執行を決定する機関をい

う。）が当該上場会社に係る株式等売渡請

ａ～ｎ （略） 

ｎの２ 特別支配株主（会社法第１７９条第

１項に規定する特別支配株主をいう。以下

同じ。）（当該特別支配株主が法人であると

きは、その業務執行を決定する機関をい

う。）が当該上場会社に係る株式等売渡請
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求を行うことについての決定をしたこと又

は当該特別支配株主が当該決定（公表がさ

れた（法第１６６条第４項に規定する公表

がされたことをいう。）ものに限る。）に係

る株式等売渡請求を行わないことを決定し

たこと。 

ｏ・ｐ （略） 

求を行うことについての決定をしたこと又

は当該特別支配株主が当該決定（公表がさ

れた（法第１６６条第４項に規定する公表

がされたをいう。）ものに限る。）に係る株

式等売渡請求を行わないことを決定したこ

と。 

ｏ・ｐ （略） 

ｑ 保有有価証券（当該上場会社の子会社等

の株式以外の国内の金融商品取引所に上場

している有価証券に限る。）の全部又は一

部について、事業年度、中間会計期間又は

四半期会計期間（第２四半期会計期間を除

く。）の末日における時価額（当該日の金

融商品取引所における最終価格（当該最終

価格がないときは、その日前における直近

の金融商品取引所における最終価格）によ

り算出した価額）が帳簿価額を下回ったこ

と（当該上場会社が有価証券の評価方法と

して原価法を採用している場合に限る。）。 

ｑ 保有有価証券（当該上場会社の子会社等

の株式以外の国内の金融商品取引所に上場

している有価証券に限る。）の全部又は一

部について、事業年度又は四半期会計期間

の末日における時価額（当該日の金融商品

取引所における最終価格（当該最終価格が

ないときは、その日前における直近の金融

商品取引所における最終価格）により算出

した価額）が帳簿価額を下回ったこと（当

該上場会社が有価証券の評価方法として原

価法を採用している場合に限る。）。 

ｒ・ｓ （略） ｒ・ｓ （略） 

ｔ 有価証券報告書又は半期報告書に記載さ

れる財務諸表等又は中間財務諸表等の監査

証明等を行う公認会計士等の異動（業務執

行を決定する機関が、当該公認会計士等の

異動を行うことについての決定をした場合

（当該決定に係る事項を行わないことを決

定した場合を含む。）において、前号の規

定に基づきその内容を開示した場合を除

く。） 

ｔ 有価証券報告書又は四半期報告書に記載

される財務諸表等又は四半期財務諸表等の

監査証明等を行う公認会計士等の異動（業

務執行を決定する機関が、当該公認会計士

等の異動を行うことについての決定をした

場合（当該決定に係る事項を行わないこと

を決定した場合を含む。）において、前号

の規定に基づきその内容を開示した場合を

除く。） 

ｕ ２人以上の公認会計士又は監査法人によ

る監査証明府令第３条第１項の監査報告書

又は中間監査報告書若しくは期中レビュー

報告書（公認会計士又は監査法人に相当す

る者による監査証明に相当する証明に係る

監査報告書又は中間監査報告書若しくは期

中レビュー報告書を含む。）を添付した有

価証券報告書又は半期報告書を、内閣総理

ｕ ２人以上の公認会計士又は監査法人によ

る監査証明府令第３条第１項の監査報告書

又は四半期レビュー報告書（公認会計士又

は監査法人に相当する者による監査証明に

相当する証明に係る監査報告書又は四半期

レビュー報告書を含む。）を添付した有価

証券報告書又は四半期報告書を、内閣総理

大臣等に対して、法第２４条第１項又は法
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大臣等に対して、法第２４条第１項又は法

第２４条の５第１項に定める期間内に提出

できる見込みのないこと（前号ａｋの２に

掲げる事項について同号の規定に基づき開

示を行う場合を除く。）及び当該期間内に

提出しなかったこと（当該期間内に提出で

きる見込みのない旨の開示を行った場合を

除く。）並びにこれらの開示を行った後提

出したこと。 

第２４条の４の７第１項に定める期間内に

提出できる見込みのないこと（前号ａｋの

２に掲げる事項について同号の規定に基づ

き開示を行う場合を除く。）及び当該期間

内に提出しなかったこと（当該期間内に提

出できる見込みのない旨の開示を行った場

合を除く。）並びにこれらの開示を行った

後提出したこと。 

ｕの２ 開示府令第１５条の２第３項、第１

５条の２の２第４項、第１７条の４第４項

又は第１８条の２第４項に規定する承認を

受けたこと又は受けられなかったこと。 

ｕの２ 開示府令第１５条の２第３項、第１

５条の２の２第４項、第１７条の４第４項

又は第１７条の１５の２第４項に規定する

承認を受けたこと又は受けられなかったこ

と。 

ｖ 財務諸表等に添付される監査報告書、中

間財務諸表等に添付される中間監査報告書

若しくは期中レビュー報告書又は第４０４

条第２項に規定する四半期財務諸表等に添

付される期中レビュー報告書について、継

続企業の前提に関する事項を除外事項とし

て公認会計士等の「除外事項を付した限定

付適正意見」、「除外事項を付した限定付意

見」若しくは「除外事項を付した限定付結

論」又は公認会計士等の「不適正意見」、

「中間財務諸表等が有用な情報を表示して

いない意見」、「否定的結論」、「意見の表明

をしない」若しくは「結論の表明をしな

い」旨が記載されることとなったこと。 

ｖ 財務諸表等に添付される監査報告書又は

四半期財務諸表等に添付される四半期レビ

ュー報告書について、継続企業の前提に関

する事項を除外事項として公認会計士等の

「除外事項を付した限定付適正意見」若し

くは「除外事項を付した限定付結論」又は

公認会計士等の「不適正意見」若しくは

「否定的結論」若しくは「意見の表明をし

ない」若しくは「結論の表明をしない」旨

（特定事業会社にあっては、継続企業の前

提に関する事項を除外事項として公認会計

士等の「除外事項を付した限定付意見」、

「中間財務諸表等が有用な情報を表示して

いない意見」及び「意見の表明をしない」

旨を含む。）が記載されることとなったこ

と。 

ｖの２～ｘ （略） ｖの２～ｘ （略） 

  

（決算短信等） （決算短信等） 

第４０４条 上場会社は、事業年度若しくは中間

会計期間又は連結会計年度若しくは中間連結会

計期間に係る決算の内容が定まった場合は、直

ちにその内容を開示しなければならない。 

第４０４条 上場会社は、事業年度若しくは四半

期累計期間又は連結会計年度若しくは四半期連

結累計期間に係る決算の内容が定まった場合
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は、直ちにその内容を開示しなければならな

い。 

２ 前項に規定する場合のほか、上場会社は、四

半期累計期間（第２四半期累計期間を除く。）

又は四半期連結累計期間（第２四半期連結累計

期間を除く。）に係る決算の内容を定めるもの

とし、その内容が定まった場合は、直ちにその

内容を開示しなければならない。この場合にお

いて、当該決算の内容には、施行規則で定める

ところにより作成する四半期財務諸表等を含め

るものとする。 

（新設） 

 

 

 

３ 上場会社（半期報告書に含まれる中間財務諸

表等に対して、公認会計士等による中間監査報

告書又は期中レビュー報告書の添付が求められ

ていない上場外国会社を除く。次項において同

じ。）は、施行規則で定める場合に該当したと

きは、当該場合に該当することとなった日から

該当しなくなる日までの間、前項に規定する四

半期財務諸表等に対して公認会計士等の期中レ

ビューを受けなければならない。 

（新設） 

４ 上場会社は、第２項に規定する四半期財務諸

表等について、公認会計士等の期中レビューを

受けた場合は、当該公認会計士等が施行規則で

定めるところにより作成した期中レビュー報告

書を添付し、同項に定める開示を行うものとす

る。 

（新設） 

   

（会社情報に係る照会事項の報告及び開示） （会社情報に係る照会事項の報告及び開示） 

第４１５条 （略） 第４１５条 （略） 

２ 前項の規定により照会を受けた上場会社は、

当取引所が同項の報告のため必要と認める場合

には、会社情報に関して必要な調査及び調査結

果の当取引所への報告を行うものとする。 

（新設） 

３ 第１項の規定による照会に係る事実（前項の

規定による調査結果を含む。）について開示す

ることが必要かつ適当と当取引所が認める場合

２ 前項の規定による照会に係る事実について開

示することが必要かつ適当と当取引所が認める

場合には、上場会社は、直ちにその内容を開示

するものとする。 
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には、上場会社は、直ちにその内容を開示する

ものとする。 

４ （略） ３ （略） 

５ （略） ４ （略） 

  

（開示内容の変更又は訂正） （開示内容の変更又は訂正） 

第４１６条 上場会社は、第４０２条から第４１

１条の２まで又は前条第３項の規定に基づき開

示した内容について変更又は訂正すべき事情が

生じた場合は、直ちに当該変更又は訂正の内容

を開示しなければならない。 

第４１６条 上場会社は、第４０２条から第４１

１条の２まで又は前条第２項の規定に基づき開

示した内容について変更又は訂正すべき事情が

生じた場合は、直ちに当該変更又は訂正の内容

を開示しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、第４０４条第１項

の規定に基づき開示した決算の内容について有

価証券報告書又は半期報告書の提出前に変更又

は訂正すべき事情が生じた場合（投資者の投資

判断に及ぼす影響が重要なものと当取引所が認

める場合を除く。）の開示については、当該決

算に係る有価証券報告書又は半期報告書の提出

後遅滞なく行えば足りるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第４０４条の規定

に基づき開示した決算の内容について有価証券

報告書又は四半期報告書の提出前に変更又は訂

正すべき事情が生じた場合（投資者の投資判断

に及ぼす影響が重要なものと当取引所が認める

場合を除く。）の開示については、当該決算に

係る有価証券報告書又は四半期報告書の提出後

遅滞なく行えば足りるものとする。 

３ 上場会社は、第４０４条第３項の規定により

公認会計士等の期中レビューを受けた四半期財

務諸表等について第１項の規定により変更又は

訂正する場合において、同条第２項に規定する

四半期財務諸表等を改めて作成するときは、当

該四半期財務諸表等に対して公認会計士等の期

中レビューを受け、同条第４項に規定するレビ

ュー報告書を添付し、第１項の開示を行うもの

とする。 

（新設） 

４ 第４１３条から第４１４条までの規定は、前

３項の規定に基づく開示について準用する。 

３ 第４１３条から第４１４条までの規定は、前

２項の規定に基づく開示について準用する。 

  

（公認会計士等） （公認会計士等） 

第４３８条 上場内国会社は、当該発行者の会計

監査人を、有価証券報告書又は半期報告書に記

載される財務諸表等又は中間財務諸表等の監査

第４３８条 上場内国会社は、当該発行者の会計

監査人を、有価証券報告書又は四半期報告書に

記載される財務諸表等又は四半期財務諸表等の
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証明等を行う公認会計士等として選任するもの

とする。 

監査証明等を行う公認会計士等として選任する

ものとする。 

２ 上場内国会社は、第４０４条第２項に規定す

る四半期財務諸表等について、公認会計士等の

期中レビューを受ける場合には、当該発行者の

会計監査人を、当該四半期財務諸表等の期中レ

ビューを行う公認会計士等として選任するもの

とする。 

（新設） 

  

（買収への対応方針の導入に係る遵守事項） （買収防衛策の導入に係る遵守事項） 

第４４０条 上場会社は、買収への対応方針を導

入（買収への対応方針の具体的内容を決定する

ことをいう。）する場合は、次の各号に掲げる

事項を遵守するものとする。 

第４４０条 上場会社は、買収防衛策を導入（買

収防衛策としての新株又は新株予約権の発行決

議を行う等買収防衛策の具体的内容を決定する

ことをいう。）する場合は、次の各号に掲げる

事項を遵守するものとする。 

（１） 開示の十分性 

買収への対応方針に関して必要かつ十分な

適時開示を行うこと。 

（１） 開示の十分性 

買収防衛策に関して必要かつ十分な適時開

示を行うこと。 

（２） 透明性 

買収への対抗措置の発動（買収への対抗措

置を実行することをいう。以下同じ。）及び

廃止（発動された買収への対抗措置を取り止

めることをいう。）の条件が経営者の恣意的

な判断に依存するものでないこと。 

（２） 透明性 

買収防衛策の発動（買収防衛策の内容を実

行することにより、買収の実現を困難にする

ことをいう。以下同じ。）及び廃止（買収防

衛策として発行された新株又は新株予約権を

消却する等導入された買収防衛策を取り止め

ることをいう。）の条件が経営者の恣意的な

判断に依存するものでないこと。 

（３） 流通市場への影響 

株式の価格形成を著しく不安定にする要因

その他投資者に不測の損害を与える要因を含

む買収への対応方針でないこと。 

（３） 流通市場への影響 

株式の価格形成を著しく不安定にする要因

その他投資者に不測の損害を与える要因を含

む買収防衛策でないこと。 

（４） 株主の権利の尊重 

株主の権利内容及びその行使に配慮した内

容の買収への対応方針であること。 

（４） 株主の権利の尊重 

株主の権利内容及びその行使に配慮した内

容の買収防衛策であること。 

  

（上場内国会社の上場維持基準） （上場内国会社の上場維持基準） 

第５０１条 （略） 第５０１条 （略） 
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２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 上場内国会社は、第１項第１号ｄ、第２号ｄ

又は第３号ｅに定める基準に適合しない状態と

なった場合は、第３項に規定する計画書を提出

してから当該基準に適合するまでの間、各事業

年度、各中間会計期間若しくは各四半期累計期

間（第２四半期累計期間を除く。）又は各連結

会計年度、各中間連結会計期間若しくは各四半

期連結累計期間（第２四半期連結累計期間を除

く。）に係る決算の内容を第４０４条第１項又

は第２項の定めるところにより開示するまで

に、第３項に規定する計画書の進捗状況につい

て記載した書面の提出を行わなければならな

い。 

５ 上場内国会社は、第１項第１号ｄ、第２号ｄ

又は第３号ｅに定める基準に適合しない状態と

なった場合は、第３項に規定する計画書を提出

してから当該基準に適合するまでの間、各事業

年度若しくは各四半期累計期間又は各連結会計

年度若しくは各四半期連結累計期間に係る決算

の内容を第４０４条の定めるところにより開示

するまでに、第３項に規定する計画書の進捗状

況について記載した書面の提出を行わなければ

ならない。 

６ （略） ６ （略） 

  

（上場外国会社の上場維持基準） （上場外国会社の上場維持基準） 

第５０２条 （略） 第５０２条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 上場外国会社は、第１項各号又は第２項各号

の規定による前条第１項第１号ｄ、第２号ｄ若

しくは第３号ｅに定める基準に適合しない状態

となった場合は、第３項に規定する計画書を提

出してから当該基準に適合するまでの間、各事

業年度、各中間会計期間若しくは各四半期累計

期間（第２四半期累計期間を除く。）又は各連

結会計年度、各中間連結会計期間若しくは各四

半期連結累計期間（第２四半期連結累計期間を

除く。）に係る決算の内容を第４０４条第１項

又は第２項の定めるところにより開示するまで

に、第３項に規定する計画書の進捗状況につい

て記載した書面の提出を行わなければならな

い。 

５ 上場外国会社は、第１項各号又は第２項各号

の規定による前条第１項第１号ｄ、第２号ｄ若

しくは第３号ｅに定める基準に適合しない状態

となった場合は、第３項に規定する計画書を提

出してから当該基準に適合するまでの間、各事

業年度若しくは各四半期累計期間又は各連結会

計年度若しくは各四半期連結累計期間に係る決

算の内容を第４０４条の定めるところにより開

示するまでに、第３項に規定する計画書の進捗

状況について記載した書面の提出を行わなけれ

ばならない。 

６ （略） ６ （略） 

  

（特別注意銘柄の指定及び指定解除） （特別注意銘柄の指定及び指定解除） 
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第５０３条 当取引所は、次の各号に掲げる場合

であって、かつ、当該上場会社の内部管理体制

等について改善の必要性が高いと認めるとき

は、当該上場会社が発行者である上場株券等を

特別注意銘柄に指定することができる。 

第５０３条 当取引所は、次の各号に掲げる場合

であって、かつ、当該上場会社の内部管理体制

等について改善の必要性が高いと認めるとき

は、当該上場会社が発行者である上場株券等を

特別注意銘柄に指定することができる。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 次のａからｃまでのいずれかに該当す

る場合 

ａ （略） 

（２） 次のａ又はｂに該当する場合 

ａ （略） 

ｂ 上場会社の財務諸表等に添付される監査

報告書又は中間財務諸表等に添付される中

間監査報告書若しくは期中レビュー報告書

において、公認会計士等によって、監査報

告書については「不適正意見」又は「意見

の表明をしない」旨が、中間監査報告書に

ついては「中間財務諸表等が有用な情報を

表示していない意見」又は「意見の表明を

しない」旨が、期中レビュー報告書につい

ては「否定的結論」又は「結論の表明をし

ない」旨が記載された場合。ただし、「意

見の表明をしない」旨又は「結論の表明を

しない」旨が記載された場合であって、当

該記載が天災地変等、上場会社の責めに帰

すべからざる事由によるものであるときを

除く。 

ｂ 上場会社の財務諸表等に添付される監査

報告書又は四半期財務諸表等に添付される

四半期レビュー報告書において、公認会計

士等によって、監査報告書については「不

適正意見」又は「意見の表明をしない」旨

が、四半期レビュー報告書については「否

定的結論」又は「結論の表明をしない」旨

（特定事業会社の場合にあっては、「中間

財務諸表等が有用な情報を表示していない

意見」又は「意見の表明をしない」旨を含

む。）が記載された場合。ただし、「意見

の表明をしない」旨又は「結論の表明をし

ない」旨が記載された場合であって、当該

記載が天災地変等、上場会社の責めに帰す

べからざる事由によるものであるときを除

く。 

ｃ 上場会社の第４０４条第２項に規定する

四半期財務諸表等に、同条第４項の規定に

より、期中レビュー報告書が添付された場

合であって、当該期中レビュー報告書にお

いて、公認会計士等によって、「否定的結

論」又は「結論の表明をしない」旨が記載

されたとき。ただし、「結論の表明をしな

い」旨が記載された場合であって、当該記

載が天災地変等、上場会社の責めに帰すべ

からざる事由によるものであるときを除

く。 

（新設） 

（３）～（５） （略） （３）～（５） （略） 
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２～１１ （略） ２～１１ （略） 

１２ 第４１５条第２項及び第３項の規定は、前

項の規定に基づく照会について準用する。 

（新設） 

１３ （略） １２ （略） 

  

（特別注意銘柄の指定解除後における改善状況

報告書等の提出） 

（特別注意銘柄の指定解除後における改善状況

報告書等の提出） 

第５０５条の２ 当取引所は、第５０３条第４項

第１号、第７項第１号、第１０項第１号ａ若し

くは第２号又は第１３項の規定により特別注意

銘柄の指定を解除した上場株券等の発行者であ

る上場会社に対して、当該特別注意銘柄の指定

の解除から５年を経過するまでの間、当該上場

会社の内部管理体制の整備及び運用の状況等に

関し当取引所が必要と認めるときは、内部管理

体制の整備及び運用の状況等を記載した報告書

（以下この条において「改善状況報告書」とい

う。）の提出を求めることができる。 

第５０５条の２ 当取引所は、第５０３条第４項

第１号、第７項第１号、第１０項第１号ａ若し

くは第２号又は第１２項の規定により特別注意

銘柄の指定を解除した上場株券等の発行者であ

る上場会社に対して、当該特別注意銘柄の指定

の解除から５年を経過するまでの間、当該上場

会社の内部管理体制の整備及び運用の状況等に

関し当取引所が必要と認めるときは、内部管理

体制の整備及び運用の状況等を記載した報告書

（以下この条において「改善状況報告書」とい

う。）の提出を求めることができる。 

２ 第５０３条第４項第１号、第７項第１号、第

１０項第１号ａ若しくは第２号又は第１３項の

規定により特別注意銘柄の指定を解除された上

場株券等の発行者である上場会社は、当該発行

者の内部管理体制の整備及び運用の状況等に関

し当取引所が必要と認めて照会を行った場合に

は、直ちに照会事項について正確に報告するも

のとする。 

２ 第５０３条第４項第１号、第７項第１号、第

１０項第１号ａ若しくは第２号又は第１２項の

規定により特別注意銘柄の指定を解除された上

場株券等の発行者である上場会社は、当該発行

者の内部管理体制の整備及び運用の状況等に関

し当取引所が必要と認めて照会を行った場合に

は、直ちに照会事項について正確に報告するも

のとする。 

３～５ （略） ３～５ （略） 

  

（実効性の確保に係る規定の審査における当取

引所への協力義務） 

 

第５１１条 上場会社は、当取引所が第５０３条

から第５０９条までの規定に基づく審査に必要

と認めて、財務諸表等若しくは中間財務諸表等

の監査証明等又は第４０４条第２項に規定する

四半期財務諸表等の期中レビューを行う公認会

計士等（当該公認会計士等であった者を含む。

（新設） 
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次項において同じ。）に対して事情説明等を求

める場合には、これに協力するものとする。 

２ 上場会社は、前項の規定により当取引所が当

該公認会計士等に対して事情説明等を求めるた

め、当取引所が請求した場合には、当該公認会

計士等が事情説明等に応じることについて同意

する旨の書面を速やかに提出しなければならな

い。 

 

  

（上場内国会社の上場廃止基準） （上場内国会社の上場廃止基準） 

第６０１条 上場内国株券が次の各号のいずれか

に該当する場合には、その上場を廃止するもの

とする。この場合における当該各号の取扱いは

施行規則で定める。 

第６０１条 上場内国株券が次の各号のいずれか

に該当する場合には、その上場を廃止するもの

とする。この場合における当該各号の取扱いは

施行規則で定める。 

（１）～（６） （略） （１）～（６） （略） 

（７） 有価証券報告書又は半期報告書の提出

遅延 

２人以上の公認会計士又は監査法人による

監査証明府令第３条第１項の監査報告書又は

中間監査報告書若しくは期中レビュー報告書

（公認会計士又は監査法人に相当する者によ

る監査証明に相当する証明に係る監査報告書

又は中間監査報告書若しくは期中レビュー報

告書を含む。）を添付した有価証券報告書又

は半期報告書を、法第２４条第１項又は法第

２４条の５第１項に定める期間の経過後１か

月以内（施行規則で定める場合にあっては、

施行規則で定める期間内とし、最終日が休業

日に当たる場合にあっては、順次繰り下げ

る。）に、内閣総理大臣等に提出しなかった

場合 

（７） 有価証券報告書又は四半期報告書の提

出遅延 

２人以上の公認会計士又は監査法人による

監査証明府令第３条第１項の監査報告書又は

四半期レビュー報告書（公認会計士又は監査

法人に相当する者による監査証明に相当する

証明に係る監査報告書又は四半期レビュー報

告書を含む。）を添付した有価証券報告書又

は四半期報告書を、法第２４条第１項又は法

第２４条の４の７第１項に定める期間の経過

後１か月以内（施行規則で定める場合にあっ

ては、施行規則で定める期間内とし、最終日

が休業日に当たる場合にあっては、順次繰り

下げる。）に、内閣総理大臣等に提出しなか

った場合 

（８） 虚偽記載又は不適正意見等 

第５０３条第１項第２号ａ又はｂに該当す

る場合であって、直ちに上場を廃止しなけれ

ば市場の秩序を維持することが困難であるこ

とが明らかであると当取引所が認めるとき 

（８） 虚偽記載又は不適正意見等 

第５０３条第１項第２号に該当する場合で

あって、直ちに上場を廃止しなければ市場の

秩序を維持することが困難であることが明ら

かであると当取引所が認めるとき 

（９）～（２０） （略） （９）～（２０） （略） 
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２ （略） ２ （略） 

  

（上場廃止に係る該当性の判断における当取引

所への協力義務） 

（当取引所への協力義務） 

第６０４条 上場会社は、当取引所が当該上場会

社の発行する上場株券等の上場廃止に係る該当

性の判断に必要と認めて、財務諸表等若しくは

中間財務諸表等の監査証明等又は第４０４条第

２項に規定する四半期財務諸表等の期中レビュ

ーを行う公認会計士等（当該公認会計士等であ

った者を含む。次項において同じ。）に対して

事情説明等を求める場合には、これに協力する

ものとする。 

第６０４条 上場会社は、当取引所が当該上場会

社の発行する上場株券等の上場廃止に係る該当

性の判断に必要と認めて、財務諸表等又は四半

期財務諸表等の監査証明等を行う公認会計士等

（当該公認会計士等であった者を含む。次項に

おいて同じ。）に対して事情説明等を求める場

合には、これに協力するものとする。 

２ （略） ２ （略） 

   

（大規模な公募及び売出しを伴う新規上場に係

る形式要件の特例） 

（大規模な公募及び売出しを伴う新規上場に係

る形式要件の特例） 

第７１５条 （略） 第７１５条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 前３項の規定により上場した上場内国会社に

ついての第５０１条の適用については、同条第

３項から第５項までを次のとおりとする。 

３ 上場内国会社は、第１項各号に定める基準

に適合しない状態となった場合は、当該状態

となった時から起算して３か月以内（天災地

変等、上場内国会社の責めに帰すべからざる

事由により、３か月以内に提出することが困

難であると当取引所が認める場合は、この限

りでない。）に、施行規則で定める期間内に

当該基準に適合するための取組み及びその実

施時期を記載した計画書の提出を行わなけれ

ばならない。ただし、第１号ｂの（ｃ）、第

２号ｂの（ｃ）又は第３号のｂ（ｃ）に定め

る基準に適合しない状態となった場合で、第

７１５条第１項から第３項までに規定する計

画書の提出を行っているときはこの限りでな

い。 

４ 前３項の規定により上場した上場内国会社に

ついての第５０１条の適用については、同条第

３項から第５項までを次のとおりとする。 

３ 上場内国会社は、第１項各号に定める基準

に適合しない状態となった場合は、当該状態

となった時から起算して３か月以内（天災地

変等、上場内国会社の責めに帰すべからざる

事由により、３か月以内に提出することが困

難であると当取引所が認める場合は、この限

りでない。）に、施行規則で定める期間内に

当該基準に適合するための取組み及びその実

施時期を記載した計画書の提出を行わなけれ

ばならない。ただし、第１号ｂの（ｃ）、第

２号ｂの（ｃ）又は第３号のｂ（ｃ）に定め

る基準に適合しない状態となった場合で、第

７１５条第１項から第３項までに規定する計

画書の提出を行っているときはこの限りでな

い。 
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４ 上場内国会社は、第１項各号に定める基準

に適合するまでの間、前項又は第７１５条第

１項から第３項までの規定により提出した計

画書の内容について訂正又は変更すべき事情

が生じた場合は、直ちに訂正又は変更後の計

画書の提出を行わなければならない。 

５ 上場内国会社は、第１項第１号ｄ、第２号

ｄ又は第３号ｅに定める基準に適合しない状

態となった場合は、第３項に規定する計画書

を提出してから当該基準に適合するまでの

間、各事業年度、各中間会計期間若しくは各

四半期累計期間（第２四半期累計期間を除

く。）又は各連結会計年度、各中間連結会計

期間若しくは各四半期連結累計期間（第２四

半期連結累計期間を除く。）に係る決算の内

容を第４０４条第１項又は第２項の定めると

ころにより開示するまでに、第１項第１号ｂ

の（ｃ）、第２号ｂの（ｃ）又は第３号ｂの

（ｃ）に定める基準に適合しない状態となっ

た場合は、第３項又は第７１５条第１項から

第３項までに規定する計画書を提出してから

当該基準に適合するまでの間、各事業年度の

末日から起算して３か月以内に、第３項又は

第７１５条第１項から第３項までに規定する

計画の進捗状況について記載した書面の提出

を行わなければならない。 

４ 上場内国会社は、第１項各号に定める基準

に適合するまでの間、前項又は第７１５条第

１項から第３項までの規定により提出した計

画書の内容について訂正又は変更すべき事情

が生じた場合は、直ちに訂正又は変更後の計

画書の提出を行わなければならない。 

５ 上場内国会社は、第１項第１号ｄ、第２号

ｄ又は第３号ｅに定める基準に適合しない状

態となった場合は、第３項に規定する計画書

を提出してから当該基準に適合するまでの

間、各事業年度若しくは各四半期累計期間又

は各連結会計年度若しくは各四半期連結累計

期間に係る決算の内容を第４０４条の定める

ところにより開示するまでに、同項第１号ｂ

の（ｃ）、第２号ｂの（ｃ）又は第３号ｂの

（ｃ）に定める基準に適合しない状態となっ

た場合は、第３項又は第７１５条第１項から

第３項までに規定する計画書を提出してから

当該基準に適合するまでの間、各事業年度の

末日から起算して３か月以内に、第３項又は

第７１５条第１項から第３項までに規定する

計画の進捗状況について記載した書面の提出

を行わなければならない。 

  

（会社情報の開示） （会社情報の開示） 

第８０６条 （略） 第８０６条 （略） 

２ 発行者が取得できる旨の定めがある上場優先

株等の発行者は、第４０４条第１項又は第２項

の規定に基づき決算の内容を開示する場合に

は、当該取得についての方針について、併せて

その内容を開示しなければならない。 

２ 発行者が取得できる旨の定めがある上場優先

株等の発行者は、第４０４条の規定に基づき決

算の内容を開示する場合には、当該取得につい

ての方針について、併せてその内容を開示しな

ければならない。 

３ （略） ３ （略） 

４ 上場子会社連動配当株の発行者は、次の各号

のいずれかに該当する場合（第１号に規定する

４ 上場子会社連動配当株の発行者は、次の各号

のいずれかに該当する場合（第１号に規定する
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事項及び第２号に規定する事実にあっては、当

該上場子会社連動配当株の投資判断に及ぼす影

響が軽微なものとして施行規則で定める基準に

該当する場合を除く。）は、施行規則で定める

ところにより、直ちにその内容を開示しなけれ

ばならない。 

事項及び第２号に規定する事実にあっては、当

該上場子会社連動配当株の投資判断に及ぼす影

響が軽微なものとして施行規則で定める基準に

該当する場合を除く。）は、施行規則で定める

ところにより、直ちにその内容を開示しなけれ

ばならない。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 対象子会社の事業年度若しくは中間会

計期間又は連結会計年度若しくは中間連結会

計期間に係る決算の内容が定まった場合 

（３） 対象子会社の事業年度若しくは四半期

累計期間又は連結会計年度若しくは四半期連

結累計期間に係る決算の内容が定まった場合 

（３）の２ 対象子会社の四半期累計期間（第

２四半期累計期間を除く。）又は四半期連結

累計期間（第２四半期連結累計期間を除

く。） に係る決算の内容が定まった場合 

（新設） 

（４）・（５） （略） （４）・（５） （略） 

５～７ （略） ５～７ （略） 

  

（新規上場申請に係る提出書類等） 

第８２９条 （略） 

２～５ （略） 

（新規上場申請に係る提出書類等） 

第８２９条 （略） 

２～５ （略） 

６ 新規優先出資証券上場申請者は、第２項から

前項までに掲げる提出書類のうち施行規則で定

める財務計算に関する書類について、当取引所

が新規上場申請に係る株券等の上場を承認する

時までに、施行規則で定めるところにより、法

第１９３条の２の規定に準じて、２人以上の公

認会計士又は監査法人の監査、中間監査又は期

中レビューを受け、それに基づいて当該公認会

計士又は監査法人が作成した監査報告書、中間

監査報告書又は期中レビュー報告書を添付し、

提出するものとする。 

７ 新規優先出資証券上場申請者（第８３２条の

規定の適用を受けて新規上場申請を行う新規優

先出資証券上場申請者を除く。）は、当取引所

が新規上場申請に係る株券等の上場を承認する

時までに、施行規則で定めるところにより、前

項に規定する監査、中間監査又は期中レビュー

６ 新規優先出資証券上場申請者は、第２項から

前項までに掲げる提出書類のうち施行規則で定

める財務計算に関する書類について、当取引所

が新規上場申請に係る株券等の上場を承認する

時までに、施行規則で定めるところにより、法

第１９３条の２の規定に準じて、２人以上の公

認会計士又は監査法人の監査、中間監査又は四

半期レビューを受け、それに基づいて当該公認

会計士又は監査法人が作成した監査報告書、中

間監査報告書又は四半期レビュー報告書を添付

し、提出するものとする。 

７ 新規優先出資証券上場申請者（第８３２条の

規定の適用を受けて新規上場申請を行う新規優

先出資証券上場申請者を除く。）は、当取引所

が新規上場申請に係る株券等の上場を承認する

時までに、施行規則で定めるところにより、前

項に規定する監査、中間監査又は四半期レビュ
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（施行規則で定めるものを除く。）について公

認会計士又は監査法人が作成した監査概要書、

中間監査概要書又は期中レビュー概要書を提出

するものとする。 

ー（施行規則で定めるものを除く。）について

公認会計士又は監査法人が作成した監査概要

書、中間監査概要書又は四半期レビュー概要書

を提出するものとする。 

８～１２ （略） ８～１２ （略） 

  

（改善に向けた計画の開示） （改善に向けた計画の開示） 

第８３６条 （略） 第８３６条 （略） 

２ 上場優先出資証券の発行者は、前条第１項第

４号に定める「上場優先出資証券の発行者の事

業年度の末日に、純資産の額が正でない場合

（施行規則で定める場合を除く。）」に該当す

ることとなった場合は、前項に規定する書面を

提出及び開示してから当該状況を解消するまで

の間、各事業年度、各中間会計期間若しくは各

四半期累計期間（第２四半期累計期間を除

く。）又は各連結会計年度、各中間連結会計期

間若しくは各四半期連結累計期間（第２四半期

連結累計期間を除く。）に係る決算の内容を第

８４２条第５項において準用する第４０４条第

１項又は第２項の定めるところにより開示する

までの間において、前項に規定する計画の進捗

状況について記載した書面の開示を行わなけれ

ばならない。 

２ 上場優先出資証券の発行者は、前条第１項第

４号に定める「上場優先出資証券の発行者の事

業年度の末日に、純資産の額が正でない場合

（施行規則で定める場合を除く。）」に該当す

ることとなった場合は、前項に規定する書面を

提出及び開示してから当該状況を解消するまで

の間、各事業年度若しくは各四半期累計期間又

は各連結会計年度若しくは各四半期連結累計期

間に係る決算の内容を第８４２条第５項におい

て準用する第４０４条の定めるところにより開

示するまでの間において、前項に規定する計画

の進捗状況について記載した書面の開示を行わ

なければならない。 

   

（準用規定等） （準用規定等） 

第８４２条 （略） 第８４２条 （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 第５０３条から第５０６条まで及び第５０８

条から第５１１条までの規定は、上場優先株

等、上場優先証券及び上場優先出資証券の発行

者に対する実効性の確保について準用する。 

７ 第５０３条から第５０６条まで及び第５０８

条から第５１０条までの規定は、上場優先株

等、上場優先証券及び上場優先出資証券の発行

者に対する実効性の確保について準用する。 

８～１０ （略） ８～１０ （略） 

  

（上場廃止基準） （上場廃止基準） 
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第９１２条 上場債券の発行者が次の各号のいず

れかに該当する場合は、当該発行者の発行する

債券全銘柄の上場を廃止する。この場合におけ

る当該各号の取扱いは施行規則で定める。 

第９１２条 上場債券の発行者が次の各号のいず

れかに該当する場合は、当該発行者の発行する

債券全銘柄の上場を廃止する。この場合におけ

る当該各号の取扱いは施行規則で定める。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 次のａからｄまでに掲げる債券の区分

に従い、当該ａからｄまでに定める場合 

（２） 次のａからｄまでに掲げる債券の区分

に従い、当該ａからｄまでに定める場合 

ａ 外国社債券以外の社債券 

 次の（ａ）及び（ｂ）に掲げる場合の区分

に従い、当該（ａ）及び（ｂ）に定める場

合 

ａ 外国社債券以外の社債券 

 次の（ａ）及び（ｂ）に掲げる場合の区分

に従い、当該（ａ）及び（ｂ）に定める場

合 

（ａ） （略） 

（ｂ） 上場社債券の発行者が上場会社で

なく、かつ、特別の法律により設立され

た会社である場合 

次のイからハまでに定める場合に該当し

た状態となったと当取引所が認めたとき 

イ （略） 

（ａ） （略） 

（ｂ） 上場社債券の発行者が上場会社で

なく、かつ、特別の法律により設立され

た会社である場合 

次のイからハまでに定める場合に該当し

た状態となったと当取引所が認めたとき 

イ （略） 

ロ ２人以上の公認会計士又は監査法人

による監査証明府令第３条第１項の監

査報告書又は中間監査報告書若しくは

期中レビュー報告書（公認会計士又は

監査法人に相当する者による監査証明

に相当する証明に係る監査報告書又は

中間監査報告書若しくは期中レビュー

報告書を含む。）を添付した有価証券

報告書又は半期報告書を、法第２４条

第１項又は第２４条の５第１項に定め

る期間の経過後１か月以内（施行規則

で定める場合にあっては、施行規則で

定める期間内）に、内閣総理大臣等に

提出しなかった場合 

ロ ２人以上の公認会計士又は監査法人

による監査証明府令第３条第１項の監

査報告書又は中間監査報告書（公認会

計士又は監査法人に相当する者による

監査証明に相当する証明に係る監査報

告書又は中間監査報告書を含む。）を

添付した有価証券報告書又は半期報告

書を、法第２４条第１項又は第２４条

の５第１項に定める期間の経過後１か

月以内（施行規則で定める場合にあっ

ては、施行規則で定める期間内）に、

内閣総理大臣等に提出しなかった場合

（当該発行者が四半期財務諸表提出会

社又は四半期連結財務諸表提出会社で

あるときは、第６０１条第１項第７号

に規定する場合） 

ハ 発行者の財務諸表等に添付される監

査報告書又は中間財務諸表等に添付さ

れる中間監査報告書若しくは期中レビ

ハ 発行者の財務諸表等に添付される監

査報告書又は中間財務諸表等に添付さ

れる中間監査報告書において、公認会
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ュー報告書において、公認会計士等に

よって、監査報告書については「不適

正意見」又は「意見の表明をしない」

旨が、中間監査報告書については「中

間財務諸表等が有用な情報を表示して

いない意見」又は「意見の表明をしな

い」旨が、期中レビュー報告書につい

ては「否定的結論」又は「結論の表明

をしない」旨が記載された場合であっ

て、直ちに上場を廃止しなければ市場

の秩序を維持することが困難であるこ

とが明らかであると当取引所が認める

とき。ただし、「意見の表明をしな

い」旨又は「結論の表明をしない」旨

が記載された場合であって、当該記載

が天災地変等、発行者の責めに帰すべ

からざる事由によるものであるときを

除く。 

計士等によって、監査報告書について

は「不適正意見」又は「意見の表明を

しない」旨が、中間監査報告書につい

ては「中間財務諸表等が有用な情報を

表示していない意見」又は「意見の表

明をしない」旨が記載された場合であ

って、直ちに上場を廃止しなければ市

場の秩序を維持することが困難である

ことが明らかであると当取引所が認め

るとき（当該発行者が四半期財務諸表

提出会社又は四半期連結財務諸表提出

会社であるときは、第６０１条第１項

第８号（第５０３条第１項第２号ａに

該当する場合を除く。）に規定する場

合）。ただし、「意見の表明をしな

い」旨が記載された場合であって、当

該記載が天災地変等、発行者の責めに

帰すべからざる事由によるものである

ときを除く。 

ｂ～ｄ （略） ｂ～ｄ （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

（上場審査基準） 

第９４５条 ＥＴＮ信託受益証券の上場審査につ

いては、次の各号に掲げる基準によるものとす

る。この場合における当該各号の取扱いは施行

規則（第３号ｂの審査に関して必要な事項につ

いては、上場審査等に関するガイドライン）で

定める。 

（１） 新規上場申請に係るＥＴＮ信託受益証

券の発行者が次のａからｅまでに適合してい

ること（保証者が存在する場合は、保証者が

次のａからｅまでに適合し、かつ、当該発行

者がｃからｅまでに適合していること。この

場合において、ｂ中「新規上場申請に係るＥ

ＴＮ信託受益証券の発行者」とあるのは「新

（上場審査基準） 

第９４５条 ＥＴＮ信託受益証券の上場審査につ

いては、次の各号に掲げる基準によるものとす

る。この場合における当該各号の取扱いは施行

規則（第３号ｂの審査に関して必要な事項につ

いては、上場審査等に関するガイドライン）で

定める。 

（１） 新規上場申請に係るＥＴＮ信託受益証

券の発行者が次のａからｅまでに適合してい

ること（保証者が存在する場合は、保証者が

次のａからｅまでに適合し、かつ、当該発行

者がｃからｅまでに適合していること。この

場合において、ｂ中「新規上場申請に係るＥ

ＴＮ信託受益証券の発行者」とあるのは「新
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規上場申請に係るＥＴＮ信託受益証券の発行

者又は保証者」と読み替える。） 

規上場申請に係るＥＴＮ信託受益証券の発行

者又は保証者」と読み替える。） 

ａ・ｂ （略） ａ・ｂ （略） 

ｃ 最近（「最近」の計算は、基準事業年度

（有価証券報告書等に経理の状況として財

務諸表等が記載される最近事業年度をい

う。以下この章において同じ。）の末日を

起算日としてさかのぼる。以下この章にお

いて同じ。）２年間に終了する各事業年度

若しくは各連結会計年度の財務諸表等又は

各事業年度における中間会計期間若しくは

各連結会計年度における中間連結会計期間

の中間財務諸表等が記載又は参照される有

価証券報告書等に虚偽記載を行っていない

こと。ただし、施行規則で定める場合は、

この限りでない。 

ｃ 最近（「最近」の計算は、基準事業年度

（有価証券報告書等に経理の状況として財

務諸表等が記載される最近事業年度をい

う。以下この章において同じ。）の末日を

起算日としてさかのぼる。以下この章にお

いて同じ。）２年間に終了する各事業年度

若しくは各連結会計年度の財務諸表等又は

各事業年度における中間会計期間若しくは

各連結会計年度における中間連結会計期間

の中間財務諸表等（四半期財務諸表提出会

社又は四半期連結財務諸表提出会社である

場合にあっては、四半期財務諸表等。以下

この章において同じ。）が記載又は参照さ

れる有価証券報告書等に虚偽記載を行って

いないこと。ただし、施行規則で定める場

合は、この限りでない。 

ｄ （略） ｄ （略） 

ｅ 最近１年間に終了する事業年度及び連結

会計年度の財務諸表等に添付される監査報

告書並びに最近１年間に終了する事業年度

における中間会計期間及び連結会計年度に

おける中間連結会計期間の中間財務諸表等

に添付される中間監査報告書又は期中レビ

ュー報告書において、公認会計士等の「無

限定適正意見」、「中間財務諸表等が有用

な情報を表示している旨の意見」又は「無

限定の結論」が記載されていること。ただ

し、施行規則で定める場合は、この限りで

ない。 

ｅ 最近１年間に終了する事業年度及び連結

会計年度の財務諸表等に添付される監査報

告書並びに最近１年間に終了する事業年度

における中間会計期間及び連結会計年度に

おける中間連結会計期間の中間財務諸表等

に添付される中間監査報告書（四半期財務

諸表提出会社又は四半期連結財務諸表提出

会社である場合にあっては、四半期レビュ

ー報告書。以下この章において同じ。）に

おいて、公認会計士等の「無限定適正意

見」又は「中間財務諸表等が有用な情報を

表示している旨の意見」（四半期財務諸表

提出会社又は四半期連結財務諸表提出会社

である場合にあっては、「無限定の結

論」。以下この章において同じ。）が記載

されていること。ただし、施行規則で定め

る場合は、この限りでない。 
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（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

（上場ＥＴＮに関する情報の開示） （上場ＥＴＮに関する情報の開示） 

第９４７条 （略） 第９４７条 （略） 

２ 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者は、次の各

号のいずれかに該当する場合は、施行規則で定

めるところにより、直ちにその内容を開示しな

ければならない。 

（１） 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者又は

保証者が、次のａからｑまでに掲げる事項の

いずれかを行うことについての決定をした場

合（当該決定に係る事項を行わないことを決

定した場合を含む。） 

２ 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者は、次の各

号のいずれかに該当する場合は、施行規則で定

めるところにより、直ちにその内容を開示しな

ければならない。 

（１） 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者又は

保証者が、次のａからｑまでに掲げる事項の

いずれかを行うことについての決定をした場

合（当該決定に係る事項を行わないことを決

定した場合を含む。） 

ａ～ｋ （略） ａ～ｋ （略） 

ｌ 有価証券報告書又は半期報告書に記載さ

れる財務諸表等又は中間財務諸表等の監査

証明等を行う公認会計士等の異動 

ｌ 有価証券報告書又は半期報告書（四半期

財務諸表提出会社又は四半期連結財務諸表

提出会社にあっては、四半期報告書。以下

この章において同じ。）に記載される財務

諸表等又は中間財務諸表等の監査証明等を

行う公認会計士等の異動 

ｍ 財務諸表等、中間財務諸表等又は第４０

４条第２項に規定する四半期財務諸表等に

継続企業の前提に関する事項を注記するこ

と。 

ｍ 財務諸表等又は中間財務諸表等に継続企

業の前提に関する事項を注記すること。 

ｍの２ 開示府令第１５条の２第１項、第１

５条の２の２第１項、第１７条の４第１項

又は第１８条の２第１項の規定に基づく当

該各項に規定する承認申請書の提出（本国

の法令又は慣行を理由とするものを除

く。） 

ｍの２ 開示府令第１５条の２第１項、第１

５条の２の２第１項、第１７条の４第１項

又は第１７条の１５の２第１項の規定に基

づく当該各項に規定する承認申請書の提出

（本国の法令又は慣行を理由とするものを

除く。） 

ｎ～ｑ （略） ｎ～ｑ （略） 

（２） 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者又は

保証者に、次のａからｋまでに掲げる事実の

いずれかが発生した場合 

（２） 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者又は

保証者に、次のａからｋまでに掲げる事実の

いずれかが発生した場合 

ａ～ｈ （略） ａ～ｈ （略） 
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ｉ ２人以上の公認会計士又は監査法人によ

る監査証明府令第３条第１項の監査報告書

又は中間監査報告書若しくは期中レビュー

報告書を添付した有価証券報告書又は半期

報告書を、内閣総理大臣等に対して、法第

２４条第１項又は法第２４条の５第１項に

定める期間内に提出できる見込みのないこ

と（前号ｍの２に掲げる事項について同号

の規定に基づき開示を行う場合を除く。）

及び当該期間内に提出しなかったこと（当

該期間内に提出できる見込みのない旨の開

示を行った場合を除く。）並びにこれらの

開示を行った後提出したこと 

ｉ ２人以上の公認会計士又は監査法人によ

る監査証明府令第３条第１項の監査報告書

又は中間監査報告書を添付した有価証券報

告書又は半期報告書を、内閣総理大臣等に

対して、法第２４条第１項又は法第２４条

の５第１項に定める期間内（四半期財務諸

表提出会社又は四半期連結財務諸表提出会

社である場合にあっては、法第２４条の４

の７第１項に定める期間内）に提出できる

見込みのないこと（前号ｍの２に掲げる事

項について同号の規定に基づき開示を行う

場合を除く。）及び当該期間内に提出しな

かったこと（当該期間内に提出できる見込

みのない旨の開示を行った場合を除く。）

並びにこれらの開示を行った後提出したこ

と 

ⅰの２ 開示府令第１５条の２第３項、第１

５条の２の２第４項、第１７条の４第４項

又は第１８条の２第４項に規定する承認を

受けたこと又は受けられなかったこと。 

ⅰの２ 開示府令第１５条の２第３項、第１

５条の２の２第４項、第１７条の４第４項

又は第１７条の１５の２第４項に規定する

承認を受けたこと又は受けられなかったこ

と。 

ｊ・ｋ （略） ｊ・ｋ （略） 

（３） （略） （３） （略） 

（４） 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者が前

号若しくは第４０４条に基づく開示を行った

場合又は上場ＥＴＮ信託受益証券の保証者が

第４０４条に基づく開示を行った場合におい

て、施行規則で定める信用状況等に関する情

報が定まったとき 

（４） 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者が前

号若しくは第４０４条に基づく開示を行った

場合又は上場ＥＴＮ信託受益証券の保証者が

第４０４条に基づく開示を行った場合には、

施行規則で定める信用状況等に関する情報を

開示しなければならない。 

（５）～（９） （略） （５）～（９） （略） 

３ （略） ３ （略） 

  

（上場廃止基準） （上場廃止基準） 

第９５１条 上場ＥＴＮ信託受益証券は、次の各

号のいずれかに該当する場合に、その上場を廃

止する。この場合における当該各号の取扱いは

施行規則で定める。 

第９５１条 上場ＥＴＮ信託受益証券は、次の各

号のいずれかに該当する場合に、その上場を廃

止する。この場合における当該各号の取扱いは

施行規則で定める。 
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（１） 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者が次

のａからｇまでのいずれかに該当する場合

（保証者が存在する場合は、保証者が次のａ

からｇまでのいずれか又は当該発行者がｅか

らｇまでのいずれかに該当する場合。この場

合において、ｆ中「上場ＥＴＮ信託受益証券

の発行者」とあるのは「上場ＥＴＮ信託受益

証券の発行者又は保証者」と読み替える。） 

（１） 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者が次

のａからｇまでのいずれかに該当する場合

（保証者が存在する場合は、保証者が次のａ

からｇまでのいずれか又は当該発行者がｅか

らｇまでのいずれかに該当する場合。この場

合において、ｆ中「上場ＥＴＮ信託受益証券

の発行者」とあるのは「上場ＥＴＮ信託受益

証券の発行者又は保証者」と読み替える。） 

ａ～ｅ （略） ａ～ｅ （略） 

ｆ 財務諸表等に添付される監査報告書又は

中間財務諸表等に添付される中間監査報告

書若しくは期中レビュー報告書において、

公認会計士等によって、監査報告書につい

ては「不適正意見」又は「意見の表明をし

ない」旨が、中間監査報告書については

「中間財務諸表等が有用な情報を表示して

いない意見」又は「意見の表明をしない」

旨が、期中レビュー報告書については「否

定的結論」又は「結論の表明をしない」旨

が記載された場合であって、直ちに上場を

廃止しなければ市場の秩序を維持すること

が困難であることが明らかであると当取引

所が認めるとき。ただし、「意見の表明を

しない」旨又は「結論の表明をしない」旨

が記載された場合であって、当該記載が天

災地変等、上場ＥＴＮ信託受益証券の発行

者の責めに帰すべからざる事由によるもの

であるときを除く。 

ｆ 財務諸表等に添付される監査報告書又は

中間財務諸表等に添付される中間監査報告

書において、公認会計士等によって、監査

報告書については「不適正意見」又は「意

見の表明をしない」旨が、中間監査報告書

については「中間財務諸表等が有用な情報

を表示していない意見」又は「意見の表明

をしない」旨が記載された場合であって、

直ちに上場を廃止しなければ市場の秩序を

維持することが困難であることが明らかで

あると当取引所が認めるとき。ただし、

「意見の表明をしない」旨が記載された場

合であって、当該記載が天災地変等、上場

ＥＴＮ信託受益証券の発行者の責めに帰す

べからざる事由によるものであるときを除

く。 

ｇ ２人以上の公認会計士又は監査法人によ

る監査証明府令第３条第１項の監査報告書

又は中間監査報告書若しくは期中レビュー

報告書を添付した有価証券報告書又は半期

報告書を、法第２４条第１項又は法第２４

条の５第１項に定める期間の経過後１か月

以内（施行規則で定める場合にあっては、

施行規則で定める期間内）に、内閣総理大

臣等に提出しなかった場合 

ｇ ２人以上の公認会計士又は監査法人によ

る監査証明府令第３条第１項の監査報告書

又は中間監査報告書を添付した有価証券報

告書又は半期報告書を、法第２４条第１項

又は法第２４条の５第１項に定める期間

（四半期財務諸表提出会社及び四半期連結

財務諸表提出会社である場合にあっては、

法第２４条の４の７第１項に定める期間）

の経過後１か月以内（施行規則で定める場
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合にあっては、施行規則で定める期間内）

に、内閣総理大臣等に提出しなかった場合 

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

（上場廃止に係る該当性の判断における当取引

所への協力義務） 

（当取引所への協力義務） 

第９５２条 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者

は、当取引所が上場ＥＴＮ信託受益証券の上場

廃止に係る該当性の判断に必要と認めて、財務

諸表等若しくは中間財務諸表等の監査証明又は

第４０４条第２項に規定する四半期財務諸表等

の期中レビューを行う公認会計士等（当該公認

会計士等であった者を含む。次項において同

じ。）に対して事情説明等を求める場合には、

これに協力するものとする。 

第９５２条 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者

は、当取引所が上場ＥＴＮ信託受益証券の上場

廃止に係る該当性の判断に必要と認めて、財務

諸表等又は中間財務諸表等の監査証明を行う公

認会計士等（当該公認会計士等であった者を含

む。次項において同じ。）に対して事情説明等

を求める場合には、これに協力するものとす

る。 

２ （略） ２ （略） 

  

（準用規定等） （準用規定等） 

第９５７条 （略） 第９５７条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 第５０３条から第５０６条まで及び第５０８

条から第５１１条までの規定は、上場債券、上

場交換社債券及び上場ＥＴＮ信託受益証券の銘

柄に対する実効性の確保について準用する。こ

の場合において、第９４７の２の規定は、第５

０３条第１項第３号、第５０４条第１項第１

号、第５０８条第１項第１号及び第５０９条第

１項第１号の準用による上場ＥＴＮに関する情

報の開示に係る規定とみなす。 

５ 第５０３条から第５０６条まで及び第５０８

条から第５１０条までの規定は、上場債券、上

場交換社債券及び上場ＥＴＮ信託受益証券の銘

柄に対する実効性の確保について準用する。こ

の場合において、第９４７の２の規定は、第５

０３条第１項第３号、第５０４条第１項第１

号、第５０８条第１項第１号及び第５０９条第

１項第１号の準用による上場ＥＴＮに関する情

報の開示に係る規定とみなす。 

６ （略） ６ （略） 

   

（上場指標連動型ＥＴＦに関する情報の開示） （上場指標連動型ＥＴＦに関する情報の開示） 

第１１０７条 （略） 第１１０７条 （略） 
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２ 前項の情報の適時開示については、次の各号

に定めるところによる。この場合における当該

各号の取扱いは施行規則で定める。 

２ 前項の情報の適時開示については、次の各号

に定めるところによる。この場合における当該

各号の取扱いは施行規則で定める。 

（１） 上場指標連動型ＥＴＦ（外国投資証券

に該当する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを

受託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益証券

を除く。）に係る管理会社は、次のａからｊ

までのいずれかに該当する場合（ａ及びｂに

掲げる事項にあっては、施行規則で定める基

準その他の投資者の投資判断に及ぼす影響が

軽微なものと当取引所が認めるものに該当す

るものを除く。）は、施行規則で定めるとこ

ろにより、直ちにその内容を開示しなければ

ならない。 

（１） 上場指標連動型ＥＴＦ（外国投資証券

に該当する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを

受託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益証券

を除く。）に係る管理会社は、次のａからｊ

までのいずれかに該当する場合（ａ及びｂに

掲げる事項にあっては、施行規則で定める基

準その他の投資者の投資判断に及ぼす影響が

軽微なものと当取引所が認めるものに該当す

るものを除く。）は、施行規則で定めるとこ

ろにより、直ちにその内容を開示しなければ

ならない。 

ａ～ｅ （略） ａ～ｅ （略） 

ｅの２ 上場指標連動有価証券等組入型ＥＴ

Ｆにあっては、次の（ａ）から（ｉ）まで

に掲げる事実がカウンター・パーティーに

発生した場合（当該カウンター・パーティ

ーが保証者である場合は、当該保証者に

（ａ）から（ｇ）まで又は（ｉ）に掲げる

事実が発生したとき）であって、当該事実

がカウンター・パーティーに発生したこと

を把握したとき 

ｅの２ 上場指標連動有価証券等組入型ＥＴ

Ｆにあっては、次の（ａ）から（ｉ）まで

に掲げる事実がカウンター・パーティーに

発生した場合（当該カウンター・パーティ

ーが保証者である場合は、当該保証者に

（ａ）から（ｇ）まで又は（ｉ）に掲げる

事実が発生したとき）であって、当該事実

がカウンター・パーティーに発生したこと

を把握したとき 

（ａ） （略） （ａ） （略） 

（ｂ） 財務諸表等、中間財務諸表等又は

四半期財務諸表等に継続企業の前提に関

する事項が注記されることとなったこ

と。 

（ｂ） 財務諸表等又は中間財務諸表等

（カウンター・パーティーが、四半期財

務諸表提出会社又は四半期連結財務諸表

提出会社である場合にあっては、四半期

財務諸表等）に継続企業の前提に関する

事項が注記されることとなったこと。 

（ｃ） 事業年度若しくは連結会計年度又

は中間会計期間若しくは中間連結会計期

間（カウンター・パーティーが、四半期

財務諸表提出会社又は四半期連結財務諸

表提出会社である場合にあっては、四半

期会計期間又は四半期連結会計期間）の

（ｃ） 事業年度又は中間会計期間（カウ

ンター・パーティーが、四半期財務諸表

提出会社又は四半期連結財務諸表提出会

社である場合にあっては、四半期会計期

間又は四半期連結会計期間）の末日にお
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末日において純資産の額が正でない状態

又はこれに準ずる状態になったこと。 

いて純資産の額が正でない状態又はこれ

に準ずる状態になったこと。 

（ｄ） 財務諸表等に添付される監査報告

書、中間財務諸表等に添付される中間監

査報告書若しくは期中レビュー報告書又

は四半期財務諸表等に添付される期中レ

ビュー報告書において、公認会計士等に

よって、監査報告書については「不適正

意見」又は「意見の表明をしない」旨

が、中間監査報告書については「中間財

務諸表等が有用な情報を表示していない

意見」又は「意見の表明をしない」旨

が、期中レビュー報告書については「否

定的結論」又は「結論の表明をしない」

旨が記載されることとなったこと。 

（ｄ） 財務諸表等に添付される監査報告

書又は中間財務諸表等に添付される中間

監査報告書（カウンター・パーティー

が、四半期財務諸表提出会社又は四半期

連結財務諸表提出会社である場合にあっ

ては、四半期財務諸表等に添付される四

半期レビュー報告書）において、公認会

計士等によって、監査報告書については

「不適正意見」又は「意見の表明をしな

い」旨が、中間監査報告書については

「中間財務諸表等が有用な情報を表示し

ていない意見」又は「意見の表明をしな

い」旨（カウンター・パーティーが、四

半期財務諸表提出会社又は四半期連結財

務諸表提出会社である場合にあっては、

四半期レビュー報告書については「否定

的結論」又は「結論の表明をしない」

旨）が記載されることとなったこと。 

（ｅ）～（ｉ） （略） （ｅ）～（ｉ） （略） 

ｆ～ｊ （略） ｆ～ｊ （略） 

（２） （略） （２） （略） 

３～６ （略） ３～６ （略） 

  

（実効性の確保） （実効性の確保） 

第１１１１条 第５０３条から第５０６条まで及

び第５０８条から第５１１条までの規定は、上

場ＥＴＦに対する実効性の確保について準用す

る。この場合において、第１１０７条の３及び

第１１０７条の４の規定は、第５０３条第１項

第３号、第５０４条第１項第１号、第５０８条

第１項第１号及び第５０９条第１項第１号の準

用による上場ＥＴＦに関する情報の開示に係る

規定とみなす。 

第１１１１条 第５０３条から第５０６条まで及

び第５０８条から第５１０条までの規定は、上

場ＥＴＦに対する実効性の確保について準用す

る。この場合において、第１１０７条の３及び

第１１０７条の４の規定は、第５０３条第１項

第３号、第５０４条第１項第１号、第５０８条

第１項第１号及び第５０９条第１項第１号の準

用による上場ＥＴＦに関する情報の開示に係る

規定とみなす。 
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（上場廃止に係る該当性の判断における当取引

所への協力義務） 

（当取引所への協力義務） 

第１１１３条 （略） 第１１１３条 （略） 

  

（上場不動産投資信託証券に関する情報の開

示） 

第１２１３条 （略） 

２ 上場不動産投資信託証券又は上場不動産投資

信託証券の発行者等に関する情報の適時開示に

ついては、次の各号に掲げる上場不動産投資信

託証券の区分に従い、当該各号に定めるところ

による。 

（１） 上場不動産投資信託証券の発行者等

は、次のａからｄまでのいずれかに該当する

場合（施行規則で定める基準に該当するもの

その他の投資者の投資判断に及ぼす影響が軽

微なものと当取引所が認めるものを除く。）

は、施行規則で定めるところにより、直ちに

その内容を開示しなければならない。 

ａ～ｃ （略） 

ｄ 上場不動産投資信託証券の発行者である

投資法人の資産の運用に係る業務の委託を

受けた資産運用会社に、次の（ａ）から

（ｌ）までに掲げる事実のいずれかが発生

した場合 

（ａ）～（ｊ） （略） 

（ｋ） 特別支配株主（当該特別支配株

主が法人であるときは、その業務執行を

決定する機関をいう。）が当該投資法人

の資産運用会社に係る株式等売渡請求を

行うことについての決定をしたこと又は

当該特別支配株主が当該決定（公表がさ

れた（法第１６６条第４項に規定する公

表がされたことをいう。）ものに限

る。）に係る株式等売渡請求を行わない

ことを決定したこと。 

（ｌ） （略） 

（２）～（３） （略） 

（上場不動産投資信託証券に関する情報の開

示） 

第１２１３条 （略） 

２ 上場不動産投資信託証券又は上場不動産投資

信託証券の発行者等に関する情報の適時開示に

ついては、次の各号に掲げる上場不動産投資信

託証券の区分に従い、当該各号に定めるところ

による。 

（１） 上場不動産投資信託証券の発行者等

は、次のａからｄまでのいずれかに該当する

場合（施行規則で定める基準に該当するもの

その他の投資者の投資判断に及ぼす影響が軽

微なものと当取引所が認めるものを除く。）

は、施行規則で定めるところにより、直ちに

その内容を開示しなければならない。 

ａ～ｃ （略） 

ｄ 上場不動産投資信託証券の発行者である

投資法人の資産の運用に係る業務の委託を

受けた資産運用会社に、次の（ａ）から

（ｌ）までに掲げる事実のいずれかが発生

した場合 

（ａ）～（ｊ） （略） 

（ｋ） 特別支配株主（当該特別支配株

主が法人であるときは、その業務執行を

決定する機関をいう。）が当該投資法人

の資産運用会社に係る株式等売渡請求を

行うことについての決定をしたこと又は

当該特別支配株主が当該決定（公表がさ

れた（法第１６６条第４項に規定する公

表がされたをいう。）ものに限る。）に

係る株式等売渡請求を行わないことを決

定したこと。 

（ｌ） （略） 

（２）～（３） （略） 
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３～７ （略） 

 

３～７ （略） 

 

（実効性の確保） （実効性の確保） 

第１２１７条 第５０３条から第５０６条まで及

び第５０８条から第５１１条までの規定は、上

場不動産投資信託証券に対する実効性の確保に

ついて準用する。 

第１２１７条 第５０３条から第５０６条まで及

び第５０８条から第５１０条までの規定は、上

場不動産投資信託証券に対する実効性の確保に

ついて準用する。 

  

（上場廃止に係る該当性の判断における当取引

所への協力義務） 

（当取引所への協力義務） 

第１２１９条 （略） 第１２１９条 （略） 

  

（実効性の確保） （実効性の確保） 

第１３１７条 第５０３条から第５０６条まで及

び第５０８条から第５１１条までの規定は、上

場ベンチャーファンドに対する実効性の確保に

ついて準用する。 

第１３１７条 第５０３条から第５０６条まで及

び第５０８条から第５１０条までの規定は、上

場ベンチャーファンドに対する実効性の確保に

ついて準用する。 

  

（上場廃止に係る該当性の判断における当取引

所への協力義務） 

（当取引所への協力義務） 

第１３１９条 （略） 第１３１９条 （略） 

  

（実効性の確保） （実効性の確保） 

第１４１４条 第５０３条から第５０６条まで及

び第５０８条から第５１１条までの規定は、上

場カントリーファンドに対する実効性の確保に

ついて準用する。 

第１４１４条 第５０３条から第５０６条まで及

び第５０８条から第５１０条までの規定は、上

場カントリーファンドに対する実効性の確保に

ついて準用する。 

  

（上場廃止に係る該当性の判断における当取引

所への協力義務） 

（当取引所への協力義務） 

第１４１６条 （略） 第１４１６条 （略） 

  

（実効性の確保） （実効性の確保） 

第１５１９条 第５０３条から第５０６条まで及

び第５０８条から第５１１条までの規定は、上

第１５１９条 第５０３条から第５０６条まで及

び第５０８条から第５１０条までの規定は、上
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場インフラファンドに対する実効性の確保につ

いて準用する。 

場インフラファンドに対する実効性の確保につ

いて準用する。 

  

（上場廃止に係る該当性の判断における当取引

所への協力義務） 

（当取引所への協力義務） 

第１５２２条 （略） 第１５２２条 （略） 

  

（上場管理等） （上場管理等） 

第１６０４条 （略） 第１６０４条 （略） 

２ 当取引所は、次の各号のいずれかに該当する

場合には、速やかに金融庁長官に報告するもの

とする。 

２ 当取引所は、次の各号のいずれかに該当する

場合には、速やかに金融庁長官に報告するもの

とする。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 当取引所が、第５０３条第４項第１

号、第７項第１号、第１０項第１号ａ若しく

は第２号又は第１３項の規定により日本取引

所グループについて特別注意銘柄への指定の

解除を行った場合 

（２） 当取引所が、第５０３条第４項第１

号、第７項第１号、第１０項第１号ａ若しく

は第２号又は第１２項の規定により日本取引

所グループについて特別注意銘柄への指定の

解除を行った場合 

（３）～（６） （略） （３）～（６） （略） 

  

付  則  

１ この改正規定は、令和６年４月１日から施行

する。 

 

２ 改正後の第２０４条、第２０５条、第２１０

条、第２１６条、第２１７条、第８２９条及び

第９４５条の規定は、この改正規定施行の日

（以下「施行日」という。）以後に開始する四

半期会計期間又は四半期連結会計期間を含む四

半期累計期間若しくは中間会計期間又は四半期

連結累計期間若しくは中間連結会計期間に係る

新規上場申請に係る提出書類等及び形式要件か

ら適用し、施行日以後に開始する四半期会計期

間又は四半期連結会計期間を含まない四半期累

計期間又は四半期連結累計期間に係る新規上場

申請に係る提出書類等及び形式要件について

は、なお従前の例による。 
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３ 改正後の第３０４条（第８４２条で準用する

場合を含む。）の規定は、施行日以後に半期報

告書又は有価証券報告書を提出した上場会社か

ら適用し、施行日以後に半期報告書又は有価証

券報告書を提出していない上場会社について

は、なお従前の例による。 

 

４ 金融商品取引法の一部を改正する法律（令和

５年法律第７９号。以下「改正法」という。）

による改正前の法第２４条の４の７第１項に規

定する四半期報告書（改正法附則第２条第１項

の規定により提出されたものを含む。）に係る

改正前の第４０２条第１号ａｊ及びａｋの２、

同条第２号ｔからｖまで、第５０３条第１項第

２号ｂ、第６０１条第１項第７号、第９１２条

第１項第２号ａ（ｂ）、第９４７条第２項第１

号ｌ及びｍの２、同条第２号ｉ及びⅰの２並び

に第１１０７条第２項第１号ｅの２（ｄ）の規

定の適用については、なお従前の例による。 

 

５ 改正後の第４０２条第１号ａｋ、第４０４

条、第４１６条、第４３８条、第５０１条、第

５０２条、第７１５条、第８０６条、第８３６

条、第９４７条第２項第１号ｍ及び第９５１条

の規定は、施行日以後に開始する四半期会計期

間又は四半期連結会計期間を含む四半期累計期

間及び中間会計期間又は四半期連結累計期間及

び中間連結会計期間から適用し、施行日以後に

開始する四半期会計期間又は四半期連結会計期

間を含まない四半期累計期間又は四半期連結累

計期間については、なお従前の例による。 
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特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） （定義） 

第２条 この特例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この特例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５） 監査報告書等 連結会計年度又は事業

年度に係る財務書類については監査報告書又

はこれに準じたものを、中間連結会計期間又

は中間会計期間に係る財務書類については中

間監査報告書若しくは期中レビュー報告書又

はこれらに準じたものをいう。 

（５） 監査報告書等 連結会計年度又は事業

年度に係る財務書類については監査報告書又

はこれに準じたものを、中間連結会計期間若

しくは中間会計期間又は第２四半期連結累計

期間若しくは第２四半期累計期間に係る財務

書類については中間監査報告書若しくは四半

期レビュー報告書又はこれらに準じたものを

いう。 

（６）～（１２） （略） （６）～（１２） （略） 

（１３） 削除 （１３） 四半期報告書 法第２４条の４の７

第１項（法において準用する場合を含む。）

に規定する四半期報告書（同条第６項（法に

おいて準用する場合を含む。）の規定に基づ

いて当該四半期報告書に代わる書類を提出す

る外国の者にあっては当該書類）をいう。 

（１４）～（３５）の２ （略） （１４）～（３５）の２ （略） 

（３６） 日本会計基準 連結財務諸表の用

語、様式及び作成方法に関する規則並びに財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則（以下「財務諸表等規則」という。）に

規定する企業会計の基準をいう。 

（３６） 日本会計基準 連結財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則、財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

（以下「財務諸表等規則」という。）、四半

期連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則、四半期財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則、中間連結財務

諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則並びに中間財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則に規定する企業会計の基

準をいう。 

（３７）～（４８） （略） （３７）～（４８） （略） 
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（会社情報の開示） （会社情報の開示） 

第１１８条 上場会社は、次の各号のいずれかに

該当する場合（施行規則で定める基準に該当す

るものその他の投資者の投資判断に及ぼす影響

が軽微なものと当取引所が認めるものを除

く。）は、施行規則で定めるところにより、直

ちにその内容を開示しなければならない。 

第１１８条 上場会社は、次の各号のいずれかに

該当する場合（施行規則で定める基準に該当す

るものその他の投資者の投資判断に及ぼす影響

が軽微なものと当取引所が認めるものを除

く。）は、施行規則で定めるところにより、直

ちにその内容を開示しなければならない。 

（１） 上場会社の業務執行を決定する機関

が、次のａからａｔまでに掲げる事項のいず

れかを行うことについての決定をした場合

（当該決定に係る事項を行わないことを決定

した場合を含む。） 

（１） 上場会社の業務執行を決定する機関

が、次のａからａｔまでに掲げる事項のいず

れかを行うことについての決定をした場合

（当該決定に係る事項を行わないことを決定

した場合を含む。） 

ａ～ａｉ （略） ａ～ａｉ （略） 

ａｊ 有価証券報告書若しくは発行者情報又

は半期報告書に記載される財務諸表等又は

中間財務諸表等の監査証明等を行う監査法

人の異動 

ａｊ 有価証券報告書若しくは発行者情報又

は四半期報告書に記載される財務諸表等又

は四半期財務諸表等の監査証明等を行う監

査法人の異動 

ａｋ 財務諸表等又は中間財務諸表等に継続

企業の前提に関する事項を注記すること。 

ａｋ 財務諸表等又は四半期財務諸表等に継

続企業の前提に関する事項を注記するこ

と。 

ａｌ 開示府令第１５条の２第１項、第１５

条の２の２第１項、第１７条の４第１項又

は第１８条の２第１項の規定に基づく当該

各項に規定する承認申請書の提出（上場外

国会社（その発行する上場外国株券等が重

複上場の場合に限る。）による本国の法令

又は慣行を理由とするものを除く。） 

ａｌ 開示府令第１５条の２第１項、第１５

条の２の２第１項、第１７条の４第１項又

は第１７条の１５の２第１項の規定に基づ

く当該各項に規定する承認申請書の提出

（上場外国会社（その発行する上場外国株

券等が重複上場の場合に限る。）による本

国の法令又は慣行を理由とするものを除

く。） 

ａｍ～ａｔ （略） ａｍ～ａｔ （略） 

（２） 次のａからｙまでに掲げる事実のいず

れかが発生した場合 

（２） 次のａからｙまでに掲げる事実のいず

れかが発生した場合 

ａ～ｐ （略） ａ～ｐ （略） 

ｑ 保有有価証券（当該上場会社の子会社等

の株式以外の国内の金融商品取引所に上場

している有価証券に限る。）の全部又は一

部について、事業年度、中間会計期間又は

ｑ 保有有価証券（当該上場会社の子会社等

の株式以外の国内の金融商品取引所に上場

している有価証券に限る。）の全部又は一

部について、事業年度又は四半期会計期間
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四半期会計期間の末日における時価額（当

該日の金融商品取引所における最終価格

（当該最終価格がないときは、その日前に

おける直近の金融商品取引所における最終

価格）により算出した価額）が帳簿価額を

下回ったこと（当該上場会社が有価証券の

評価方法として原価法を採用している場合

に限る。）。 

の末日における時価額（当該日の金融商品

取引所における最終価格（当該最終価格が

ないときは、その日前における直近の金融

商品取引所における最終価格）により算出

した価額）が帳簿価額を下回ったこと（当

該上場会社が有価証券の評価方法として原

価法を採用している場合に限る。）。 

ｒ （略） ｒ （略） 

ｓ 有価証券報告書若しくは発行者情報又は

半期報告書に記載される財務諸表等又は中

間財務諸表等の監査証明等を行う監査法人

の異動（業務執行を決定する機関が、当該

監査法人の異動を行うことについての決定

をした場合（当該決定に係る事項を行わな

いことを決定した場合を含む。）におい

て、前号の規定に基づきその内容を開示し

た場合を除く。） 

ｓ 有価証券報告書若しくは発行者情報又は

四半期報告書に記載される財務諸表等又は

四半期財務諸表等の監査証明等を行う監査

法人の異動（業務執行を決定する機関が、

当該監査法人の異動を行うことについての

決定をした場合（当該決定に係る事項を行

わないことを決定した場合を含む。）にお

いて、前号の規定に基づきその内容を開示

した場合を除く。） 

ｔ 監査法人による監査証明府令第３条第１

項の監査報告書又は中間監査報告書若しく

は期中レビュー報告書（監査法人に相当す

る者による監査証明に相当する証明に係る

監査報告書又は中間監査報告書若しくは期

中レビュー報告書を含む。）を添付した有

価証券報告書又は半期報告書を、内閣総理

大臣等に対して、法第２４条第１項又は法

第２４条の５第１項に定める期間内に提出

できる見込みのないこと（前号ａｌに掲げ

る事項について同号の規定に基づき開示を

行う場合を除く。）及び当該期間内に提出

しなかったこと（当該期間内に提出できる

見込みのない旨の開示を行った場合を除

く。）並びにこれらの開示を行った後提出

したこと。 

ｔ 監査法人による監査証明府令第３条第１

項の監査報告書又は四半期レビュー報告書

（監査法人に相当する者による監査証明に

相当する証明に係る監査報告書又は四半期

レビュー報告書を含む。）を添付した有価

証券報告書又は四半期報告書を、内閣総理

大臣等に対して、法第２４条第１項又は法

第２４条の４の７第１項に定める期間内に

提出できる見込みのないこと（前号ａｌの

２に掲げる事項について同号の規定に基づ

き開示を行う場合を除く。）及び当該期間

内に提出しなかったこと（当該期間内に提

出できる見込みのない旨の開示を行った場

合を除く。）並びにこれらの開示を行った

後提出したこと。 

ｔの２ 開示府令第１５条の２第３項、第１

５条の２の２第４項、第１７条の４第４項

ｔの２ 開示府令第１５条の２第３項、第１

５条の２の２第４項、第１７条の４第４項

又は第１７条の１５の２第４項に規定する



40 

 

又は第１８条の２第４項に規定する承認を

受けたこと又は受けられなかったこと。 

承認を受けたこと又は受けられなかったこ

と。 

ｕ 財務諸表等に添付される監査報告書又は

中間財務諸表等に添付される中間監査報告

書若しくは期中レビュー報告書について、

継続企業の前提に関する事項を除外事項と

して監査法人の「除外事項を付した限定付

適正意見」、「除外事項を付した限定付意

見」若しくは「除外事項を付した限定付結

論」又は監査法人の「不適正意見」、「中

間財務諸表等が有用な情報を表示していな

い意見」、「否定的結論」、「意見の表明

をしない」若しくは「結論の表明をしな

い」旨が記載されることとなったこと。 

ｕ 財務諸表等に添付される監査報告書又は

四半期財務諸表等に添付される四半期レビ

ュー報告書について、継続企業の前提に関

する事項を除外事項として監査法人の「除

外事項を付した限定付適正意見」若しくは

「除外事項を付した限定付結論」又は監査

法人の「不適正意見」若しくは「否定的結

論」若しくは「意見の表明をしない」若し

くは「結論の表明をしない」旨（特定事業

会社にあっては、継続企業の前提に関する

事項を除外事項として監査法人の「除外事

項を付した限定付意見」、「中間財務諸表

等が有用な情報を表示していない意見」及

び「意見の表明をしない」旨を含む。）が

記載されることとなったこと。 

ｖ～ｙ （略） ｖ～ｙ （略） 

  

（子会社等の情報の開示） （子会社等の情報の開示） 

第１１９条 上場会社は、その子会社等が次の各

号のいずれかに該当する場合(第１号に掲げる

事項及び第２号に掲げる事実にあっては取扱い

で定める基準に該当するものその他の投資者の

投資判断に及ぼす影響が軽微なものと当取引所

が認めるものを、第３号ａに規定する法第１６

６条第２項第５号に掲げる事項及び第３号ｂに

規定する法第１６６条第２項第６号に掲げる事

実にあっては投資者の投資判断に及ぼす影響が

軽微なものとして取引規制府令で定める基準に

該当するものを除く。)は、直ちにその内容を

開示しなければならない。 

第１１９条 上場会社は、その子会社等が次の各

号のいずれかに該当する場合(第１号に掲げる

事項及び第２号に掲げる事実にあっては取扱い

で定める基準に該当するものその他の投資者の

投資判断に及ぼす影響が軽微なものと当取引所

が認めるものを、第３号ａに規定する法第１６

６条第２項第５号に掲げる事項及び第３号ｂに

規定する法第１６６条第２項第６号に掲げる事

実にあっては投資者の投資判断に及ぼす影響が

軽微なものとして取引規制府令で定める基準に

該当するものを除く。)は、直ちにその内容を

開示しなければならない。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 上場会社が連動子会社（取引規制府令

第４９条第１項第１１号に規定する連動子会

社をいう。以下この号において同じ。）を有

（３） 上場会社が連動子会社（取引規制府令

第４９条第１１号に規定する連動子会社をい

う。以下この号において同じ。）を有してい
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している場合には、前２号のほか、当該連動

子会社が次のａ又はｂに該当する場合 

る場合には、前２号のほか、当該連動子会社

が次のａ又はｂに該当する場合 

ａ・ｂ （略） ａ・ｂ （略） 

  

（開示内容の変更又は訂正） （開示内容の変更又は訂正） 

第１２５条 （略） 第１２５条 （略） 

２ 前項の規定は、上場会社が第１１８条から第

１２３条まで、次条又は第１２７条の規定に基

づき開示した内容と有価証券報告書、半期報告

書、有価証券届出書若しくは臨時報告書（これ

らの訂正報告書又は訂正届出書を含む。）、又

は発行者情報若しくは特定証券情報（これらの

訂正情報を含む。）における当該開示に係る内

容に差異が生じた場合について準用する。 

２ 前項の規定は、上場会社が第１１８条から第

１２３条まで、次条又は第１２７条の規定に基

づき開示した内容と有価証券報告書、四半期報

告書、有価証券届出書若しくは臨時報告書（こ

れらの訂正報告書又は訂正届出書を含む。）、

又は発行者情報若しくは特定証券情報（これら

の訂正情報を含む。）における当該開示に係る

内容に差異が生じた場合について準用する。 

  

（会社情報に係る照会事項の報告及び開示） （会社情報に係る照会事項の報告及び開示） 

第１２９条 （略） 第１２９条 （略） 

２ 前項の規定により照会を受けた上場会社は、

当取引所が同項の報告のため必要と認める場合

には、会社情報に関して必要な調査及び調査結

果の当取引所への報告を行うものとする。 

（新設） 

３ 第１項の規定による照会に係る事実（前項の

規定による調査結果を含む。）について開示す

ることが必要かつ適当と当取引所が認めるとき

は、上場会社は、直ちにその内容を開示するも

のとする。 

２ 前項の規定による照会に係る事実について開

示することが、必要かつ適当と当取引所が認め

るときは、上場会社は、直ちにその内容を開示

するものとする。 

４ （略） ３ （略） 

  

（流通市場の機能及び株主の権利の尊重） （流通市場の機能及び株主の権利の尊重） 

第１３３条 上場会社は、第三者割当による募集

株式の割当て、株式分割等、ＭＳＣＢ等の発

行、買収への対応方針の導入その他の施行規則

で定める行為を行うにあたっては、施行規則で

定めるところにより、流通市場の機能及び株主

の権利を尊重しなければならない。 

第１３３条 上場会社は、第三者割当による募集

株式の割当て、株式分割等、ＭＳＣＢ等の発

行、買収防衛策の導入その他の施行規則で定め

る行為を行うにあたっては、施行規則で定める

ところにより、流通市場の機能及び株主の権利

を尊重しなければならない。 
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（開示内容の変更又は訂正） （開示内容の変更又は訂正） 

第２１６条 （略） 第２１６条 （略） 

２ 前項の規定は、上場債券の発行者等が前条の

規定に基づき開示した内容と有価証券報告書、

半期報告書、有価証券届出書若しくは臨時報告

書（これらの訂正報告書又は訂正届出書を含

む。）、又は発行者情報若しくは特定証券情報

（これらの訂正情報を含む。）における当該開

示に係る内容に差異が生じた場合について準用

する。 

２ 前項の規定は、上場債券の発行者等が前条の

規定に基づき開示した内容と有価証券報告書、

四半期報告書、有価証券届出書若しくは臨時報

告書（これらの訂正報告書又は訂正届出書を含

む。）、又は発行者情報若しくは特定証券情報

（これらの訂正情報を含む。）における当該開

示に係る内容に差異が生じた場合について準用

する。 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和６年４月１日から

施行する。 

 

２ 金融商品取引法の一部を改正する法律

（令和５年法律第７９号。以下「改正法」

という。）による改正前の法第２４条の４

の７第１項に規定する四半期報告書（改正

法附則第２条第１項の規定により提出され

たものを含む。）に係る改正前の第１１８

条、第１２５条及び第２１６条の規定の適

用については、なお従前の例による。  
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有価証券上場規程施行規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

目次 目次 

第１編～第６編 （略） 第１編～第６編 （略） 

付則 （略） 付則 （略） 

別添（別添１～別添９） 別添（別添１～別添８） 

  

（定義） （定義） 

第２条 この施行規則において「ＩＦＲＳ任意適

用会社」、「ＥＴＮ」、「ＥＴＮ信託受益証

券」、「委託者指図型投資信託」、「委託者非

指図型投資信託」、「１単位」、「親会社」、

「親会社等」、「外国」、「外国会社」、「外

国株券」、「外国株券等」、「外国株券等実質

株主」、「外国株信託受益証券」、「外国株預

託証券」、「外国株預託証券等」、「外国金融

商品取引所等」、「外国投資証券」、「外国投

資信託」、「外国投資法人」、「外国持株会

社」、「開示府令」、「会社」、「株券等」、

「株式事務代行機関」、「株主等基準日」、

「関係会社」、「監査証明」、「監査証明に相

当する証明」、「監査証明府令」、「幹事取引

参加者」、「関連会社」、「企業グループ」、

「企業集団」、「議決権付株式」、「基準日

等」、「協同組織金融機関」、「虚偽記載」、

「金融商品取引業者」、「交換社債券」、「公

認会計士」、「公認会計士等」、「公募」、

「子会社」、「子会社連動配当株」、「国際統

一基準金庫」、「国際統一基準行等」、「債

券」、「財務諸表等」、「財務書類」、「自己

株式」、「資産運用会社」、「指定振替機

関」、「支配株主」、「四半期会計期間」、

「四半期累計期間」、「四半期連結会計期

間」、「四半期連結累計期間」、「受益証

券」、「出資証券」、「上場ＥＴＮ信託受益証

券」、「上場外国会社」、「上場外国株券」、

第２条 この施行規則において「ＩＦＲＳ任意適

用会社」、「ＥＴＮ」、「ＥＴＮ信託受益証

券」、「委託者指図型投資信託」、「委託者非

指図型投資信託」、「１単位」、「親会社」、

「親会社等」、「外国」、「外国会社」、「外

国株券」、「外国株券等」、「外国株券等実質

株主」、「外国株信託受益証券」、「外国株預

託証券」、「外国株預託証券等」、「外国金融

商品取引所等」、「外国投資証券」、「外国投

資信託」、「外国投資法人」、「外国持株会

社」、「開示府令」、「会社」、「株券等」、

「株式事務代行機関」、「株主等基準日」、

「関係会社」、「監査証明」、「監査証明に相

当する証明」、「監査証明府令」、「幹事取引

参加者」、「関連会社」、「企業グループ」、

「企業集団」、「議決権付株式」、「基準日

等」、「協同組織金融機関」、「虚偽記載」、

「金融商品取引業者」、「交換社債券」、「公

認会計士」、「公認会計士等」、「公募」、

「子会社」、「子会社連動配当株」、「国際統

一基準金庫」、「国際統一基準行等」、「債

券」、「財務諸表等」、「財務書類」、「自己

株式」、「資産運用会社」、「指定振替機

関」、「支配株主」、「四半期財務諸表等」、

「四半期報告書」、「受益証券」、「出資証

券」、「上場ＥＴＮ信託受益証券」、「上場外

国会社」、「上場外国株券」、「上場外国株券

等」、「上場外国株信託受益証券」、「上場外
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「上場外国株券等」、「上場外国株信託受益証

券」、「上場外国株預託証券等」、「上場会

社」、「上場株券等」、「上場議決権付株

式」、「上場交換社債券」、「上場債券」、

「上場転換社債型新株予約権付社債券」、「上

場内国会社」、「上場内国株券」、「上場無議

決権株式」、「上場有価証券」、「上場優先株

等」、「上場優先出資証券」、「新株予約権証

券」、「新規上場」、「新規上場申請者」、

「人的分割」、「数量制限付分売」、「施行

令」、「第三者割当」、「立会外分売」、「単

元株式数」、「中間財務諸表等」、「重複上

場」、「直前事業年度の末日等」、「テクニカ

ル上場規定」、「転換」、「転換社債型新株予

約権付社債券」、「投資証券」、「投資信

託」、「投資信託委託会社」、「投資信託

法」、「投資法人」、「投資法人計算規則」、

「特定有価証券開示府令」、「内閣総理大臣

等」、「内国会社」、「内国株券」、「内部統

制報告書」、「買収への対応方針」、「買収へ

の対抗措置」、「発行者」、「半期報告書」、

「非参加型優先株」、「振替法」、「法」、

「募集株式」、「募集株式等」、「本国」、

「本国等」、「無議決権株式」、「有価証

券」、「有価証券届出書」、「有価証券報告

書」、「有価証券報告書等」、「優先株等」、

「優先出資」、「優先出資証券」、「優先出資

法」、「預託機関等」、「預託契約等」及び

「流通株式」とは、それぞれ規程第２条に規定

するＩＦＲＳ任意適用会社、ＥＴＮ、ＥＴＮ信

託受益証券、委託者指図型投資信託、委託者非

指図型投資信託、１単位、親会社、親会社等、

外国、外国会社、外国株券、外国株券等、外国

株券等実質株主、外国株信託受益証券、外国株

預託証券、外国株預託証券等、外国金融商品取

引所等、外国投資証券、外国投資信託、外国投

資法人、外国持株会社、開示府令、会社、株券

等、株式事務代行機関、株主等基準日、関係会

国株預託証券等」、「上場会社」、「上場株券

等」、「上場議決権付株式」、「上場交換社債

券」、「上場債券」、「上場転換社債型新株予

約権付社債券」、「上場内国会社」、「上場内

国株券」、「上場無議決権株式」、「上場有価

証券」、「上場優先株等」、「上場優先出資証

券」、「新株予約権証券」、「新規上場」、

「新規上場申請者」、「人的分割」、「数量制

限付分売」、「施行令」、「第三者割当」、

「立会外分売」、「単元株式数」、「中間財務

諸表等」、「重複上場」、「直前事業年度の末

日等」、「テクニカル上場規定」、「転換」、

「転換社債型新株予約権付社債券」、「投資証

券」、「投資信託」、「投資信託委託会社」、

「投資信託法」、「投資法人」、「投資法人計

算規則」、「特定事業会社」、「特定有価証券

開示府令」、「内閣総理大臣等」、「内国会

社」、「内国株券」、「内部統制報告書」、

「買収防衛策」、「発行者」、「半期報告

書」、「非参加型優先株」、「振替法」、

「法」、「募集株式」、「募集株式等」、「本

国」、「本国等」、「無議決権株式」、「有価

証券」、「有価証券届出書」、「有価証券報告

書」、「有価証券報告書等」、「優先株等」、

「優先出資」、「優先出資証券」、「優先出資

法」、「預託機関等」、「預託契約等」及び

「流通株式」とは、それぞれ規程第２条に規定

するＩＦＲＳ任意適用会社、ＥＴＮ、ＥＴＮ信

託受益証券、委託者指図型投資信託、委託者非

指図型投資信託、１単位、親会社、親会社等、

外国、外国会社、外国株券、外国株券等、外国

株券等実質株主、外国株信託受益証券、外国株

預託証券、外国株預託証券等、外国金融商品取

引所等、外国投資証券、外国投資信託、外国投

資法人、外国持株会社、開示府令、会社、株券

等、株式事務代行機関、株主等基準日、関係会

社、監査証明、監査証明に相当する証明、監査

証明府令、幹事取引参加者、関連会社、企業グ
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社、監査証明、監査証明に相当する証明、監査

証明府令、幹事取引参加者、関連会社、企業グ

ループ、企業集団、議決権付株式、基準日等、

協同組織金融機関、虚偽記載、金融商品取引業

者、交換社債券、公認会計士、公認会計士等、

公募、子会社、子会社連動配当株、国際統一基

準金庫、国際統一基準行等、債券、財務諸表

等、財務書類、自己株式、資産運用会社、指定

振替機関、支配株主、四半期会計期間、四半期

累計期間、四半期連結会計期間、四半期連結累

計期間、受益証券、出資証券、上場ＥＴＮ信託

受益証券、上場外国会社、上場外国株券、上場

外国株券等、上場外国株信託受益証券、上場外

国株預託証券等、上場会社、上場株券等、上場

議決権付株式、上場交換社債券、上場債券、上

場転換社債型新株予約権付社債券、上場内国会

社、上場内国株券、上場無議決権株式、上場有

価証券、上場優先株等、上場優先出資証券、新

株予約権証券、新規上場、新規上場申請者、人

的分割、数量制限付分売、施行令、第三者割

当、立会外分売、単元株式数、中間財務諸表

等、重複上場、直前事業年度の末日等、テクニ

カル上場規定、転換、転換社債型新株予約権付

社債券、投資証券、投資信託、投資信託委託会

社、投資信託法、投資法人、投資法人計算規

則、特定有価証券開示府令、内閣総理大臣等、

内国会社、内国株券、内部統制報告書、買収へ

の対応方針、買収への対抗措置、発行者、半期

報告書、非参加型優先株、振替法、法、募集株

式、募集株式等、本国、本国等、無議決権株

式、有価証券、有価証券届出書、有価証券報告

書、有価証券報告書等、優先株等、優先出資、

優先出資証券、優先出資法、預託機関等、預託

契約等及び流通株式をいう。 

ループ、企業集団、議決権付株式、基準日等、

協同組織金融機関、虚偽記載、金融商品取引業

者、交換社債券、公認会計士、公認会計士等、

公募、子会社、子会社連動配当株、国際統一基

準金庫、国際統一基準行等、債券、財務諸表

等、財務書類、自己株式、資産運用会社、指定

振替機関、支配株主、四半期財務諸表等、四半

期報告書、受益証券、出資証券、上場ＥＴＮ信

託受益証券、上場外国会社、上場外国株券、上

場外国株券等、上場外国株信託受益証券、上場

外国株預託証券等、上場会社、上場株券等、上

場議決権付株式、上場交換社債券、上場債券、

上場転換社債型新株予約権付社債券、上場内国

会社、上場内国株券、上場無議決権株式、上場

有価証券、上場優先株等、上場優先出資証券、

新株予約権証券、新規上場、新規上場申請者、

人的分割、数量制限付分売、施行令、第三者割

当、立会外分売、単元株式数、中間財務諸表

等、重複上場、直前事業年度の末日等、テクニ

カル上場規定、転換、転換社債型新株予約権付

社債券、投資証券、投資信託、投資信託委託会

社、投資信託法、投資法人、投資法人計算規

則、特定事業会社、特定有価証券開示府令、内

閣総理大臣等、内国会社、内国株券、内部統制

報告書、買収防衛策、発行者、半期報告書、非

参加型優先株、振替法、法、募集株式、募集株

式等、本国、本国等、無議決権株式、有価証

券、有価証券届出書、有価証券報告書、有価証

券報告書等、優先株等、優先出資、優先出資証

券、優先出資法、預託機関等、預託契約等及び

流通株式をいう。 

 

２ この施行規則において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

２ この施行規則において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略） 
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（５）の２ 期中レビュー 規程第２０４条第

６項に規定する期中レビューをいう。 

（新設） 

（５）の３ 期中レビュー概要書 規程第２０

４条第７項に規定する期中レビュー概要書を

いう。 

（新設） 

（５）の４ 期中レビュー報告書 規程第２０

４条第６項に規定する期中レビュー報告書を

いう。 

（新設） 

（６）～（１２） （略） （６）～（１２） （略） 

（１３） 削除 （１３） 四半期レビュー 規程第２０４条第

６項に規定する四半期レビューをいう。 

（削る） （１４） 四半期レビュー概要書 規程第２０

４条第７項に規定する四半期レビュー概要書

をいう。 

（削る） （１４）の２ 四半期レビュー報告書 規程第

２０４条第６項に規定する四半期レビュー報

告書をいう。 

（１４） （略） （１４）の３ （略） 

（１５）～（３５） （略） （１５）～（３５） （略） 

３ この施行規則において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

３ この施行規則において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）～（１３） （略） （１）～（１３） （略） 

（１３）の２ 中間連結損益計算書等 中間連

結損益計算書及び中間連結包括利益計算書、

又は中間連結損益及び包括利益計算書をい

う。 

（１３）の２ 四半期連結損益計算書等 四半

期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計

算書、又は四半期連結損益及び包括利益計算

書をいう。 

（１３）の３～（１８） （略） （１３）の３～（１８） （略） 

（１８）の２ 比較情報 財務諸表等規則第８

条の２の２、第１３０条及び第２１１条並び

に連結財務諸表規則第８条の３、第９６条及

び第１９２条に規定する比較情報をいう。 

（１８）の２ 比較情報 財務諸表等規則第６

条、連結財務諸表規則第８条の３、四半期財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則（平成１９年内閣府令第６３号）（以下

「四半期財務諸表等規則」という。）第４条

の３、四半期連結財務諸表の用語、様式及び

作成方法に関する規則（平成１９年内閣府令

第６４号）（以下「四半期連結財務諸表規

則」という。）第５条の３、中間財務諸表等
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の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭

和５２年大蔵省令第３８号）第３条の２及び

中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法

に関する規則（平成１１年大蔵省令第２４

号）第４条の２に規定する比較情報をいう。 

（１９）～（２０）の２ （略） （１９）～（２０）の２ （略） 

（２１） 複数の子会社の結合財務情報に関す

る書類 複数の子会社の連結損益計算書等若

しくは損益計算書又は中間連結損益計算書等

若しくは中間損益計算書を結合した損益計算

書及び精算表をいい、新規上場申請者が基準

事業年度（「新規上場申請のための有価証券

報告書」に経理の状況として財務諸表等が記

載される最近事業年度をいう。）の末日の翌

日以後持株会社になった場合には、当該複数

の子会社の連結貸借対照表又は貸借対照表を

結合した貸借対照表を含む。 

（２１） 複数の子会社の結合財務情報に関す

る書類 複数の子会社の連結損益計算書等若

しくは損益計算書又は四半期連結損益計算書

等若しくは四半期損益計算書を結合した損益

計算書及び精算表をいい、新規上場申請者が

基準事業年度（「新規上場申請のための有価

証券報告書」に経理の状況として財務諸表等

が記載される最近事業年度をいう。）の末日

の翌日以後持株会社になった場合には、当該

複数の子会社の連結貸借対照表又は貸借対照

表を結合した貸借対照表を含む。 

（２２）～（２８） （略） （２２）～（２８） （略） 

   

（有価証券新規上場申請書の添付書類） 

第２０４条 （略） 

（有価証券新規上場申請書の添付書類） 

第２０４条 （略） 

２ 新規上場申請者が外国会社である場合の規程

第２０４条第２項本文に規定する施行規則で定

める書類は、次の各号に掲げる書類とする。 

２ 新規上場申請者が外国会社である場合の規程

第２０４条第２項本文に規定する施行規則で定

める書類は、次の各号に掲げる書類とする。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 新規上場申請者の商号又は名称、その

属する企業集団及びその経理の状況その他事

業の内容に関する重要な事項その他の当取引

所が定める事項を記載した「新規上場申請の

ための有価証券報告書」 

  この場合において、「新規上場申請のため

の有価証券報告書」は、Ⅰの部及び当取引所

が上場審査のため適当と認める書類から成る

ものとし、次のａからｃまでに定めるところ

によるものとする。 

（３） 新規上場申請者の商号又は名称、その

属する企業集団及びその経理の状況その他事

業の内容に関する重要な事項その他の当取引

所が定める事項を記載した「新規上場申請の

ための有価証券報告書」 

  この場合において、「新規上場申請のため

の有価証券報告書」は、Ⅰの部及び当取引所

が上場審査のため適当と認める書類から成る

ものとし、次のａからｃまでに定めるところ

によるものとする。 

ａ・ａの２ （略） ａ・ａの２ （略） 
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ｂ ａの規定により作成する「新規上場申請

のための有価証券報告書（Ⅰの部）」に記

載する財務書類は、継続開示会社である外

国会社を除き、財務諸表等規則第３２８条

に定める作成基準に準じて作成するものと

する。 

ｂ ａの規定により作成する「新規上場申請

のための有価証券報告書（Ⅰの部）」に記

載する財務書類は、継続開示会社である外

国会社を除き、財務諸表等規則第１３１条

に定める作成基準に準じて作成するものと

する。 

ｃ （略） ｃ （略） 

（４）～（１１） （略） （４）～（１１） （略） 

３ （略） ３ （略） 

  

（新規上場申請に係る提出書類） 

第２０６条 規程第２０４条第５項に規定する施

行規則で定める場合とは、次の各号に掲げる場

合をいい、当該各号に掲げる場合に該当するこ

ととなるときは、当該各号に定める書類を提出

するものとする。ただし、電子開示手続（法第

２７条の３０の２に規定する電子開示手続をい

う。以下同じ。）により当該各号に定める書類

（第４号ｄに掲げる書類を除く。）を内閣総理

大臣等に提出した場合には、当該書類の提出を

要しないものとする。 

（新規上場申請に係る提出書類） 

第２０６条 規程第２０４条第５項に規定する施

行規則で定める場合とは、次の各号に掲げる場

合をいい、当該各号に掲げる場合に該当するこ

ととなるときは、当該各号に定める書類を提出

するものとする。ただし、電子開示手続（法第

２７条の３０の２に規定する電子開示手続をい

う。以下同じ。）により当該各号に定める書類

（第４号ｄに掲げる書類を除く。）を内閣総理

大臣等に提出した場合には、当該書類の提出を

要しないものとする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５） 新規上場申請日の属する事業年度の初

日以後上場することとなる日までに内閣総理

大臣等に次のａからｉまでのいずれかに掲げ

る書類を提出した場合 その写し。ただし、

新規上場申請者が内国会社又は継続開示会社

である外国会社である場合におけるａに掲げ

る書類については、訂正が行われたときにそ

の写しを提出すれば足りるものとする。 

（５） 新規上場申請日の属する事業年度の初

日以後上場することとなる日までに内閣総理

大臣等に次のａからｉまでのいずれかに掲げ

る書類を提出した場合 その写し。ただし、

新規上場申請者が内国会社又は継続開示会社

である外国会社である場合におけるａ及びｃ

に掲げる書類については、訂正が行われたと

きにその写しを提出すれば足りるものとす

る。 

ａ・ｂ （略） ａ・ｂ （略） 

ｃ 削除 ｃ 四半期報告書（訂正四半期報告書を含

む。） 

ｄ～ｉ （略） ｄ～ｉ （略） 

（６）～（８） （略） （６）～（８） （略） 
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（９） 新規上場申請に係る株券等の上場日が

基準事業年度の末日の翌日以後６か月を経過

した後となる場合 当該事業年度の翌事業年

度の中間会計期間に関し、当取引所が定める

事項を記載した「新規上場申請のための半期

報告書」（新規上場申請者が外国会社（重複

上場の場合に限る。）である場合には、この

限りでない。）。この場合において、新規上

場申請者が内国会社であるときは、開示府令

第１８条第１項第１号に規定する「第４号の

３様式」、外国会社であるときは、同項第４

号に規定する「第９号の３様式」にそれぞれ

準じて作成するものとし、新規上場申請者が

半期報告書を作成している継続開示会社であ

るときは、半期報告書の写しで足りるものと

し、新規上場申請者が半期報告書を作成して

いる継続開示会社以外の外国会社であるとき

は、「新規上場申請のための半期報告書」に

記載する財務書類は、財務諸表等規則第３２

８条に定める作成基準に準じて作成するもの

とする。 

（９） 新規上場申請に係る株券等の上場日が

次のａからｃまでに該当する場合 当該ａか

らｃに規定する書類（新規上場申請者が外国

会社（重複上場の場合に限る。）である場合

には、この限りでない。） 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ 基準事業年度の末日の翌日以後３か月を

経過した後となる場合 当該事業年度の第

１四半期に関し、当取引所が定める事項を

記載した「新規上場申請のための四半期報

告書」。この場合において、新規上場申請

者が内国会社であるときは、開示府令第１

７条の１５第１項第１号に規定する「第４

号の３様式」、外国会社であるときは、同

項第２号に規定する「第９号の３様式」に

それぞれ準じて作成するものとし、新規上

場申請者が四半期報告書を作成している継

続開示会社であるときは、四半期報告書の

写しで足りるものとし、新規上場申請者が

四半期報告書を作成している継続開示会社

以外の外国会社であるときは、「新規上場

申請のための四半期報告書」に記載する財

務書類は、四半期財務諸表等規則第８５条
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（削る） 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

に定める作成基準に準じて作成するものと

する（次のｂ及びｃに定める「新規上場申

請のための四半期報告書」において同

じ。）。 

ｂ 基準事業年度の末日の翌日以後６か月を

経過した後となる場合 当該事業年度の第

２四半期に関し、当取引所が定める事項を

記載した「新規上場申請のための四半期報

告書」 

ｃ 基準事業年度の末日の翌日以後９か月を

経過した後となる場合 当該事業年度の第

３四半期に関し、当取引所が定める事項を

記載した「新規上場申請のための四半期報

告書」 

（１０） （略） （１０） （略） 

  

（監査報告書等） 

第２０７条 規程第２０４条第６項に規定する施

行規則で定める財務計算に関する書類とは、次

の各号に掲げる書類をいうものとする。 

（監査報告書等） 

第２０７条 規程第２０４条第６項に規定する施

行規則で定める財務計算に関する書類とは、次

の各号に掲げる書類をいうものとする。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 第２０４条第１項第４号若しくは同条

第２項第３号に規定する「新規上場申請のた

めの有価証券報告書」又は前条第９号に規定

する「新規上場申請のための半期報告書」に

記載される中間財務諸表等 

（２） 第２０４条第１項第４号若しくは同条

第２項第３号に規定する「新規上場申請のた

めの有価証券報告書」に記載される中間財務

諸表等若しくは四半期財務諸表等又は前条第

９号に規定する「新規上場申請のための四半

期報告書」に記載される四半期財務諸表等 

（３） （略） （３） （略） 

２ 規程第２０４条第６項に規定する監査報告

書、中間監査報告書又は期中レビュー報告書

は、同項に定める財務計算に関する書類が、従

前において法に基づいて提出された有価証券届

出書、有価証券報告書又は半期報告書に含まれ

た財務諸表等又は中間財務諸表等と同一内容の

ものであって、既に法第１９３条の２第１項の

監査証明を受けている場合には、当該財務諸表

等又は中間財務諸表等に対する監査報告書、中

２ 規程第２０４条第６項に規定する監査報告

書、中間監査報告書又は四半期レビュー報告書

は、同項に定める財務計算に関する書類が、従

前において法に基づいて提出された有価証券届

出書、有価証券報告書又は四半期報告書に含ま

れた財務諸表等、中間財務諸表等又は四半期財

務諸表等と同一内容のものであって、既に法第

１９３条の２第１項の監査証明を受けている場

合には、当該財務諸表等、中間財務諸表等又は
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間監査報告書又は期中レビュー報告書の写しで

足りるものとする。 

四半期財務諸表等に対する監査報告書、中間監

査報告書又は四半期レビュー報告書の写しで足

りるものとする。 

３ 規程第２０４条第６項ただし書に規定する施

行規則で定める外国会社とは、次の各号に該当

する外国会社をいい、当該外国会社は、第２号

に規定する証明に係る監査報告書を提出するも

のとする。この場合において、当該監査報告書

については、前項の規定を準用して、その写し

を提出することができる。 

３ 規程第２０４条第６項ただし書に規定する施

行規則で定める外国会社とは、次の各号に該当

する外国会社をいい、当該外国会社は、第２号

に規定する証明に係る監査報告書を提出するも

のとする。この場合において、当該監査報告書

については、前項の規定を準用して、その写し

を提出することができる。 

（１） 第１項第１号に掲げる財務書類が、第

２０４条第２項第３号ｂの規定に基づき財務

諸表等規則第３２８条に定める作成基準に準

じて作成されていること。 

（１） 第１項第１号に掲げる財務書類が、第

２０４条第２項第３号ｂの規定に基づき財務

諸表等規則第１３１条に定める作成基準に準

じて作成されていること。 

（２） （略） （２） （略） 

  

（監査概要書等） 

第２０８条 規程第２０４条第７項に規定する施

行規則で定めるものとは、第２０６条第９号の

規定により提出する「新規上場申請のための半

期報告書」に係るものをいう。 

２ 規程第２０４条第７項に規定する監査概要

書、中間監査概要書及び期中レビュー概要書の

取扱いについては、次の各号に定めるところに

よる。 

（１） （略） 

（２） 監査概要書は、監査証明府令第５条第

２項に規定する「第１号様式」に準じて、中

間監査概要書は、同項に規定する「第２号様

式」に準じて、期中レビュー概要書は、同項

に規定する「第４号様式」に準じて作成する

ものとする。 

（３） （略） 

（４） 監査概要書、中間監査概要書又は期中

レビュー概要書は、前条第２項の規定により

財務諸表等又は中間財務諸表等に対する監査

報告書、中間監査報告書又は期中レビュー報

（監査概要書等） 

第２０８条 規程第２０４条第７項に規定する施

行規則で定めるものとは、第２０６条第９号の

規定により提出する「新規上場申請のための四

半期報告書」に係るものをいう。 

２ 規程第２０４条第７項に規定する監査概要

書、中間監査概要書及び四半期レビュー概要書

の取扱いについては、次の各号に定めるところ

による。 

（１） （略） 

（２） 監査概要書は、監査証明府令第５条第

２項に規定する「第１号様式」に準じて、中

間監査概要書は、同項に規定する「第２号様

式」に準じて、四半期レビュー概要書は、同

項に規定する「第４号様式」に準じて作成す

るものとする。 

（３） （略） 

（４） 監査概要書、中間監査概要書又は四半

期レビュー概要書は、前条第２項の規定によ

り財務諸表等、中間財務諸表等又は四半期財

務諸表等に対する監査報告書、中間監査報告
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告書の写しを提出した場合には、既に内閣総

理大臣等に提出した当該監査、中間監査又は

期中レビューに関する監査概要書、中間監査

概要書又は期中レビュー概要書の写しで足り

るものとする。 

書又は四半期レビュー報告書の写しを提出し

た場合には、既に内閣総理大臣等に提出した

当該監査、中間監査又は四半期レビューに関

する監査概要書、中間監査概要書又は四半期

レビュー概要書の写しで足りるものとする。 

  

（新規上場申請に係る提出書類の公衆縦覧） 

第２１０条 規程第２０４条第１０項に規定する

第２項から第８項までに掲げる書類のうち施行

規則で定める書類とは、次の各号に掲げるもの

をいうものとする。 

（１）・（２） （略） 

（３） 「新規上場申請のための半期報告書」 

（新規上場申請に係る提出書類の公衆縦覧） 

第２１０条 規程第２０４条第１０項に規定する

第２項から第８項までに掲げる書類のうち施行

規則で定める書類とは、次の各号に掲げるもの

をいうものとする。 

（１）・（２） （略） 

（３） 「新規上場申請のための四半期報告

書」 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

（上場承認時の提出書類） 

第２１１条 （略） 

（上場承認時の提出書類） 

第２１１条 （略） 

２ 規程第２０４条第１１項に規定する施行規則

で定める書類とは、第２０４条第１項第４号及

び同条第２項第３号に規定する「新規上場申請

のための有価証券報告書」（Ⅰの部に限る。）

並びに第２０６条第９号に規定する「新規上場

申請のための半期報告書」をいう。 

２ 規程第２０４条第１１項に規定する施行規則

で定める書類とは、第２０４条第１項第４号及

び同条第２項第３号に規定する「新規上場申請

のための有価証券報告書」（Ⅰの部に限る。）

並びに第２０６条第９号に規定する「新規上場

申請のための四半期報告書」をいう。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

  

（内国会社の形式要件の取扱い） 

第２１２条 （略） 

２・３ （略） 

（内国会社の形式要件の取扱い） 

第２１２条 （略） 

２・３ （略） 

４ 規程第２０５条第４号の規定については、次

の各号のとおり取り扱うものとする。 

（１） 規程第２０５条第４号に規定する上場

日における純資産の額については、次のａ及

びｂに掲げる区分に従い、当該ａ又はｂに規

定する額を審査対象とするものとする。 

４ 規程第２０５条第４号の規定については、次

の各号のとおり取り扱うものとする。 

（１） 規程第２０５条第４号に規定する上場

日における純資産の額については、次のａ及

びｂに掲げる区分に従い、当該ａ又はｂに規

定する額を審査対象とするものとする。 
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ａ 基準事業年度の末日の翌日以後に新規上

場申請者が「新規上場申請のための半期報

告書」又は半期報告書を作成した場合 

  直近の「新規上場申請のための半期報告

書」又は半期報告書に記載された直前中間

会計期間の末日における純資産の額 

ｂ （略） 

（２） 前号ａに規定する直前中間会計期間の

末日における純資産の額とは、中間連結貸借

対照表に基づいて算定される純資産の額（連

結財務諸表規則の規定により作成された中間

連結貸借対照表の純資産の部の合計額に、同

規則第１５３条第１項又は第２６３条第１項

に規定する準備金等を加えて得た額から、当

該純資産の部に掲記される非支配株主持分を

控除して得た額をいう。以下この項において

同じ。）をいう。ただし、新規上場申請者が

ＩＦＲＳ任意適用会社である場合又は同規則

第３１４条の規定の適用を受ける場合若しく

は同規則第３１６条の規定の適用を受ける場

合は、中間連結貸借対照表に基づいて算定さ

れる純資産の額に相当する額をいうものとす

る。 

（３） 前号の規定にかかわらず、新規上場申

請者が連結財務諸表を作成すべき会社でない

場合の第１号ａに規定する直前中間会計期間

の末日における純資産の額とは、中間貸借対

照表に基づいて算定される純資産の額（財務

諸表等規則の規定により作成された中間貸借

対照表の純資産の部の合計額に、同規則第１

８２条第１項又は第２８１条第１項に規定す

る準備金等を加えて得た額をいう。以下この

項において同じ。）をいうものとする。ただ

し、当該新規上場申請者がＩＦＲＳ任意適用

会社である場合は、中間貸借対照表に基づい

て算定される純資産の額に相当する額をいう

ものとする。 

ａ 基準事業年度の末日の翌日以後に新規上

場申請者が「新規上場申請のための四半期

報告書」又は四半期報告書を作成した場合 

  直近の「新規上場申請のための四半期報

告書」又は四半期報告書に記載された直前

四半期会計期間の末日における純資産の額 

ｂ （略） 

（２） 前号ａに規定する直前四半期会計期間

の末日における純資産の額とは、四半期連結

貸借対照表に基づいて算定される純資産の額

（四半期連結財務諸表規則の規定により作成

された四半期連結貸借対照表の純資産の部の

合計額に、同規則第６０条第１項に規定する

準備金等を加えて得た額から、当該純資産の

部に掲記される非支配株主持分を控除して得

た額をいう。以下この項において同じ。）を

いう。ただし、新規上場申請者がＩＦＲＳ任

意適用会社である場合又は同規則第９４条の

規定の適用を受ける場合若しくは同規則第９

５条において準用する連結財務諸表規則第９

５条の規定の適用を受ける場合は、四半期連

結貸借対照表に基づいて算定される純資産の

額に相当する額をいうものとする。 

（３） 前号の規定にかかわらず、新規上場申

請者が連結財務諸表を作成すべき会社でない

場合の第１号ａに規定する直前四半期会計期

間の末日における純資産の額とは、四半期貸

借対照表に基づいて算定される純資産の額

（四半期財務諸表等規則の規定により作成さ

れた四半期貸借対照表の純資産の部の合計額

に、同規則第５３条第１項に規定する準備金

等を加えて得た額をいう。以下この項におい

て同じ。）をいうものとする。ただし、当該

新規上場申請者がＩＦＲＳ任意適用会社であ

る場合は、四半期貸借対照表に基づいて算定

される純資産の額に相当する額をいうものと

する。 
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（４） 前２号の規定にかかわらず、新規上場

申請者が外国会社である場合の第１号ａに規

定する直前中間会計期間の末日における純資

産の額とは、新規上場申請者が中間連結財務

諸表を財務書類として掲記したときは、中間

連結貸借対照表に基づいて算定される純資産

の額に相当する額をいうものとし、新規上場

申請者が中間連結財務諸表を財務書類として

掲記していないときは、中間貸借対照表に基

づいて算定される純資産の額に相当する額又

は結合中間貸借対照表に基づいて算定される

純資産の額に相当する額をいうものとする。 

 

（５） 前号の場合において、本国通貨の本邦

通貨への換算は、原則として、第１号ａに規

定する直前中間会計期間の末日以前３年間の

東京外国為替市場における対顧客直物電信売

相場と対顧客直物電信買相場との中値の平均

又は第１号ａに規定する直前中間会計期間の

末日における同中値により行うものとする。 

 

（６） 第１号ａにおいて、新規上場申請者

（新規上場申請者の子会社その他の当取引所

が新規上場申請者とみなすことが適当と認め

るものを含む。以下この号において同じ。）

が同ａに規定する直前中間会計期間の末日の

翌日以後に組織再編行為等（非子会社化、会

社分割による他の会社への事業の承継又は事

業の譲渡を除く。）を行っている場合であっ

て、当取引所が適当と認めるときにおいて

は、第２０４条第１項第１１号又は第２０４

条第２項第７号の規定により提出される書類

に記載される組織再編主体会社等の純資産の

額（第１号から前号までの規定に基づき算定

される純資産の額をいう。）又はこれに相当

する額について審査対象とするものとする。

この場合において、新規上場申請者が組織再

編行為等を重ねて行っているときには、この

（４） 前２号の規定にかかわらず、新規上場

申請者が外国会社である場合の第１号ａに規

定する直前四半期会計期間の末日における純

資産の額とは、新規上場申請者が四半期連結

財務諸表を財務書類として掲記したときは、

四半期連結貸借対照表に基づいて算定される

純資産の額に相当する額をいうものとし、新

規上場申請者が四半期連結財務諸表を財務書

類として掲記していないときは、四半期貸借

対照表に基づいて算定される純資産の額に相

当する額又は結合四半期貸借対照表に基づい

て算定される純資産の額に相当する額をいう

ものとする。 

（５） 前号の場合において、本国通貨の本邦

通貨への換算は、原則として、第１号ａに規

定する直前四半期会計期間の末日以前３年間

の東京外国為替市場における対顧客直物電信

売相場と対顧客直物電信買相場との中値の平

均又は第１号ａに規定する直前四半期会計期

間の末日における同中値により行うものとす

る。 

（６） 第１号ａにおいて、新規上場申請者

（新規上場申請者の子会社その他の当取引所

が新規上場申請者とみなすことが適当と認め

るものを含む。以下この号において同じ。）

が同ａに規定する直前四半期会計期間の末日

の翌日以後に組織再編行為等（非子会社化、

会社分割による他の会社への事業の承継又は

事業の譲渡を除く。）を行っている場合であ

って、当取引所が適当と認めるときにおいて

は、第２０４条第１項第１１号又は第２０４

条第２項第７号の規定により提出される書類

に記載される組織再編主体会社等の純資産の

額（第１号から前号までの規定に基づき算定

される純資産の額をいう。）又はこれに相当

する額について審査対象とするものとする。

この場合において、新規上場申請者が組織再

編行為等を重ねて行っているときには、この
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号の規定の趣旨に照らして当取引所が適当と

認める財務情報に基づいて算定される純資産

の額又はこれに相当する額について審査対象

とするものとする。 

（７） 第１号ａにおいて、新規上場申請者が

同ａに規定する直前中間会計期間の末日の翌

日以後に相互会社から株式会社への組織変更

を行う場合には、当該相互会社の中間連結貸

借対照表に基づいて算定される純資産の額

（当該相互会社が連結財務諸表を作成すべき

会社でない場合は、中間貸借対照表に基づい

て算定される純資産の額）に相当する額につ

いて審査対象とするものとする。この場合に

おける純資産の額に相当する額の算定におい

ては、当該相互会社の基金の額（保険業法第

８９条第１項ただし書に規定する額を除

く。）を控除するとともに、当該相互会社の

剰余金処分に関する書面に剰余金処分額とし

て掲記される社員配当準備金を費用とみなす

ものとする。 

（８） 第１号ａにおいて、新規上場申請者

が、同ａに規定する直前中間会計期間の末日

の翌日以後に新規上場申請に係る株券等の公

募を行う場合又は行った場合であって、直前

中間会計期間の末日における純資産の額、公

募による調達見込額又は調達額及び審査対象

とする純資産の額を記載した当取引所所定の

「純資産の額計算書」を提出するときは、当

該「純資産の額計算書」に記載される純資産

の額について審査対象とするものとする。 

 

（９） 第２号から前号までの規定は、第１号

ｂについて準用する。この場合において、こ

れらの規定中「直前中間会計期間」とあるの

は「基準事業年度」と、「中間連結貸借対照

表」とあるのは「連結貸借対照表」と、「同

規則第１５３条第１項又は第２６３条第１項

に規定する準備金等」とあるのは「同規則第

号の規定の趣旨に照らして当取引所が適当と

認める財務情報に基づいて算定される純資産

の額又はこれに相当する額について審査対象

とするものとする。 

（７） 第１号ａにおいて、新規上場申請者が

同ａに規定する直前四半期会計期間の末日の

翌日以後に相互会社から株式会社への組織変

更を行う場合には、当該相互会社の四半期連

結貸借対照表に基づいて算定される純資産の

額（当該相互会社が連結財務諸表を作成すべ

き会社でない場合は、四半期貸借対照表に基

づいて算定される純資産の額）に相当する額

について審査対象とするものとする。この場

合における純資産の額に相当する額の算定に

おいては、当該相互会社の基金の額（保険業

法第８９条第１項ただし書に規定する額を除

く。）を控除するとともに、当該相互会社の

剰余金処分に関する書面に剰余金処分額とし

て掲記される社員配当準備金を費用とみなす

ものとする。 

（８） 第１号ａにおいて、新規上場申請者

が、同ａに規定する直前四半期会計期間の末

日の翌日以後に新規上場申請に係る株券等の

公募を行う場合又は行った場合であって、直

前四半期会計期間の末日における純資産の

額、公募による調達見込額又は調達額及び審

査対象とする純資産の額を記載した当取引所

所定の「純資産の額計算書」を提出するとき

は、当該「純資産の額計算書」に記載される

純資産の額について審査対象とするものとす

る。 

（９） 第２号から前号までの規定は、第１号

ｂについて準用する。この場合において、こ

れらの規定中「直前四半期会計期間」とある

のは「基準事業年度」と、「四半期連結貸借

対照表」とあるのは「連結貸借対照表」と、

「同規則第９４条」とあるのは「連結財務諸

表規則第９４条」と、「同規則第９５条にお
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４５条の２第１項に規定する準備金等」と、

「中間貸借対照表」とあるのは「貸借対照

表」と、「同規則第１８２条第１項又は第２

８１条第１項に規定する準備金等」とあるの

は「同規則第５４条の３第１項に規定する準

備金等」と、「中間連結財務諸表」とあるの

は「連結財務諸表」と、「結合中間貸借対照

表」とあるのは「結合貸借対照表」とそれぞ

れ読み替えるものとする。 

いて準用する連結財務諸表規則第９５条」と

あるのは「連結財務諸表規則第９５条」と、

「四半期連結財務諸表規則」とあるのは「連

結財務諸表規則」と、「同規則第６０条第１

項に規定する準備金等」とあるのは「同規則

第４５条の２第１項に規定する準備金等」

と、「四半期貸借対照表」とあるのは「貸借

対照表」と、「四半期財務諸表等規則」とあ

るのは「財務諸表等規則」と、「同規則第５

３条第１項に規定する準備金等」とあるのは

「同規則第５４条の３第１項に規定する準備

金等」と、「四半期連結財務諸表」とあるの

は「連結財務諸表」と、「結合四半期貸借対

照表」とあるのは「結合貸借対照表」とそれ

ぞれ読み替えるものとする。 

５ 規程第２０５条第５号の規定については、次

の各号のとおり取り扱うものとする。 

５ 規程第２０５条第５号の規定については、次

の各号のとおり取り扱うものとする。 

（１） 規程第２０５条第５号に規定する利益

の額とは、連結損益計算書等（比較情報を除

く。以下この項において同じ。）に基づいて

算定される利益の額（連結財務諸表規則第６

１条により記載される「経常利益金額」又は

「経常損失金額」に同規則第６５条第３項に

より記載される金額を加減した金額をいう。

以下同じ。）をいう。ただし、新規上場申請

者がＩＦＲＳ任意適用会社である場合又は同

規則第３１４条若しくは同規則第３１６条の

規定の適用を受ける場合は、連結損益計算書

等に基づいて算定される利益の額に相当する

額をいうものとする。 

（１） 規程第２０５条第５号に規定する利益

の額とは、連結損益計算書等（比較情報を除

く。以下この項において同じ。）に基づいて

算定される利益の額（連結財務諸表規則第６

１条により記載される「経常利益金額」又は

「経常損失金額」に同規則第６５条第３項に

より記載される金額を加減した金額をいう。

以下同じ。）をいう。ただし、新規上場申請

者がＩＦＲＳ任意適用会社である場合又は同

規則第９４条若しくは同規則第９５条の規定

の適用を受ける場合は、連結損益計算書等に

基づいて算定される利益の額に相当する額を

いうものとする。 

（２）～（４） （略） （２）～（４） （略） 

（５） 規程第２０５条第５号において、審査

対象期間に事業年度の末日の変更を行ってい

るため、審査対象期間の利益の額が単純な加

算のみによって算定できない場合には、連結

損益計算書等若しくは損益計算書又は中間連

結損益計算書等若しくは中間損益計算書に基

（５） 規程第２０５条第５号において、審査

対象期間に事業年度の末日の変更を行ってい

るため、審査対象期間の利益の額が単純な加

算のみによって算定できない場合には、連結

損益計算書等若しくは損益計算書又は四半期

連結損益計算書等若しくは四半期損益計算書
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づいて算定される利益の額又はこれらを月割

按分した額を用いて、当取引所が定めるとこ

ろにより審査対象期間の利益の額を算定する

ものとする。この場合において、第１号から

第３号までの規定は、中間連結損益計算書等

又は中間損益計算書に基づいて算定される利

益の額について準用する。 

に基づいて算定される利益の額又はこれらを

月割按分した額を用いて、当取引所が定める

ところにより審査対象期間の利益の額を算定

するものとする。この場合において、第１号

から第３号までの規定は、四半期連結損益計

算書等又は四半期損益計算書に基づいて算定

される利益の額について準用する。 

 （６）～（１０） （略）  （６）～（１０） （略） 

６ 規程第２０５条第６号の規定については、次

の各号のとおり取り扱うものとする。 

（１） （略） 

６ 規程第２０５条第６号の規定については、次

の各号のとおり取り扱うものとする。 

（１） （略） 

（２） 規程第２０５条第６号ｃに規定する施

行規則で定める場合とは、監査報告書（基準

事業年度及び基準連結会計年度の財務諸表等

に添付されるものを除く。）、中間監査報告

書又は期中レビュー報告書において、継続企

業の前提に関する事項を除外事項若しくは理

由として、公認会計士等の「無限定適正意

見」、「中間財務諸表等が有用な情報を表示

している旨の意見」又は「無限定の結論」が

記載されていない場合及び監査報告書、中間

監査報告書又は期中レビュー報告書におい

て、比較情報についての事項のみを理由とし

て、公認会計士等の「除外事項を付した限定

付適正意見」、「除外事項を付した限定付意

見」又は「除外事項を付した限定付結論」が

記載されている場合をいう。 

（２） 規程第２０５条第６号ｃに規定する施

行規則で定める場合とは、監査報告書（基準

事業年度及び基準連結会計年度の財務諸表等

に添付されるものを除く。）又は四半期レビ

ュー報告書において、継続企業の前提に関す

る事項を除外事項若しくは理由として、公認

会計士等の「無限定適正意見」又は「無限定

の結論」が記載されていない場合及び監査報

告書又は四半期レビュー報告書において、比

較情報についての事項のみを理由として、公

認会計士等の「限定付適正意見」又は「除外

事項を付した限定付結論」が記載されている

場合をいう。 

（３） （略） （３） （略） 

７～１０ （略） ７～１０ （略） 

  

（新規上場申請に係る提出書類） 

第２２０条 規程第２１０条第５項に規定する施

行規則で定める場合とは、次の各号に掲げる場

合をいい、当該各号に掲げる場合に該当するこ

ととなるときは、当該各号に定める書類を提出

するものとする。ただし、電子開示手続により

当該各号に定める書類（第１号に規定する第２

（新規上場申請に係る提出書類） 

第２２０条 規程第２１０条第５項に規定する施

行規則で定める場合とは、次の各号に掲げる場

合をいい、当該各号に掲げる場合に該当するこ

ととなるときは、当該各号に定める書類を提出

するものとする。ただし、電子開示手続により

当該各号に定める書類（第１号に規定する第２
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０６条第４号ｄに定める書類を除く。）を内閣

総理大臣等に提出した場合には、当該書類の提

出を要しないものとする。 

（１） （略） 

（２） 前号の規定により適用する第２０６条

第９号の規定に基づき「新規上場申請のため

の半期報告書」又は半期報告書の写しを提出

する新規上場申請者が、連結財務諸表を作成

すべき会社である場合 

  同号に規定する期間の末日における中間貸

借対照表。この場合において、新規上場申請

者が半期報告書を作成している継続開示会社

以外の外国会社である場合には、新規上場申

請者は財務諸表等規則第３２８条に定める作

成基準に準じて作成するものとする。 

０６条第４号ｄに定める書類を除く。）を内閣

総理大臣等に提出した場合には、当該書類の提

出を要しないものとする。 

（１） （略） 

（２） 前号の規定により適用する第２０６条

第９号の規定に基づき「新規上場申請のため

の四半期報告書」又は四半期報告書の写しを

提出する新規上場申請者が、連結財務諸表を

作成すべき会社である場合 

  同号ａからｃまでに規定する期間の末日に

おける四半期貸借対照表。この場合におい

て、新規上場申請者が四半期報告書を作成し

ている継続開示会社以外の外国会社である場

合には、新規上場申請者は四半期財務諸表等

規則第８３条に定める作成基準に準じて作成

するものとする。 

  

（監査報告書等） 

第２２１条 （略） 

２ 規程第２１０条第６項に規定する監査報告

書、中間監査報告書又は期中レビュー報告書

は、同項に定める財務計算に関する書類が、従

前において法に基づいて提出された有価証券届

出書、有価証券報告書又は半期報告書に含まれ

た財務諸表等又は中間財務諸表等と同一内容の

ものであって、既に法第１９３条の２第１項の

監査証明を受けている場合には、当該財務諸表

等又は中間財務諸表等に対する監査報告書、中

間監査報告書又は期中レビュー報告書の写しで

足りるものとする。 

（監査報告書等） 

第２２１条 （略） 

２ 規程第２１０条第６項に規定する監査報告

書、中間監査報告書又は四半期レビュー報告書

は、同項に定める財務計算に関する書類が、従

前において法に基づいて提出された有価証券届

出書、有価証券報告書又は四半期報告書に含ま

れた財務諸表等、中間財務諸表等又は四半期財

務諸表等と同一内容のものであって、既に法第

１９３条の２第１項の監査証明を受けている場

合には、当該財務諸表等、中間財務諸表等又は

四半期財務諸表等に対する監査報告書、中間監

査報告書又は四半期レビュー報告書の写しで足

りるものとする。 

３ 規程第２１０条第６項ただし書に規定する施

行規則で定める外国会社とは、次の各号に該当

する外国会社をいい、当該外国会社は、第２号

に規定する証明に係る監査報告書を提出するも

のとする。この場合において、当該監査報告書

については、前項の規定を準用して、その写し

を提出することができる。 

３ 規程第２１０条第６項ただし書に規定する施

行規則で定める外国会社とは、次の各号に該当

する外国会社をいい、当該外国会社は、第２号

に規定する証明に係る監査報告書を提出するも

のとする。この場合において、当該監査報告書

については、前項の規定を準用して、その写し

を提出することができる。 
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（１） 第１項に掲げる書類のうち第２０７条

第１項第１号に掲げる財務書類が、第２０４

条第２項第３号ｂの規定に基づき財務諸表等

規則第３２８条に定める作成基準に準じて作

成されていること。 

（１） 第１項に掲げる書類のうち第２０７条

第１項第１号に掲げる財務書類が、第２０４

条第２項第３号ｂの規定に基づき財務諸表等

規則第１３１条に定める作成基準に準じて作

成されていること。 

（２） （略） （２） （略） 

  

（監査概要書等） 

第２２２条 規程第２１０条第７項に規定する施

行規則で定めるものとは、第２０６条第９号に

規定する「新規上場申請のための半期報告書」

に係るものをいう。 

２ 規程第２１０条第７項に規定する監査概要

書、中間監査概要書及び期中レビュー概要書の

取扱いについては、次の各号に定めるところに

よる。 

（監査概要書等） 

第２２２条 規程第２１０条第７項に規定する施

行規則で定めるものとは、第２０６条第９号に

規定する「新規上場申請のための四半期報告

書」に係るものをいう。 

２ 規程第２１０条第７項に規定する監査概要

書、中間監査概要書及び四半期レビュー概要書

の取扱いについては、次の各号に定めるところ

による。 

（１） （略） 

（２） 監査概要書は、監査証明府令第５条第

２項に規定する「第１号様式」に準じて、中

間監査概要書は、同項に規定する「第２号様

式」に準じて、期中レビュー概要書は、同項

に規定する「第４号様式」に準じて作成する

ものとする。 

（３） （略） 

（４） 監査概要書、中間監査概要書又は期中

レビュー概要書は、前条第２項の規定により

財務諸表等又は中間財務諸表等に対する監査

報告書、中間監査報告書又は期中レビュー報

告書の写しを提出した場合には、既に内閣総

理大臣等に提出した当該監査、中間監査又は

期中レビューに関する監査概要書、中間監査

概要書又は期中レビュー概要書の写しで足り

るものとする。 

（１） （略） 

（２） 監査概要書は、監査証明府令第５条第

２項に規定する「第１号様式」に準じて、中

間監査概要書は、同項に規定する「第２号様

式」に準じて、四半期レビュー概要書は、同

項に規定する「第４号様式」に準じて作成す

るものとする。 

（３） （略） 

（４） 監査概要書、中間監査概要書又は四半

期レビュー概要書は、前条第２項の規定によ

り財務諸表等、中間財務諸表等又は四半期財

務諸表等に対する監査報告書、中間監査報告

書又は四半期レビュー報告書の写しを提出し

た場合には、既に内閣総理大臣等に提出した

当該監査、中間監査又は四半期レビューに関

する監査概要書、中間監査概要書又は四半期

レビュー概要書の写しで足りるものとする。 

  

（上場承認時の提出書類） 

第２２５条 （略） 

（上場承認時の提出書類） 

第２２５条 （略） 
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２ 規程第２１０条第１１項に規定する施行規則

で定める書類とは、第２１８条第１項又は同条

第２項第２号の規定に基づき提出する書類のう

ち第２０４条第１項第４号及び同条第２項第３

号に規定する「新規上場申請のための有価証券

報告書」（Ⅰの部に限る。）並びに第２２０条

の規定に基づき提出する書類のうち第２０６条

第９号に規定する「新規上場申請のための半期

報告書」をいう。 

２ 規程第２１０条第１１項に規定する施行規則

で定める書類とは、第２１８条第１項又は同条

第２項第２号の規定に基づき提出する書類のう

ち第２０４条第１項第４号及び同条第２項第３

号に規定する「新規上場申請のための有価証券

報告書」（Ⅰの部に限る。）並びに第２２０条

の規定に基づき提出する書類のうち第２０６条

第９号に規定する「新規上場申請のための四半

期報告書」をいう。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

  

（内国会社の形式要件の取扱い） 

第２２６条 （略） 

（内国会社の形式要件の取扱い） 

第２２６条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 規程第２１１条第４号の規定については、次

の各号のとおり取り扱うものとする。 

（１） （略） 

４ 規程第２１１条第４号の規定については、次

の各号のとおり取り扱うものとする。 

（１） （略） 

（２） 前号の規定により準用する第２１２条

第４項第２号の場合において、第２２０条第

２号に定める中間貸借対照表に基づいて算定

される純資産の額（財務諸表等規則の規定に

より作成された中間貸借対照表の純資産の部

の合計額に、同規則第１８２条第１項又は第

２８１条第１項に規定する準備金等を加えて

得た額をいう。）が負でないことを要するも

のとする。 

（３） 前号の規定は第１号の規定において準

用する第２１２条第４項第１号ｂの場合につ

いて準用する。この場合において、前号中

「中間貸借対照表」とあるのは「貸借対照

表」と、「同規則第１８２条第１項又は第２

８１条第１項に規定する準備金等」とあるの

は「同規則第５４条の３第１項に規定する準

備金等」とそれぞれ読み替えるものとする。 

（２） 前号の規定により準用する第２１２条

第４項第２号の場合において、第２２０条第

２号に定める四半期貸借対照表のうち直近の

四半期貸借対照表に基づいて算定される純資

産の額（四半期財務諸表等規則の規定により

作成された四半期貸借対照表の純資産の部の

合計額に、同規則第５３条第１項に規定する

準備金等を加えて得た額をいう。）が負でな

いことを要するものとする。 

（３） 前号の規定は第１号の規定において準

用する第２１２条第４項第１号ｂの場合につ

いて準用する。この場合において、前号中

「四半期貸借対照表」とあるのは「貸借対照

表」と、「四半期財務諸表等規則」とあるの

は「財務諸表等規則」と、「同規則第５３条

第１項に規定する準備金等」とあるのは「同

規則第５４条の３第１項に規定する準備金

等」とそれぞれ読み替えるものとする。 

５ 規程第２１１条第５号の規定については、次

の各号のとおり取り扱うものとする。 

５ 規程第２１１条第５号の規定については、次

の各号のとおり取り扱うものとする。 
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（１） （略） （１） （略） 

（２） 規程第２１１条第５号ｂに規定する売

上高とは、連結損益計算書等（審査対象期間

において新規上場申請者が連結財務諸表を作

成すべき会社でない期間がある場合は、当該

期間については、損益計算書）に掲記される

売上高をいう。ただし、新規上場申請者がＩ

ＦＲＳ任意適用会社である場合又は連結財務

諸表規則第３１４条若しくは同規則第３１６

条の規定の適用を受ける場合は、連結損益計

算書等上の売上高に相当する額をいうものと

する。 

（２） 規程第２１１条第５号ｂに規定する売

上高とは、連結損益計算書等（審査対象期間

において新規上場申請者が連結財務諸表を作

成すべき会社でない期間がある場合は、当該

期間については、損益計算書）に掲記される

売上高をいう。ただし、新規上場申請者がＩ

ＦＲＳ任意適用会社である場合又は連結財務

諸表規則第９４条若しくは同規則第９５条の

規定の適用を受ける場合は、連結損益計算書

等上の売上高に相当する額をいうものとす

る。 

（３）～（５） （略） （３）～（５） （略） 

  

（監査報告書等） 

第２３４条 規程第２１６条第６項に規定する施

行規則で定める財務計算に関する書類とは、次

の各号に掲げる書類をいう。 

（１） （略） 

（２） 第２３１条第１項第２号若しくは第２

項第４号に規定する「新規上場申請のための

有価証券報告書」又は第２０６条第９号に規

定する「新規上場申請のための半期報告書」

に記載される中間財務諸表等 

 

２ 規程第２１６条第６項に規定する監査報告

書、中間監査報告書又は期中レビュー報告書

は、同項に定める財務計算に関する書類が、従

前において法に基づいて提出された有価証券届

出書、有価証券報告書又は半期報告書に含まれ

た財務諸表等又は中間財務諸表等と同一内容の

ものであって、既に法第１９３条の２第１項の

監査証明を受けている場合には、当該財務諸表

等又は中間財務諸表等に対する監査報告書、中

間監査報告書又は期中レビュー報告書の写しで

足りるものとする。 

 

（監査報告書等） 

第２３４条 規程第２１６条第６項に規定する施

行規則で定める財務計算に関する書類とは、次

の各号に掲げる書類をいう。 

（１） （略） 

（２） 第２３１条第１項第２号若しくは第２

項第４号に規定する「新規上場申請のための

有価証券報告書」に記載される中間財務諸表

等若しくは四半期財務諸表等又は第２０６条

第９号に規定する「新規上場申請のための四

半期報告書」に記載される四半期財務諸表等 

２ 規程第２１６条第６項に規定する監査報告

書、中間監査報告書又は四半期レビュー報告書

は、同項に定める財務計算に関する書類が、従

前において法に基づいて提出された有価証券届

出書、有価証券報告書又は四半期報告書に含ま

れた財務諸表等、中間財務諸表等又は四半期財

務諸表等と同一内容のものであって、既に法第

１９３条の２第１項の監査証明を受けている場

合には、当該財務諸表等、中間財務諸表等又は

四半期財務諸表等に対する監査報告書、中間監

査報告書又は四半期レビュー報告書の写しで足

りるものとする。 
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３ 規程第２１６条第６項ただし書に規定する施

行規則で定める外国会社とは、次の各号に該当

する外国会社をいうものとし、当該外国会社

は、第２号に規定する証明に係る監査報告書を

提出するものとする。この場合において、当該

監査報告書については、前項の規定を準用し

て、その写しを提出することができる。 

（１） 第１項第１号に掲げる財務書類が、第

２０４条第２項第３号ｂの規定に基づき財務

諸表等規則第３２８条第１項又は第２項に定

める作成基準に準じて作成されていること。 

（２） （略） 

３ 規程第２１６条第６項ただし書に規定する施

行規則で定める外国会社とは、次の各号に該当

する外国会社をいうものとし、当該外国会社

は、第２号に規定する証明に係る監査報告書を

提出するものとする。この場合において、当該

監査報告書については、前項の規定を準用し

て、その写しを提出することができる。 

（１） 第１項第１号に掲げる財務書類が、第

２０４条第２項第３号ｂの規定に基づき財務

諸表等規則第１３１条第１項又は第２項に定

める作成基準に準じて作成されていること 

（２） 略 

  

（監査概要書等） 

第２３５条 規程第２１６条第７項に規定する施

行規則で定めるものとは、第２０６条第９号に

規定する「新規上場申請のための半期報告書」

に係るものをいう。 

２ 規程第２１６条第７項に規定する監査概要

書、中間監査概要書及び期中レビュー概要書に

ついては、次の各号のとおり取り扱うものとす

る。 

（１） （略） 

（２） 監査概要書は、監査証明府令第５条第

２項に規定する「第１号様式」に準じて、中

間監査概要書は、同項に規定する「第２号様

式」に準じて、期中レビュー概要書は、同項

に規定する「第４号様式」に準じて作成する

ものとする。 

（３） （略） 

（４） 監査概要書、中間監査概要書又は期中

レビュー概要書は、前条第２項の規定により

財務諸表等又は中間財務諸表等に対する監査

報告書、中間監査報告書又は期中レビュー報

告書の写しを提出した場合には、既に内閣総

理大臣等に提出した当該監査、中間監査又は

期中レビューに関する監査概要書、中間監査

（監査概要書等） 

第２３５条 規程第２１６条第７項に規定する施

行規則で定めるものとは、第２０６条第９号に

規定する「新規上場申請のための四半期報告

書」に係るものをいう。 

２ 規程第２１６条第７項に規定する監査概要

書、中間監査概要書及び四半期レビュー概要書

については、次の各号のとおり取り扱うものと

する。 

（１） （略） 

（２） 監査概要書は、監査証明府令第５条第

２項に規定する「第１号様式」に準じて、中

間監査概要書は、同項に規定する「第２号様

式」に準じて、四半期レビュー概要書は、同

項に規定する「第４号様式」に準じて作成す

るものとする。 

（３） （略） 

（４） 監査概要書、中間監査概要書又は四半

期レビュー概要書は、前条第２項の規定によ

り財務諸表等、中間財務諸表等又は四半期財

務諸表等に対する監査報告書、中間監査報告

書又は四半期レビュー報告書の写しを提出し

た場合には、既に内閣総理大臣等に提出した

当該監査、中間監査又は四半期レビューに関
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概要書又は期中レビュー概要書の写しで足り

るものとする。 

する監査概要書、中間監査概要書又は期中レ

ビュー概要書の写しで足りるものとする。 

  

（上場承認時の提出書類） 

第２３８条 （略） 

２ 規程第２１６条第１１項に規定する施行規則

で定める書類とは、第２３１条第１項第２号及

び第２項第４号に規定する「新規上場申請のた

めの有価証券報告書」（Ⅰの部に限る。）並び

に第２０６条第９号に規定する「新規上場申請

のための半期報告書」をいう。 

３・４ （略） 

（上場承認時の提出書類） 

第２３８条 （略） 

２ 規程第２１６条第１１項に規定する施行規則

で定める書類とは、第２３１条第１項第２号及

び第２項第４号に規定する「新規上場申請のた

めの有価証券報告書」（Ⅰの部に限る。）並び

に第２０６条第９号に規定する「新規上場申請

のための四半期報告書」をいう。 

３・４ （略） 

  

（内国会社の形式要件の取扱い） 

第２３９条 （略） 

（内国会社の形式要件の取扱い） 

第２３９条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 規程第２１７条第５号の規定は、次の各号の

とおり取り扱うものとする。 

（１） （略） 

（２） 規程第２１７条第５号ｂに規定する施

行規則で定める場合とは、監査報告書（「新

規上場申請のための有価証券報告書」に中間

監査報告書又は期中レビュー報告書が添付さ

れていない場合は、基準事業年度及び基準連

結会計年度の財務諸表等に添付されるものを

除く。）において、継続企業の前提に関する

事項を除外事項若しくは理由として、公認会

計士等の「無限定適正意見」が記載されてい

ない場合及び監査報告書、中間監査報告書又

は期中レビュー報告書において、比較情報に

ついての事項のみを理由として、公認会計士

等の「除外事項を付した限定付適正意見」、

「除外事項を付した限定付意見」又は「除外

事項を付した限定付結論」が記載されている

場合をいう。 

５ 規程第２１７条第５号の規定は、次の各号の

とおり取り扱うものとする。 

（１） （略） 

（２） 規程第２１７条第５号ｂに規定する施

行規則で定める場合とは、監査報告書（「新

規上場申請のための有価証券報告書」に中間

監査報告書又は四半期レビュー報告書が添付

されていない場合は、基準事業年度及び基準

連結会計年度の財務諸表等に添付されるもの

を除く。）において、継続企業の前提に関す

る事項を除外事項若しくは理由として、公認

会計士等の「無限定適正意見」が記載されて

いない場合及び監査報告書又は四半期レビュ

ー報告書において、比較情報についての事項

のみを理由として、公認会計士等の「限定付

適正意見」又は「除外事項を付した限定付結

論」が記載されている場合をいう。 

  

（新株予約権証券の上場基準等） （新株予約権証券の上場基準等） 
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第３０６条 （略） 第３０６条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 規程第３０４条第１項第３号ｂに規定する純

資産の額の取扱いは、次の各号に定めるところ

による。 

（１） 規程第３０４条第１項第３号ｂに規定

する純資産の額が正でないとは、連結貸借対

照表又は中間連結貸借対照表（比較情報を除

く。以下この項において同じ。）に基づいて

算定される純資産の額（連結財務諸表規則の

規定により作成された連結貸借対照表又は中

間連結貸借対照表の純資産の部の合計額に、

連結財務諸表規則第４５条の２第１項又は同

規則第１５３条第１項若しくは同規則第２６

３条第１項に規定する準備金等を加えて得た

額から、当該純資産の部に掲記される非支配

株主持分を控除して得た額をいう。以下この

項において同じ。）が正でない場合をいい、

上場会社が連結財務諸表を作成すべき会社で

ない場合は貸借対照表又は中間貸借対照表

（比較情報を除く。以下この項において同

じ。）に基づいて算定される純資産の額（財

務諸表等規則の規定により作成された貸借対

照表又は中間貸借対照表の純資産の部の合計

額に、財務諸表等規則第５４条の３第１項又

は同規則第１８２条第１項若しくは第２８１

条第１項に規定する準備金等を加えて得た額

をいう。以下この項において同じ。）が正で

ない場合をいう。ただし、上場会社がＩＦＲ

Ｓ任意適用会社である場合又は連結財務諸表

規則第３１４条若しくは同規則第３１６条の

規定の適用を受ける場合は、当該連結貸借対

照表又は当該中間連結貸借対照表に基づいて

算定される純資産の額（上場会社が連結財務

諸表を作成すべき会社でない場合は当該貸借

対照表又は当該中間貸借対照表に基づいて算

定される純資産の額）に相当する額（会計基

準の差異による影響額（当取引所が必要と認

４ 規程第３０４条第１項第３号ｂに規定する純

資産の額の取扱いは、次の各号に定めるところ

による。 

（１） 規程第３０４条第１項第３号ｂに規定

する純資産の額が正でないとは、連結貸借対

照表又は四半期連結貸借対照表（比較情報を

除く。以下この項において同じ。）に基づい

て算定される純資産の額（連結財務諸表規則

又は四半期連結財務諸表規則の規定により作

成された連結貸借対照表又は四半期連結貸借

対照表の純資産の部の合計額に、連結財務諸

表規則第４５条の２第１項又は四半期連結財

務諸表規則第６０条第１項に規定する準備金

等を加えて得た額から、当該純資産の部に掲

記される非支配株主持分を控除して得た額を

いう。以下この項において同じ。）が正でな

い場合をいい、上場会社が連結財務諸表を作

成すべき会社でない場合は貸借対照表又は四

半期貸借対照表（比較情報を除く。以下この

項において同じ。）に基づいて算定される純

資産の額（財務諸表等規則又は四半期財務諸

表等規則の規定により作成された貸借対照表

又は四半期貸借対照表の純資産の部の合計額

に、財務諸表等規則第５４条の３第１項又は

四半期財務諸表等規則第５３条第１項に規定

する準備金等を加えて得た額をいう。以下こ

の項において同じ。）が正でない場合をい

う。ただし、上場会社がＩＦＲＳ任意適用会

社である場合又は連結財務諸表規則第９４条

若しくは同規則第９５条の規定の適用を受け

る場合は、当該連結貸借対照表又は当該四半

期連結貸借対照表に基づいて算定される純資

産の額（上場会社が連結財務諸表を作成すべ

き会社でない場合は当該貸借対照表又は当該

四半期貸借対照表に基づいて算定される純資

産の額）に相当する額（会計基準の差異によ
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めるものに限る。）を除外した額をいう。）

が正でない場合をいう。 

る影響額（当取引所が必要と認めるものに限

る。）を除外した額をいう。）が正でない場

合をいう。 

 （２） （略）  （２） （略） 

５・６ （略） ５・６ （略） 

  

（市場区分の変更申請の取扱い） 

第３０８条 （略） 

（市場区分の変更申請の取扱い） 

第３０８条 （略） 

２ 規程第３０６条第５項に規定する施行規則で

定める書類とは、次の各号に掲げる上場会社の

区分に従い、当該各号に定める書類をいう。 

 （１） （略） 

２ 規程第３０６条第５項に規定する施行規則で

定める書類とは、次の各号に掲げる上場会社の

区分に従い、当該各号に定める書類をいう。 

 （１） （略） 

（２） プライム市場への市場区分の変更申請

を行う内国会社 

（２） プライム市場への市場区分の変更申請

を行う内国会社 

ａ・ｂ （略）   ａ・ｂ （略） 

ｃ 第２２０条第２号に定める書類（上場会

社が連結財務諸表を作成すべき会社であっ

て、かつ、半期報告書を内閣総理大臣等に

提出した場合に限る。） 

ｃ 第２２０条第２号に定める書類（上場会

社が連結財務諸表を作成すべき会社であっ

て、かつ、四半期報告書を内閣総理大臣等

に提出した場合に限る。） 

 （３）・（４） （略）  （３）・（４） （略） 

（５） プライム市場への市場区分の変更申請

を行う外国会社 

（５） プライム市場への市場区分の変更申請

を行う外国会社 

ａ・ｂ （略）   ａ・ｂ （略） 

ｃ 第２２０条第２号に定める書類（上場会

社が連結財務諸表を作成すべき会社であっ

て、かつ、半期報告書を内閣総理大臣等に

提出した場合に限る。） 

ｃ 第２２０条第２号に定める書類（上場会

社が連結財務諸表を作成すべき会社であっ

て、かつ、四半期報告書を内閣総理大臣等

に提出した場合に限る。） 

 （６） （略）  （６） （略） 

３～６ （略） ３～６ （略） 

  

（市場区分変更の形式要件の取扱い） 

第３０９条 第２１２条第４項の規定は、規程第

３０８条の規定において準用する規程第２０５

条第４号及び規程第２１１条第４号に規定する

純資産の額について準用する。この場合におい

（市場区分変更の形式要件の取扱い） 

第３０９条 第２１２条第４項の規定は、規程第

３０８条の規定において準用する規程第２０５

条第４号及び規程第２１１条第４号に規定する

純資産の額について準用する。この場合におい
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て、第２１２条第４項中「「新規上場申請のた

めの半期報告書」又は半期報告書」とあるのは

「半期報告書」と、「「新規上場申請のための

有価証券報告書」」とあるのは「直近の有価証

券報告書」とそれぞれ読み替えるものとする。 

て、第２１２条第４項中「「新規上場申請のた

めの四半期報告書」又は四半期報告書」とある

のは「四半期報告書」と、「「新規上場申請のた

めの有価証券報告書」」とあるのは「直近の有

価証券報告書」とそれぞれ読み替えるものとす

る。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

（決定事実に係る軽微基準） （決定事実に係る軽微基準） 

第４０１条 規程第４０２条に規定する施行規則

で定める基準のうち同条第１号に掲げる事項に

係るものは、次の各号に掲げる区分に従い、当

該各号に定めることとする。ただし、ＩＦＲＳ

任意適用会社については、連結経常利益に係る

基準は適用しない。 

第４０１条 規程第４０２条に規定する施行規則

で定める基準のうち同条第１号に掲げる事項に

係るものは、次の各号に掲げる区分に従い、当

該各号に定めることとする。ただし、ＩＦＲＳ

任意適用会社については、連結経常利益に係る

基準は適用しない。 

（１） 規程第４０２条第１号ａに掲げる事項 

会社法第１９９条第１項に規定する株式会

社の発行する株式若しくはその処分する自己

株式を引き受ける者の募集（処分する自己株

式を引き受ける者の募集をする場合にあって

は、これに相当する外国の法令の規定による

ものを含む。）の払込金額又は売出価額の総

額（当該有価証券が新株予約権証券である場

合には、同法第２３８条第１項に規定する募

集新株予約権を引き受ける者の募集（処分す

る自己新株予約権を引き受ける者の募集を含

む。）の払込金額又は売出価額の総額に当該

新株予約権証券に係る新株予約権の行使に際

して出資される財産の価額の合計額を合算し

た金額）が１億円未満であると見込まれるこ

と。ただし、株主割当てによる場合及び買収

への対応方針の導入又は買収への対抗措置の

発動に伴う場合を除く。 

（１） 規程第４０２条第１号ａに掲げる事項 

会社法第１９９条第１項に規定する株式会

社の発行する株式若しくはその処分する自己

株式を引き受ける者の募集（処分する自己株

式を引き受ける者の募集をする場合にあって

は、これに相当する外国の法令の規定による

ものを含む。）の払込金額又は売出価額の総

額（当該有価証券が新株予約権証券である場

合には、同法第２３８条第１項に規定する募

集新株予約権を引き受ける者の募集（処分す

る自己新株予約権を引き受ける者の募集を含

む。）の払込金額又は売出価額の総額に当該

新株予約権証券に係る新株予約権の行使に際

して出資される財産の価額の合計額を合算し

た金額）が１億円未満であると見込まれるこ

と。ただし、株主割当てによる場合及び買収

防衛策の導入又は発動に伴う場合を除く。 

（２） 規程第４０２条第１号ｍに掲げる事項 （２） 規程第４０２条第１号ｍに掲げる事項 

ａ 事業の一部を譲渡する場合 

次の（ａ）から（ｅ）までに掲げるもの

のいずれにも該当すること。 

ａ 事業の一部を譲渡する場合 

次の（ａ）から（ｅ）までに掲げるもの

のいずれにも該当すること。 
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（ａ）～（ｄ） （略） （ａ）～（ｄ） （略） 

（ｅ） 取引規制府令第４９条第１項第８

号イに掲げる事項 

（ｅ） 取引規制府令第４９条第８号イに

掲げる事項 

ｂ 事業の全部又は一部を譲り受ける場合 

次の（ａ）から（ｅ）までに掲げるもの

のいずれにも該当すること。 

ｂ 事業の全部又は一部を譲り受ける場合 

次の（ａ）から（ｅ）までに掲げるもの

のいずれにも該当すること。 

（ａ）～（ｄ） （略） （ａ）～（ｄ） （略） 

（ｅ） 取引規制府令第４９条第１項第８

号ロ又はハに掲げる事項 

（ｅ） 取引規制府令第４９条第８号ロ又

はハに掲げる事項 

（３） 規程第４０２条第１号ｏに掲げる事項 

次のａ及びｂに掲げるもののいずれにも該

当すること。 

（３） 規程第４０２条第１号ｏに掲げる事項 

次のａ及びｂに掲げるもののいずれにも該

当すること。 

ａ （略） ａ （略） 

ｂ 取引規制府令第４９条第１項第９号に定

める事項 

ｂ 取引規制府令第４９条第９号に定める事

項 

（４） 規程第４０２条第１号ｐに掲げる事項 （４） 規程第４０２条第１号ｐに掲げる事項 

ａ 業務上の提携を行う場合 

次の（ａ）及び（ｂ）に掲げるもののい

ずれにも該当すること 

ａ 業務上の提携を行う場合 

次の（ａ）及び（ｂ）に掲げるもののい

ずれにも該当すること 

（ａ） （略） （ａ） （略） 

（ｂ） 取引規制府令第４９条第１項第１

０号イに掲げる事項 

（ｂ） 取引規制府令第４９条第１０号イ

に掲げる事項 

ｂ 業務上の提携の解消を行う場合 

次の（ａ）及び（ｂ）に掲げるもののい

ずれにも該当すること。 

ｂ 業務上の提携の解消を行う場合 

次の（ａ）及び（ｂ）に掲げるもののい

ずれにも該当すること。 

（ａ） （略） （ａ） （略） 

（ｂ） 取引規制府令第４９条第１項第１

０号ロに掲げる事項 

（ｂ） 取引規制府令第４９条第１０号ロ

に掲げる事項 

（５） 規程第４０２条第１号ｑに掲げる事項 

次のａからｊまでに掲げるもののいずれに

も該当する子会社等（連動子会社を除く。）

の異動を伴うものであること。 

（５） 規程第４０２条第１号ｑに掲げる事項 

次のａからｊまでに掲げるもののいずれに

も該当する子会社等（連動子会社を除く。）

の異動を伴うものであること。 

ａ～ｉ （略） ａ～ｉ （略） 

ｊ 取引規制府令第４９条第１項第１１号に

定める事項 

ｊ 取引規制府令第４９条第１１号に定める

事項 
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（６） 規程第４０２条第１号ｒに掲げる事項 （６） 規程第４０２条第１号ｒに掲げる事項 

ａ 固定資産を譲渡する場合 

次の（ａ）から（ｄ）までに掲げるもの

のいずれにも該当すること。 

ａ 固定資産を譲渡する場合 

次の（ａ）から（ｄ）までに掲げるもの

のいずれにも該当すること。 

（ａ）～（ｃ） （略） （ａ）～（ｃ） （略） 

（ｄ） 取引規制府令第４９条第１項第１

２号イに掲げる事項 

（ｄ） 取引規制府令第４９条第１２号イ

に掲げる事項 

ｂ 固定資産を取得する場合 

次の（ａ）及び（ｂ）に掲げるもののい

ずれにも該当すること。 

ｂ 固定資産を取得する場合 

次の（ａ）及び（ｂ）に掲げるもののい

ずれにも該当すること。 

（ａ） （略） （ａ） （略） 

（ｂ） 取引規制府令第４９条第１項第１

２号ロに掲げる事項 

（ｂ） 取引規制府令第４９条第１２号ロ

に掲げる事項 

（７） （略） （７） （略） 

（８） 規程第４０２条第１号ｔに掲げる事項 

次のａからｄまでに掲げるもののいずれに

も該当すること。 

（８） 規程第４０２条第１号ｔに掲げる事項 

次のａからｄまでに掲げるもののいずれに

も該当すること。 

ａ～ｃ （略） ａ～ｃ （略） 

ｄ 取引規制府令第４９条第１項第１３号に

定める事項 

ｄ 取引規制府令第４９条第１３号に定める

事項 

（９） 規程第４０２条第１号ｗに掲げる事項 

次のａ及びｂに掲げるもののいずれにも該

当すること。 

（９） 規程第４０２条第１号ｗに掲げる事項 

次のａ及びｂに掲げるもののいずれにも該

当すること。 

ａ （略） ａ （略） 

ｂ 取引規制府令第４９条第１項第１４号に

定める事項 

ｂ 取引規制府令第４９条第１４号に定める

事項 

（１０）～（１２） （略） （１０）～（１２） （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

（四半期累計期間又は四半期連結累計期間に係

る決算の内容） 

 

第４０５条 規程第４０４条第２項に規定する四

半期財務諸表等は、別添９「四半期財務諸表等

作成基準」に準拠して作成するものとする。 

（新設） 
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２ 規程第４０４条第３項に規定する施行規則で

定める場合とは、次の各号に定める場合をい

う。 

 

（１） 直近の有価証券報告書の財務諸表等に

添付される監査報告書又は直近の半期報告書

の中間財務諸表等に添付される中間監査報告

書若しくは期中レビュー報告書（直近の半期

報告書に係る中間会計期間又は中間連結会計

期間が属する事業年度又は連結会計年度に係

る有価証券報告書が提出されている場合にあ

っては、直近の有価証券報告書の財務諸表等

に添付される監査報告書）において、公認会

計士等の「除外事項を付した限定付適正意

見」、「除外事項を付した限定付意見」、

「除外事項を付した限定付結論」、「不適正

意見」、「中間財務諸表等が有用な情報を表

示していない意見」、「否定的結論」、「意

見の表明をしない」又は「結論の表明をしな

い」旨が記載されている場合 

 

（２） 法第２４条の２第１項又は法第２４条

の５第５項の規定により内閣総理大臣等に対

して提出した訂正報告書において、前号に該

当する場合 

 

（３） 直近の内部統制監査報告書において、

公認会計士等の「除外事項を付した限定付適

正意見」、「不適正意見」又は「意見の表明

をしない」旨が記載されている場合 

 

（４） 直近の内部統制報告書において、「開

示すべき重要な不備があり、財務報告に係る

内部統制は有効でない旨並びにその開示すべ

き重要な不備の内容及びそれが事業年度の末

日までに是正されなかった理由」が記載され

ている場合 

 

（５） 法第２４条の４の５第１項の規定によ

り内閣総理大臣等に対して提出した訂正内部

統制報告書において、前号に該当する場合 
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（６） 直近の有価証券報告書をその事業年度

経過後３か月以内（上場外国会社にあっては

その事業年度経過後６か月以内）に内閣総理

大臣等に提出できない場合又は半期報告書を

法第２４条の５第１項の表の各号の下欄に掲

げる期間内（法第２４条の５第１０項の規定

による通知を受けた上場外国会社にあって

は、法第２４条の５第１項の表の各号の下欄

に掲げる期間の末日又は施行令第４条の２の

１２に規定する起算日から１５日を経過する

日のいずれか遅い日まで）に内閣総理大臣等

に提出できない場合。ただし、財務諸表の信

頼性の観点から問題がないことが明らかであ

ると当取引所が認めるときを除く。 

 

（７） 直近の半期報告書において、法第２４

条の５第５項の規定により内閣総理大臣等に

対して提出した訂正報告書に添付される中間

財務諸表等に監査証明府令第３条第１項の中

間監査報告書又は期中レビュー報告書が添付

されている場合。ただし、当該半期報告書に

係る中間会計期間若しくは中間連結会計期間

が属する事業年度若しくは連結会計年度に係

る有価証券報告書が提出されているとき又は

財務諸表の信頼性の観点から問題がないこと

が明らかであると当取引所が認めるときを除

く。 

 

（８） 規程第４０４条第４項の規定に基づく

四半期財務諸表等に対する期中レビュー報告

書において、公認会計士等の「除外事項を付

した限定付結論」、「否定的結論」又は「結

論の表明をしない」旨が記載されている場

合。ただし、当該四半期財務諸表等に係る四

半期累計期間又は四半期連結累計期間が属す

る事業年度又は連結会計年度に係る有価証券

報告書が提出されているときを除く。 

 

（９） 法第７条第１項、第９条第１項又は第

１０条第１項の規定により内閣総理大臣等に

対して提出した訂正届出書（新規上場申請に
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際して提出した有価証券届出書に係る訂正届

出書に限る。）の財務諸表等に添付される監

査報告書又は中間財務諸表等に添付される中

間監査報告書若しくは期中レビュー報告書に

おいて、公認会計士等の「除外事項を付した

限定付適正意見」、「除外事項を付した限定

付意見」、「除外事項を付した限定付結

論」、「不適正意見」、「中間財務諸表等が

有用な情報を表示していない意見」、「否定

的結論」、「意見の表明をしない」又は「結

論の表明をしない」旨が記載されている場

合。ただし、上場会社が上場日以後に有価証

券報告書を提出しているときを除く。 

３ 規程第４０４条第４項に規定する施行規則に

定めるところにより作成した期中レビュー報告

書とは、監査証明府令第３条第４項の期中レビ

ュー基準に準拠して実施された期中レビューの

結果に基づき作成された期中レビュー報告書を

いう。 

 

   

（上場内国会社の上場維持基準の取扱い） （上場内国会社の上場維持基準の取扱い） 

第５０１条 （略） 第５０１条 （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 規程第５０１条第１項第１号ｄ、第２号ｄ及

び第３号ｅに規定する純資産の額の取扱いは次

の各号に定めるところによる。 

（１） 規程第５０１条第１項第１号ｄ、第２

号ｄ及び第３号ｅに規定する純資産の額と

は、連結貸借対照表（比較情報を除く。以下

この項において同じ。）に基づいて算定され

る純資産の額（連結財務諸表規則の規定によ

り作成された連結貸借対照表の純資産の部の

合計額に、同規則第４５条の２第１項に規定

する準備金等を加えて得た額から、当該純資

産の部に掲記される非支配株主持分を控除し

て得た額をいう。以下この項において同

じ。）をいい、上場会社が連結財務諸表を作

６ 規程第５０１条第１項第１号ｄ、第２号ｄ及

び第３号ｅに規定する純資産の額の取扱いは次

の各号に定めるところによる。 

（１） 規程第５０１条第１項第１号ｄ、第２

号ｄ及び第３号ｅに規定する純資産の額と

は、連結貸借対照表（比較情報を除く。以下

この項において同じ。）に基づいて算定され

る純資産の額（連結財務諸表規則の規定によ

り作成された連結貸借対照表の純資産の部の

合計額に、同規則第４５条の２第１項に規定

する準備金等を加えて得た額から、当該純資

産の部に掲記される非支配株主持分を控除し

て得た額をいう。以下この項において同

じ。）をいい、上場会社が連結財務諸表を作
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成すべき会社でない場合は貸借対照表（比較

情報を除く。以下この項において同じ。）に

基づいて算定される純資産の額（財務諸表等

規則の規定により作成された貸借対照表の純

資産の部の合計額に、同規則第５４条の３第

１項に規定する準備金等を加えて得た額をい

う。以下この項において同じ。）をいう。た

だし、上場会社がＩＦＲＳ任意適用会社であ

る場合又は連結財務諸表規則第３１４条若し

くは同規則第３１６条の規定の適用を受ける

場合は、当該連結貸借対照表に基づいて算定

される純資産の額（上場会社が連結財務諸表

を作成すべき会社でない場合は当該貸借対照

表に基づいて算定される純資産の額）に相当

する額（会計基準の差異による影響額（当取

引所が必要と認めるものに限る。）を除外し

た額をいう。）をいう。 

（２） （略） 

成すべき会社でない場合は貸借対照表（比較

情報を除く。以下この項において同じ。）に

基づいて算定される純資産の額（財務諸表等

規則の規定により作成された貸借対照表の純

資産の部の合計額に、同規則第５４条の３第

１項に規定する準備金等を加えて得た額をい

う。以下この項において同じ。）をいう。た

だし、上場会社がＩＦＲＳ任意適用会社であ

る場合又は連結財務諸表規則第９４条若しく

は同規則第９５条の規定の適用を受ける場合

は、当該連結貸借対照表に基づいて算定され

る純資産の額（上場会社が連結財務諸表を作

成すべき会社でない場合は当該貸借対照表に

基づいて算定される純資産の額）に相当する

額（会計基準の差異による影響額（当取引所

が必要と認めるものに限る。）を除外した額

をいう。）をいう。 

（２） （略） 

７～９ （略） ７～９ （略） 

  

（特別注意銘柄の指定及び指定解除の取 

扱い） 

（特別注意銘柄の指定及び指定解除の取 

扱い） 

第５０３条 （略） 第５０３条 （略） 

２ 規程第５０３条第４項第２号ｂ（ａ）、

第７項第２号ａ及び第１０項第１号ｂ

（ａ）に規定する施行規則で定める場合と

は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各

号に掲げる場合をいう。 

２ 規程第５０３条第４項第２号ｂ（ａ）、

第７項第２号ａ及び第１０項第１号ｂ

（ａ）に規定する施行規則で定める場合と

は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各

号に掲げる場合をいう。 

（１） スタンダード市場又はプライム市

場の上場会社 

ａ 直前の事業年度若しくは連結会計年

度の財務諸表等、中間会計期間若しく

は中間連結会計期間の中間財務諸表等

又は四半期会計期間若しくは四半期連

結会計期間の規程第４０４条第２項に規

定する四半期財務諸表等（直近で提出

又は開示した有価証券報告書、半期報

（１） スタンダード市場又はプライム市

場の上場会社 

ａ 直前の事業年度若しくは連結会計年

度の財務諸表等又は四半期会計期間若

しくは各連結会計年度における四半期

連結会計期間の四半期財務諸表等（直

近で提出した有価証券報告書又は四半

期報告書が対象とするものをいう。）

に継続企業の前提に関する事項を注記
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告書又は同項に規定する決算の内容が対

象とするものをいう。）に継続企業の

前提に関する事項を注記している場合 

している場合 

 

ｂ スタンダード市場の上場会社におい

ては規程第２０５条第５号、プライム

市場の上場会社においては規程第２１

１条第４号又は第５号ａに適合してい

ない場合。この場合において、規程第

２０５条第５号又は同第２１１条第５

号ａ中「基準事業年度（前条第２項に

定める「新規上場申請のための有価証

券報告書」に経理の状況として財務諸

表等が記載される最近事業年度をい

う。以下この節において同じ。）」と

あるのは、「直前事業年度」と、規程

第２１１条第４号中「上場日」とある

のは、「直前の事業年度、中間会計期

間又は四半期会計期間（直近で提出又

は開示した有価証券報告書、半期報告

書又は規程第４０４条第２項に定める

決算の内容が対象とする事業年度、中

間会計期間又は四半期会計期間をい

う。）の末日」と、と読み替える。 

ｂ スタンダード市場の上場会社におい

ては規程第２０５条第５号、プライム

市場の上場会社においては規程第２１

１条第４号又は第５号ａに適合してい

ない場合。この場合において、規程第

２０５条第５号又は同第２１１条第５

号ａ中「基準事業年度（前条第２項に

定める「新規上場申請のための有価証

券報告書」に経理の状況として財務諸

表等が記載される最近事業年度をい

う。以下この節において同じ。）」と

あるのは、「直前事業年度」と、規程

第２１１条第４号中「上場日」とある

のは、「直前の四半期会計期間又は事

業年度（直近で提出した四半期報告書

又は有価証券報告書が対象とする四半

期会計期間又は事業年度をいう。）の

末日」と、と読み替える。 

（２） グロース市場の上場会社 

直前の事業年度若しくは連結会計年度

の財務諸表等、中間会計期間若しくは中

間連結会計期間における中間財務諸表等

又は四半期会計期間若しくは四半期連結

会計期間の規程第４０４条第２項に規定す

る四半期財務諸表等（直近で提出又は開

示した有価証券報告書、半期報告書又は

同項に定める決算の内容が対象とするも

のをいう。）に継続企業の前提に関する

事項を注記している場合 

（２） グロース市場の上場会社 

直前の事業年度若しくは連結会計年度

の財務諸表等又は四半期会計期間若しく

は各連結会計年度における四半期連結会

計期間の四半期財務諸表等（直近で提出

した有価証券報告書又は四半期報告書が

対象とするものをいう。）に継続企業の

前提に関する事項を注記している場合 

３ 規程第５０３条第４項第２号ｂ（ｂ）、第７

項第２号ｂ及び第１０項第１号ｂ（ｂ）に規定

する施行規則で定める場合とは、直前の四半期

会計期の末日において、第５０１条第６項の規

３ 規程第５０３条第４項第２号ｂ（ｂ）、第７

項第２号ｂ及び第１０項第１号ｂ（ｂ）に規定

する施行規則で定める場合とは、直前の四半期
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定に準じて算定される純資産の額が正でないと

きをいう。 

会計期間の末日において、第５０１条第６項に

定める純資産の額が正でないときをいう。 

４ （略） ４ （略） 

５ 規程第５０３条第１３項に規定する施行規則

で定める日とは、次の各号に掲げる区分に従

い、当該各号に掲げる日をいう。 

（１） 規程第５０３条第１３項第１号に定め

る場合 

規程第５０３条第１３項第１号に規定する

市場区分の変更の日 

（２） 規程第５０３条第１３項第２号に定め

る場合 

規程第５０３条第１３項第２号に規定する

施行規則で定める基準に適合していると当取

引所が認めた日 

（３） 規程第５０３条第１３項第３号に定め

る場合 

規程第５０３条第１３項第３号に規定する

施行規則で定める基準に適合していると当取

引所が認めた日 

５ 規程第５０３条第１２項に規定する施行規則

で定める日とは、次の各号に掲げる区分に従

い、当該各号に掲げる日をいう。 

（１） 規程第５０３条第１０項第１号に定め

る場合 

規程第５０３条第１０項第１号に規定する

市場区分の変更の日 

（２） 規程第５０３条第１０項第２号に定め

る場合 

規程第５０３条第１０項第２号に規定する

施行規則で定める基準に適合していると当取

引所が認めた日 

（３） 規程第５０３条第１０項第３号に定め

る場合 

規程第５０３条第１０項第３号に規定する

施行規則で定める基準に適合していると当取

引所が認めた日 

  

（上場内国会社の上場廃止基準の取扱い） （上場内国会社の上場廃止基準の取扱い） 

第６０１条 （略） 第６０１条 （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 規程第６０１条第１項第７号に規定する施行

規則で定める場合とは、次の各号に掲げる場合

をいい、同項第７号に規定する施行規則で定め

る期間とは、次の各号に掲げる場合の区分に従

い、当該各号に定める期間をいう。 

７ 規程第６０１条第１項第７号に規定する施行

規則で定める場合とは、次の各号に掲げる場合

をいい、同項第７号に規定する施行規則で定め

る期間とは、次の各号に掲げる場合の区分に従

い、当該各号に定める期間をいう。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 天災地変等、上場会社の責めに帰すべ

からざる事由によるものである場合（前号に

該当する場合を除く。） 

法第２４条第１項又は法第２４条の５第１項

に定める期間の経過後３か月以内 

（２） 天災地変等、上場会社の責めに帰すべ

からざる事由によるものである場合（前号に

該当する場合を除く。） 

法第２４条第１項又は法第２４条の４の７第

１項に定める期間の経過後３か月以内 
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８ 規程第６０１条第１項第１０号ａに規定する

施行規則で定める場合とは、次の各号に掲げる

場合をいう。 

８ 規程第６０１条第１項第１０号ａに規定する

施行規則で定める場合とは、次の各号に掲げる

場合をいう。 

（１） 上場会社が、規程第５０４条第３項

（規程第５０５条第７項において準用する場

合を含む。）の規定により提出を行わなけれ

ばならない改善報告書又は規程第５１１条第

２項若しくは規程第６０４条第２項に規定す

る書面の提出を速やかに行わない場合におい

て、当取引所が相当の期間を設けて新たに提

出期限を定め、次のａからｃまでに掲げる事

項を書面により当該上場会社に対して通知し

たにもかかわらず、なお当該同意する旨の書

面又は当該改善報告書を当該提出期限までに

提出しないとき 

（１） 上場会社が、規程第５０４条第３項

（規程第５０５条第７項において準用する場

合を含む。）の規定により提出を行わなけれ

ばならない改善報告書又は規程第６０４条第

２項に規定する書面の提出を速やかに行わな

い場合において、当取引所が相当の期間を設

けて新たに提出期限を定め、次のａからｃま

でに掲げる事項を書面により当該上場会社に

対して通知したにもかかわらず、なお当該同

意する旨の書面又は当該改善報告書を当該提

出期限までに提出しないとき 

ａ 規程第５０４条第３項（規程第５０５条

第７項において準用する場合を含む。）に

規定する改善報告書又は規程第５１１条第

２項若しくは規程第６０４条第２項に規定

する書面を提出しない場合には、規程第６

０１条第１項第１０号ａに該当することと

なること。 

ｂ・ｃ （略） 

ａ 規程第５０４条第３項（規程第５０５条

第７項において準用する場合を含む。）に

規定する改善報告書又は規程第６０４条第

２項に規定する書面を提出しない場合に

は、規程第６０１条第１項第１０号ａに該

当することとなること。 

 

ｂ・ｃ （略） 

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 

９～１１ （略） ９～１１ （略） 

１２ 規程第６０１条第１項第１５号に規定する

施行規則で定める場合とは、上場会社が次の各

号のいずれかに掲げる行為を行っていると当取

引所が認めた場合その他株主の権利内容及びそ

の行使が不当に制限されていると当取引所が認

めた場合をいう。 

１２ 規程第６０１条第１項第１５号に規定する

施行規則で定める場合とは、上場会社が次の各

号のいずれかに掲げる行為を行っていると当取

引所が認めた場合その他株主の権利内容及びそ

の行使が不当に制限されていると当取引所が認

めた場合をいう。 

（１） 買収者以外の株主であることを行使又

は割当ての条件とする新株予約権を株主割当

て等の形で発行する買収への対抗措置（以下

「ライツプラン」という。）のうち、行使価

額が株式の時価より著しく低い新株予約権を

導入時点の株主等に対し割り当てておくもの

（１） 買収者以外の株主であることを行使又

は割当ての条件とする新株予約権を株主割当

て等の形で発行する買収防衛策（以下「ライ

ツプラン」という。）のうち、行使価額が株

式の時価より著しく低い新株予約権を導入時

点の株主等に対し割り当てておくものの導入
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の導入（実質的に買収への対抗措置の発動の

時点の株主に割り当てるために、買収への対

応方針の導入時点において暫定的に特定の者

に割り当てておく場合を除く。） 

（実質的に買収防衛策の発動の時点の株主に

割り当てるために、導入時点において暫定的

に特定の者に割り当てておく場合を除く。） 

（２）～（７） （略） （２）～（７） （略） 

１３～１６ （略） １３～１６ （略） 

  

（監理銘柄の指定の取扱い） （監理銘柄の指定の取扱い） 

第６０４条 当取引所は、上場株券等が次の

各号のいずれかに該当する場合は、当該上

場株券等を規程第６０８条に規定する監理

銘柄に指定することができる。この場合に

おいて、第２号、第７号から第９号まで、

第１１号から第１３号まで、第１５号、第

１６号、第２５号又は第２６号に該当する

場合は監理銘柄（審査中）に指定し、それ

以外の場合は監理銘柄（確認中）に指定す

る。 

第６０４条 当取引所は、上場株券等が次の

各号のいずれかに該当する場合は、当該上

場株券等を規程第６０８条に規定する監理

銘柄に指定することができる。この場合に

おいて、第２号、第７号から第９号まで、

第１１号から第１３号まで、第１５号、第

１６号、第２５号又は第２６号に該当する

場合は監理銘柄（審査中）に指定し、それ

以外の場合は監理銘柄（確認中）に指定す

る。 

（１）～（９） （略） （１）～（９） （略） 

（１０） ２人以上の公認会計士又は監査法人

による監査証明府令第３条第１項の監査報告

書、中間監査報告書又は期中レビュー報告書

（公認会計士又は監査法人に相当する者によ

る監査証明に相当する証明に係る監査報告

書、中間監査報告書又は期中レビュー報告書

を含む。以下同じ。）を添付した有価証券報

告書又は半期報告書について、次のａ又はｂ

に該当した場合 

（１０） ２人以上の公認会計士又は監査法人

による監査証明府令第３条第１項の監査報告

書又は四半期レビュー報告書（公認会計士又

は監査法人に相当する者による監査証明に相

当する証明に係る監査報告書又は四半期レビ

ュー報告書を含む。以下同じ。）を添付した

有価証券報告書又は四半期報告書について、

次のａ又はｂに該当した場合 

ａ 法第２４条第１項又は法第２４条の５第

１項に定める期間の最終日までに内閣総理

大臣等に提出できる見込みのない旨の開示

を、当該最終日までに行っているとき。 

ａ 法第２４条第１項又は法第２４条の４の

７第１項に定める期間の最終日までに内閣

総理大臣等に提出できる見込みのない旨の

開示を、当該最終日までに行っていると

き。 

ｂ （略） ｂ （略） 

（１１）～（３０） （略） （１１）～（３０） （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 
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（整理銘柄の指定の取扱い） （整理銘柄の指定の取扱い） 

第６０５条 当取引所は、上場株券等の上場廃止

が決定された場合には、規程第６０９条の規定

に基づき、当取引所が当該株券等の上場廃止を

決定した日から上場廃止日の前日までの間、当

該株券等を整理銘柄に指定することができる。

ただし、規程第２０８条第２号若しくは第４

号、規程第２１４条第２号若しくは第４号、規

程第２２０条第２号若しくは第４号、第６０１

条第４項第２号ａ、第１１項第１号若しくは第

１３項第１号又は第６０３条第４号若しくは第

７号の規定の適用を受ける場合は、この限りで

ない。 

第６０５条 当取引所は、上場株券等の上場廃止

が決定された場合には、規程第６０９条の規定

に基づき、当取引所が当該株券等の上場廃止を

決定した日から上場廃止日の前日までの間、当

該株券等を整理銘柄に指定することができる。

ただし、規程第２０８条第２号若しくは第４

号、規程第２１４条第２号若しくは第４号、規

程第２２０条第２号若しくは第４号、第６０１

条第４項第２号ａ、第１０項第１号若しくは第

１２項第１号又は第６０３条第４号若しくは第

７号の規定の適用を受ける場合は、この限りで

ない。 

  

（東日本大震災に伴う内国会社の形式要件の特

例の取扱い） 

第７２０条 規程第７０９条の規定の適用を受け

る新規上場申請者（スタンダード市場又はプラ

イム市場への新規上場申請者に限る。）につい

ての第２１２条第６項の規定の適用について

は、同項第２号中「記載されていない場合」と

あるのは「記載されていない場合、監査報告

書、中間監査報告書又は期中レビュー報告書に

おいて、東日本大震災に起因して公認会計士等

の「除外事項を付した限定付適正意見」、「除

外事項を付した限定付意見」又は「除外事項を

付した限定付結論」が記載されている場合」と

する。 

（東日本大震災に伴う内国会社の形式要件の特

例の取扱い） 

第７２０条 規程第７０９条の規定の適用を受け

る新規上場申請者（スタンダード市場又はプラ

イム市場への新規上場申請者に限る。）につい

ての第２１２条第６項の規定の適用について

は、同項第２号中「記載されていない場合」と

あるのは「記載されていない場合及び監査報告

書又は四半期レビュー報告書において、東日本

大震災に起因して公認会計士等の「除外事項を

付した限定付適正意見」又は「除外事項を付し

た限定付結論」が記載されている場合」とす

る。 

２ 規程第７０９条の規定の適用を受ける新規上

場申請者（グロース市場への新規上場申請者に

限る。）についての第２３９条第５項の規定の

適用については、同項第２号中「記載されてい

ない場合」とあるのは「記載されていない場

合、監査報告書、中間監査報告書又は期中レビ

ュー報告書において、東日本大震災に起因して

公認会計士等の「除外事項を付した限定付適正

２ 規程第７０９条の規定の適用を受ける新規上

場申請者（グロース市場への新規上場申請者に

限る。）についての第２３９条第５項の規定の

適用については、同項第２号中「記載されてい

ない場合」とあるのは「記載されていない場合

並びに監査報告書、中間監査報告書及び四半期

レビュー報告書において、東日本大震災に起因

して公認会計士等の「除外事項を付した限定付
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意見」、「除外事項を付した限定付意見」又は

「除外事項を付した限定付結論」が記載されて

いる場合」とする。 

適正意見」又は「除外事項を付した限定付結

論」が記載されている場合」とする。 

  

（平成２８年熊本地震に伴う内国会社の形式要

件の特例の取扱い） 

第７２２条 規程第７１１条（規程第７１２条に

おいて準用する場合を含む。）の規定の適用を

受けるスタンダード市場又はプライム市場への

新規上場申請者（規程第７１２条において準用

する場合にあっては、スタンダード市場又はプ

ライム市場への市場区分の変更申請者）につい

ての第２１２条第６項（第３０９条第３項にお

いて準用する場合を含む。以下この項において

同じ。）の規定の適用については、第２１２条

第６項第２号中「記載されていない場合」とあ

るのは「記載されていない場合、監査報告書、

中間監査報告書又は期中レビュー報告書におい

て、平成２８年熊本地震に起因して公認会計士

等の「除外事項を付した限定付適正意見」、

「除外事項を付した限定付意見」又は「除外事

項を付した限定付結論」が記載されている場

合」とする。 

（平成２８年熊本地震に伴う内国会社の形式要

件の特例の取扱い） 

第７２２条 規程第７１１条（規程第７１２条に

おいて準用する場合を含む。）の規定の適用を

受けるスタンダード市場又はプライム市場への

新規上場申請者（規程第７１２条において準用

する場合にあっては、スタンダード市場又はプ

ライム市場への市場区分の変更申請者）につい

ての第２１２条第６項（第３０９条第３項にお

いて準用する場合を含む。以下この項において

同じ。）の規定の適用については、第２１２条

第６項第２号中「記載されていない場合」とあ

るのは「記載されていない場合、監査報告書又

は四半期レビュー報告書において、平成２８年

熊本地震に起因して公認会計士等の「除外事項

を付した限定付適正意見」又は「除外事項を付

した限定付結論」が記載されている場合」とす

る。 

２ 規程第７１１条（規程第７１２条において準

用する場合を含む。）の規定の適用を受けるグ

ロース市場への新規上場申請者（規程第７１２

条において準用する場合にあっては、グロース

市場への市場区分の変更申請者）についての第

２３９条第５項の規定の適用については、同項

第２号中「記載されていない場合」とあるのは

「記載されていない場合、監査報告書、中間監

査報告書又は期中レビュー報告書において、平

成２８年熊本地震に起因して公認会計士等の

「除外事項を付した限定付適正意見」、「除外

事項を付した限定付意見」又は「除外事項を付

した限定付結論」が記載されている場合」とす

る。 

２ 規程第７１１条（規程第７１２条において準

用する場合を含む。）の規定の適用を受けるグ

ロース市場への新規上場申請者（規程第７１２

条において準用する場合にあっては、グロース

市場への市場区分の変更申請者）についての第

２３９条第５項の規定の適用については、同項

第２号中「記載されていない場合」とあるのは

「記載されていない場合、監査報告書、中間監

査報告書又は四半期レビュー報告書において、

平成２８年熊本地震に起因して公認会計士等の

「除外事項を付した限定付適正意見」又は「除

外事項を付した限定付結論」が記載されている

場合」とする。 
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（２０２０年新型コロナウイルス感染症の影響

を踏まえた形式要件の特例の取扱い） 

第７２４条 規程第７１３条（規程第７１４条に

おいて準用する場合を含む。）の規定の適用を

受けるスタンダード市場又はプライム市場への

新規上場申請者（規程第７１４条において準用

する場合にあっては、スタンダード市場又はプ

ライム市場への市場区分の変更申請者）につい

ての第２１２条第６項（第３０９条第３項にお

いて準用する場合を含む。以下この項において

同じ。）の規定の適用については、第２１２条

第６項第２号中「記載されていない場合」とあ

るのは「記載されていない場合、監査報告書、

中間監査報告書又は期中レビュー報告書におい

て、２０２０年新型コロナウイルス感染症の影

響に起因して公認会計士等の「除外事項を付し

た限定付適正意見」、「除外事項を付した限定

付意見」又は「除外事項を付した限定付結論」

が記載されている場合」とする。 

（２０２０年新型コロナウイルス感染症の影響

を踏まえた形式要件の特例の取扱い） 

第７２４条 規程第７１３条（規程第７１４条に

おいて準用する場合を含む。）の規定の適用を

受けるスタンダード市場又はプライム市場への

新規上場申請者（規程第７１４条において準用

する場合にあっては、スタンダード市場又はプ

ライム市場への市場区分の変更申請者）につい

ての第２１２条第６項（第３０９条第３項にお

いて準用する場合を含む。以下この項において

同じ。）の規定の適用については、第２１２条

第６項第２号中「記載されていない場合」とあ

るのは「記載されていない場合、監査報告書又

は四半期レビュー報告書において、２０２０年

新型コロナウイルス感染症の影響に起因して公

認会計士等の「除外事項を付した限定付適正意

見」又は「除外事項を付した限定付結論」が記

載されている場合」とする。 

２ 規程第７１３条（規程第７１４条において準

用する場合を含む。）の規定の適用を受けるグ

ロース市場への新規上場申請者（規程第７１４

条において準用する場合にあっては、グロース

市場への市場区分の変更申請者）についての第

２３９条第５項の規定の適用については、同項

第２号中「記載されていない場合」とあるのは

「記載されていない場合、監査報告書、中間監

査報告書又は期中レビュー報告書において、２

０２０年新型コロナウイルス感染症の影響に起

因して公認会計士等の「除外事項を付した限定

付適正意見」、「除外事項を付した限定付意

見」又は「除外事項を付した限定付結論」が記

載されている場合」とする。 

２ 規程第７１３条（規程第７１４条において準

用する場合を含む。）の規定の適用を受けるグ

ロース市場への新規上場申請者（規程第７１４

条において準用する場合にあっては、グロース

市場への市場区分の変更申請者）についての第

２３９条第５項の規定の適用については、同項

第２号中「記載されていない場合」とあるのは

「記載されていない場合、監査報告書、中間監

査報告書又は四半期レビュー報告書において、

２０２０年新型コロナウイルス感染症の影響に

起因して公認会計士等の「除外事項を付した限

定付適正意見」又は「除外事項を付した限定付

結論」が記載されている場合」とする。 

  

（会社情報の開示の取扱い） （会社情報の開示の取扱い） 

第８０４条 （略） 第８０４条 （略） 
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２ （略） ２ （略） 

３ 第４０５条第１項の規定は、規程第８０６条

第４項第３号の２の規定に基づき開示すべき内

容について準用する。 

（新設） 

４ （略） ３ （略） 

  

（監理銘柄の指定の取扱い） （監理銘柄の指定の取扱い） 

第８３１条 当取引所は、上場優先出資証券が次

の各号のいずれかに該当する場合は、当該上場

優先出資証券を規程第８３８条に規定する監理

銘柄に指定することができる。この場合におい

て、第１０号、第１１号、第１３号、第１５

号、第１６号、第１７号、第２６号又は第２７

号に該当する場合は監理銘柄（審査中）に指定

し、それ以外の場合は監理銘柄（確認中）に指

定する。 

第８３１条 当取引所は、上場優先出資証券が次

の各号のいずれかに該当する場合は、当該上場

優先出資証券を規程第８３８条に規定する監理

銘柄に指定することができる。この場合におい

て、第１０号、第１１号、第１３号、第１５

号、第１６号、第１７号、第２６号又は第２７

号に該当する場合は監理銘柄（審査中）に指定

し、それ以外の場合は監理銘柄（確認中）に指

定する。 

（１）～（１１） （略） （１）～（１１） （略） 

（１２） ２人以上の公認会計士又は監査法人

による監査証明府令第３条第１項の監査報告

書、中間監査報告書又は期中レビュー報告書

（公認会計士又は監査法人に相当する者によ

る監査証明に相当する証明に係る監査報告

書、中間監査報告書又は期中レビュー報告書

を含む。以下同じ。）を添付した有価証券報

告書又は半期報告書について、次のａ又はｂ

に該当した場合 

（１２） ２人以上の公認会計士又は監査法人

による監査証明府令第３条第１項の監査報告

書又は四半期レビュー報告書（公認会計士又

は監査法人に相当する者による監査証明に相

当する証明に係る監査報告書又は四半期レビ

ュー報告書を含む。以下同じ。）を添付した

有価証券報告書又は四半期報告書について、

次のａ又はｂに該当した場合 

ａ 法第２４条第１項又は法第２４条の５第

１項に定める期間の最終日までに内閣総理

大臣等に提出できる見込みのない旨の開示

を、当該最終日までに行っているとき。 

ａ 法第２４条第１項又は法第２４条の４の

７第１項に定める期間の最終日までに内閣

総理大臣等に提出できる見込みのない旨の

開示を、当該最終日までに行っていると

き。 

ｂ （略） ｂ （略） 

（１３）～（２７） （略） （１３）～（２７） （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  

（新規上場申請に係る提出書類等の取扱い） （新規上場申請に係る提出書類等の取扱い） 
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第９０２条 規程第９０３条第２項に規定する施

行規則で定める書類は、次の各号に掲げる書類

とする。 

第９０２条 規程第９０３条第２項に規定する施

行規則で定める書類は、次の各号に掲げる書類

とする。 

（１）～（８） （略） （１）～（８） （略） 

（９） 債券の新規上場を申請しようとする者

が外国社債券の発行者（保証付外国社債券の

発行者を除く。）である場合には、次のａか

らｅまでに掲げる書類。ただし、上場会社又

は上場外国社債券の発行者である場合には提

出を要しない。 

（９） 債券の新規上場を申請しようとする者

が外国社債券の発行者（保証付外国社債券の

発行者を除く。）である場合には、次のａか

らｅまでに掲げる書類。ただし、上場会社又

は上場外国社債券の発行者である場合には提

出を要しない。 

ａ 規程第２０４条第６項に規定する監査報

告書、中間監査報告書又は期中レビュー報

告書 

ａ 規程第２０４条第６項に規定する監査報

告書又は四半期レビュー報告書（四半期財

務諸表提出会社又は四半期連結財務諸表提

出会社でない場合にあっては、中間監査報

告書） 

ｂ 規程第２０４条第７項に規定する監査概

要書、中間監査概要書又は期中レビュー概

要書 

ｂ 規程第２０４条第７項に規定する監査概

要書又は四半期レビュー概要書（四半期財

務諸表提出会社又は四半期連結財務諸表提

出会社でない場合にあっては、中間監査概

要書） 

ｃ～ｅ （略） ｃ～ｅ （略） 

（１０） （略） （１０） （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

  

（監理銘柄の指定の取扱い） （監理銘柄の指定の取扱い） 

第９１０条 当取引所は、上場債券が次の各号の

いずれかに該当する場合は、当該上場債券を規

程第９１４条に規定する監理銘柄に指定するこ

とができる。この場合において、第６号に該当

する場合は監理銘柄（審査中）に指定し、それ

以外の場合は監理銘柄（確認中）に指定する。 

第９１０条 当取引所は、上場債券が次の各号の

いずれかに該当する場合は、当該上場債券を規

程第９１４条に規定する監理銘柄に指定するこ

とができる。この場合において、第６号に該当

する場合は監理銘柄（審査中）に指定し、それ

以外の場合は監理銘柄（確認中）に指定する。 

（１）～（６） （略） （１）～（６） （略） 

（７） ２人以上の公認会計士又は監査法人に

よる監査証明府令第３条第１項の監査報告

書、中間監査報告書又は期中レビュー報告書

（７） ２人以上の公認会計士又は監査法人に

よる監査証明府令第３条第１項の監査報告

書、中間監査報告書又は四半期レビュー報告

書を添付した有価証券報告書、半期報告書又
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を添付した有価証券報告書又は半期報告書に

ついて、次のａ又はｂに該当した場合 

は四半期報告書について、次のａ又はｂに該

当した場合 

ａ 法第２４条第１項又は法第２４条の５第

１項に定める期間の最終日までに内閣総理

大臣等に提出できる見込みのない旨の開示

を、当該最終日までに行っているとき。 

ａ 法第２４条第１項、第２４条の５第１項

又は第２４条の４の７第１項に定める期間

の最終日までに内閣総理大臣等に提出でき

る見込みのない旨の開示を、当該最終日ま

でに行っているとき。 

ｂ （略） ｂ （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  

（新規上場申請に係る提出書類等の取扱い） （新規上場申請に係る提出書類等の取扱い） 

第９２２条 （略） 第９２２条 （略） 

２ 規程第９２８条第３項に規定する施行規則で

定める場合とは、次の各号に掲げる場合をい

い、同項に規定する施行規則で定める書類と

は、当該各号に規定する書類（法令により当取

引所に提出されるものを除く。）をいう。 

２ 規程第９２８条第３項に規定する施行規則で

定める場合とは、次の各号に掲げる場合をい

い、同項に規定する施行規則で定める書類と

は、当該各号に規定する書類（法令により当取

引所に提出されるものを除く。）をいう。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 内閣総理大臣等に次のａ又はｂに掲げ

る書類を提出した場合 

（３） 内閣総理大臣等に次のａからｃまでに

掲げる書類を提出した場合 

ａ・ｂ （略） 

（削る） 

 

その写し 

ａ・ｂ （略） 

ｃ 四半期報告書（訂正四半期報告書を含

む。） 

その写し 

３～５ （略） ３～５ （略） 

  

（監理銘柄の指定の取扱い） （監理銘柄の指定の取扱い） 

第９２９条 当取引所は、上場交換社債券が次の

各号のいずれかに該当する場合は、当該上場交

換社債券を規程第９３８条に規定する監理銘柄

に指定することができる。この場合において、

第８号に該当する場合は監理銘柄（審査中）に

指定し、それ以外の場合は監理銘柄（確認中）

に指定する。 

第９２９条 当取引所は、上場交換社債券が次の

各号のいずれかに該当する場合は、当該上場交

換社債券を規程第９３８条に規定する監理銘柄

に指定することができる。この場合において、

第８号に該当する場合は監理銘柄（審査中）に

指定し、それ以外の場合は監理銘柄（確認中）

に指定する。 

（１） （略） （１） （略） 
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（２） ２人以上の公認会計士又は監査法人に

よる監査証明府令第３条第１項の監査報告

書、中間監査報告書又は期中レビュー報告書

を添付した有価証券報告書又は半期報告書に

ついて、次のａ又はｂに該当した場合 

（２） ２人以上の公認会計士又は監査法人に

よる監査証明府令第３条第１項の監査報告

書、中間監査報告書又は四半期レビュー報告

書を添付した有価証券報告書、半期報告書又

は四半期報告書について、次のａ又はｂに該

当した場合 

ａ 法第２４条第１項又は法第２４条の５第

１項に定める期間の最終日までに内閣総理

大臣等に提出できる見込みのない旨の開示

を、当該最終日までに行っているとき。 

ａ 法第２４条第１項、第２４条の５第１項

又は第２４条の４の７第１項に定める期間

の最終日までに内閣総理大臣等に提出でき

る見込みのない旨の開示を、当該最終日ま

でに行っているとき。 

ｂ （略） ｂ （略） 

（３）～（９） （略） （３）～（９） （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  

（新規上場申請に係る提出書類） （新規上場申請に係る提出書類） 

第９３７条 規程第９４４条第５項に規定する施

行規則で定める場合とは、次の各号に掲げる場

合をいい、同項に規定する施行規則で定める書

類とは、当該各号に定める書類をいう。 

第９３７条 規程第９４４条第５項に規定する施

行規則で定める場合とは、次の各号に掲げる場

合をいい、同項に規定する施行規則で定める書

類とは、当該各号に定める書類をいう。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 新規上場申請日の直前事業年度の末日

の１年前の日以後上場することとなる日まで

に、内閣総理大臣等に次のａからｄまでのい

ずれかに掲げる書類を提出した場合 

（２） 新規上場申請日の直前事業年度の末日

の１年前の日以後上場することとなる日まで

に、内閣総理大臣等に次のａからｄまでのい

ずれかに掲げる書類を提出した場合 

ａ・ｂ （略） 

ｃ 削除 

 

ｄ （略） 

その写し 

ａ・ｂ （略） 

ｃ 四半期報告書（訂正四半期報告書を含

む。） 

ｄ （略） 

その写し 

（３）・（４） （略） （３）・（４） （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

（上場審査基準の取扱い） （上場審査基準の取扱い） 

第９３９条 （略） 第９３９条 （略） 
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２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 規程第９４５条第１項第１号ｅに規定する施

行規則で定める場合とは、次の各号に掲げる場

合をいう。 

４ 規程第９４５条第１項第１号ｅに規定する施

行規則で定める場合とは、次の各号に掲げる場

合をいう。 

（１） 監査報告書（基準事業年度及び基準連

結会計年度（有価証券報告書等に経理の状況

として財務諸表等が記載される最近連結会計

年度をいう。）の財務諸表等に添付されるも

のを除く。以下この項において同じ。）、中

間監査報告書又は期中レビュー報告書におい

て、継続企業の前提に関する事項を除外事項

若しくは理由として、公認会計士等の「無限

定適正意見」、「中間財務諸表等が有用な情

報を表示している旨の意見」又は「無限定の

結論」が記載されていない場合及び監査報告

書、中間監査報告書又は期中レビュー報告書

において、比較情報についての事項のみを理

由として、公認会計士等の「限定付適正意

見」、「除外事項を付した限定付意見」又は

「除外事項を付した限定付結論」が記載され

ている場合 

（１） 監査報告書（基準事業年度及び基準連

結会計年度（有価証券報告書等に経理の状況

として財務諸表等が記載される最近連結会計

年度をいう。）の財務諸表等に添付されるも

のを除く。以下この項において同じ。）又は

中間監査報告書（四半期財務諸表提出会社又

は四半期連結財務諸表提出会社である場合に

あっては、四半期レビュー報告書。以下この

項において同じ。）において、継続企業の前

提に関する事項を除外事項若しくは理由とし

て、公認会計士等の「無限定適正意見」又は

「無限定の結論」が記載されていない場合及

び監査報告書又は中間監査報告書において、

比較情報についての事項のみを理由として、

公認会計士等の「限定付適正意見」又は「除

外事項を付した限定付結論」が記載されてい

る場合 

（２） 同号ｅに規定する財務諸表等又は中間

財務諸表等に監査報告書、中間監査報告書又

は期中レビュー報告書が添付されていない場

合であって、当該監査報告書、中間監査報告

書又は期中レビュー報告書に代わる書面をも

って同号ｅの審査に準じた審査が可能である

と当取引所が認めるとき 

（２） 同号ｅに規定する財務諸表等又は中間

財務諸表等に監査報告書又は中間監査報告書

が添付されていない場合であって、当該監査

報告書又は中間監査報告書に代わる書面をも

って同号ｅの審査に準じた審査が可能である

と当取引所が認めるとき 

（３） （略） （３） （略） 

５～８ （略） ５～８ （略） 

  

（監理銘柄の指定の取扱い） （監理銘柄の指定の取扱い） 

第９４６条 当取引所は、上場ＥＴＮ信託受益証

券が次の各号のいずれかに該当する場合は、当

該上場ＥＴＮ信託受益証券を規程第９５４条に

規定する監理銘柄に指定することができる。こ

の場合において、第４号、第１５号、１９号の

第９４６条 当取引所は、上場ＥＴＮ信託受益証

券が次の各号のいずれかに該当する場合は、当

該上場ＥＴＮ信託受益証券を規程第９５４条に

規定する監理銘柄に指定することができる。こ

の場合において、第４号、第１５号、１９号の
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３又は第２０号に該当する場合は監理銘柄（審

査中）に指定し、それ以外の場合は監理銘柄

（確認中）に指定する。 

３又は第２０号に該当する場合は監理銘柄（審

査中）に指定し、それ以外の場合は監理銘柄

（確認中）に指定する。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５） ２人以上の公認会計士又は監査法人に

よる監査証明府令第３条第１項の監査報告

書、期中レビュー報告書又は中間監査報告書

を添付した有価証券報告書又は半期報告書に

ついて、次のａ又はｂに該当した場合 

（５） ２人以上の公認会計士又は監査法人に

よる監査証明府令第３条第１項の監査報告

書、四半期レビュー報告書又は中間監査報告

書を添付した有価証券報告書、四半期報告書

又は半期報告書について、次のａ又はｂに該

当した場合 

ａ 法第２４条第１項又は法第２４条の５第

１項に定める期間の最終日までに内閣総理

大臣等に提出できる見込みのない旨の開示

を、当該最終日までに行っているとき 

ａ 法第２４条第１項、第２４条の５第１項

又は第２４条の４の７第１項に定める期間

の最終日までに内閣総理大臣等に提出でき

る見込みのない旨の開示を、当該最終日ま

でに行っているとき 

ｂ （略） ｂ （略） 

（６）～（２０） （略） （６）～（２０） （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

   

（上場指標連動型ＥＴＦの上場廃止基準の取扱

い） 

（上場指標連動型ＥＴＦの上場廃止基準の取扱

い） 

第１１１３条 （略） 第１１１３条 （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 規程第１１１２条第１項第３号ｂの６の

（ａ）に規定するカウンター・パーティーの財

務状況の悪化として施行規則で定める場合と

は、カウンター・パーティー又は投資信託財産

に組み入れた有価証券が次の各号に該当する場

合をいい、同（ａ）に規定する当取引所が当該

状態になったと認める日とは、当該各号に定め

る日をいう。ただし、カウンター・パーティー

が、外国法人である場合にあっては、外国法人

の本国等における法制度を勘案するものとす

る。 

７ 規程第１１１２条第１項第３号ｂの６の

（ａ）に規定するカウンター・パーティーの財

務状況の悪化として施行規則で定める場合と

は、カウンター・パーティー又は投資信託財産

に組み入れた有価証券が次の各号に該当する場

合をいい、同（ａ）に規定する当取引所が当該

状態になったと認める日とは、当該各号に定め

る日をいう。 

（１） 財務諸表等又は中間財務諸表等に継続

企業の前提に関する事項が注記された場合 

（１） 財務諸表等又は中間財務諸表等（カウ

ンター・パーティーが、四半期財務諸表提出
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財務諸表等の場合にあっては、当該財務諸

表等に係る事業年度又は連結会計年度の末

日、中間財務諸表等の場合にあっては、当該

中間財務諸表等に係る中間会計期間又は中間

連結会計期間の末日 

会社又は四半期連結財務諸表提出会社である

場合にあっては、四半期財務諸表等）に継続

企業の前提に関する事項が注記された場合 

財務諸表等の場合にあっては、当該財務諸

表等に係る事業年度又は連結会計年度の末

日、中間財務諸表等（カウンター・パーティ

ーが、四半期財務諸表提出会社又は四半期連

結財務諸表提出会社である場合にあっては、

四半期財務諸表等。以下この号において同

じ。）の場合にあっては、当該中間財務諸表

等に係る中間会計期間又は中間連結会計期間

（カウンター・パーティーが、四半期財務諸

表提出会社又は四半期連結財務諸表提出会社

である場合にあっては、四半期会計期間又は

四半期連結会計期間）の末日 

（２） 事業年度若しくは連結会計年度又は中

間会計期間若しくは中間連結会計期間の末日

において純資産の額が正でない状態又はこれ

に準ずる状態になった場合。この場合におい

て、第５０１条第６項の規定は、純資産の額

について準用する。 

 

 

当該純資産の額が正でない状態又はこれに

準ずる状態になった事業年度若しくは連結会

計年度又は中間会計期間若しくは中間連結会

計期間の末日 

（２） 事業年度又は中間会計期間（カウンタ

ー・パーティーが、四半期財務諸表提出会社

又は四半期連結財務諸表提出会社である場合

にあっては、四半期会計期間又は四半期連結

会計期間）の末日において純資産の額が正で

ない状態又はこれに準ずる状態になった場

合。この場合において、第５０１条第６項の

規定は、純資産の額について準用する。 

当該純資産の額が正でない状態又はこれに

準ずる状態になった事業年度若しくは連結会

計年度又は中間会計期間若しくは中間連結会

計期間（カウンター・パーティーが、四半期

財務諸表提出会社又は四半期連結財務諸表提

出会社である場合にあっては、四半期会計期

間又は四半期連結会計期間）の末日 

（３） 財務諸表等に添付される監査報告書又

は中間財務諸表等に添付される中間監査報告

書若しくは期中レビュー報告書において、公

認会計士等によって、監査報告書については

「不適正意見」又は「意見の表明をしない」

旨が、中間監査報告書については「中間財務

諸表等が有用な情報を表示していない意見」

又は「意見の表明をしない」旨、期中レビュ

（３） 財務諸表等に添付される監査報告書又

は中間財務諸表等に添付される中間監査報告

書（カウンター・パーティーが、四半期財務

諸表提出会社又は四半期連結財務諸表提出会

社である場合にあっては、四半期財務諸表等

に添付される四半期レビュー報告書）におい

て、公認会計士等によって、監査報告書につ

いては「不適正意見」又は「意見の表明をし
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ー報告書については「否定的結論」又は「結

論の表明をしない」旨が記載された場合 

 

 

 

 

 

 

監査報告書の場合にあっては、当該監査報

告書に係る事業年度又は連結会計年度の末

日、中間監査報告書又は期中レビュー報告書

の場合にあっては、当該中間監査報告書又は

期中レビュー報告書に係る中間会計期間又は

中間連結会計期間の末日 

ない」旨が、中間監査報告書については「中

間財務諸表等が有用な情報を表示していない

意見」又は「意見の表明をしない」旨（四半

期財務諸表提出会社又は四半期連結財務諸表

提出会社である場合にあっては、四半期レビ

ュー報告書については「否定的結論」又は

「結論の表明をしない」旨）が記載された場

合 

監査報告書の場合にあっては、当該監査報

告書に係る事業年度又は連結会計年度の末

日、中間監査報告書（カウンター・パーティ

ーが、四半期財務諸表提出会社又は四半期連

結財務諸表提出会社である場合にあっては、

四半期財務諸表等に添付される四半期レビュ

ー報告書。以下この号において同じ。）の場

合にあっては、当該中間監査報告書に係る中

間会計期間又は中間連結会計期間（カウンタ

ー・パーティーが、四半期財務諸表提出会社

又は四半期連結財務諸表提出会社である場合

にあっては、四半期会計期間又は四半期連結

会計期間）の末日 

（４）～（８） （略） （４）～（８） （略） 

８～１６ （略） ８～１６ （略） 

   

  

付  則  

１ この改正規定は、令和６年４月１日から施行

する。 

 

２ 改正後の第２０６条、第２０７条、第２０８

条、第２１０条、第２１１条、第２１２条、第

２２０条、第２２１条、第２２２条、第２２５

条、第２２６条、第２３４条、第２３５条、第

２３８条、第２３９条、第３０８条、第３０９

条、第７２０条、第７２２条及び第７２４条の

規定は、この改正規定施行の日（以下「施行

日」という。）以後に開始する四半期会計期間

又は四半期連結会計期間を含む四半期累計期間
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若しくは中間会計期間又は四半期連結累計期間

若しくは中間連結会計期間に係る新規上場申請

に係る提出書類等及び形式要件から適用し、施

行日以後に開始する四半期会計期間又は四半期

連結会計期間を含まない四半期累計期間又は四

半期連結累計期間に係る新規上場申請に係る提

出書類等及び形式要件については、なお従前の

例による。 

３ 金融商品取引法の一部を改正する法律（令和

５年法律第７９号。以下「改正法」という。）

による改正前の法第２４条の４の７第１項に規

定する四半期報告書（改正法附則第２条第１項

の規定により提出されたものを含む。次項にお

いて「旧法による四半期報告書」という。）に

係る改正前の第５０３条、第６０４条、第８３

１条、第９１０条、第９２２条、第９２９条、

第９３７条、第９４６条及び第１１１３条の規

定の適用については、なお従前の例による。 

 

４ 旧法による四半期報告書が提出されている場

合（直近の四半期報告書に係る四半期会計期間

又は四半期連結会計期間が属する事業年度又は

連結会計年度に係る有価証券報告書が提出され

ているときを除く。）であって、次の各号に掲

げる場合に該当するときは、当該各号に掲げる

規定に該当するものとみなす。 

 

（１） 当該四半期報告書の四半期財務諸表等

に添付される四半期レビュー報告書（開示府

令第１７条の１５第２項各号に掲げる事業を

行う会社（以下「特定事業会社」という。）

にあっては、中間財務諸表等に添付される中

間監査報告書を含む。）において、公認会計

士等の「否定的結論」、「除外事項を付した

限定付結論」又は「結論の表明をしない」旨

が記載されている場合 改正後の第４０５条

第２項第１号 

 

（２） 改正法による改正前の法第２４条の４

の７第４項の規定による訂正報告書におい
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て、前項に該当する場合 改正後の第４０５

条第２項第２号 

（３） 施行日より前に開始する第２四半期会

計期間又は第２四半期連結会計期間を含む第

２四半期累計期間又は第２四半期連結累計期

間に係る旧法による四半期報告書を、当該期

間の経過後４５日以内に内閣総理大臣に提出

できないとき（財務諸表の信頼性の観点から

問題がないことが明らかであると当取引所が

認めるときを除く。） 改正後の第４０５条

第２項第６号 

 

（４） 施行日より前に開始する第２四半期会

計期間又は第２四半期連結会計期間を含む第

２四半期累計期間又は第２四半期連結累計期

間に係る旧法による四半期報告書において、

改正法による改正前の法第２４条の４の７第

４項の規定により内閣総理大臣等に対して提

出した訂正報告書に添付される四半期財務諸

表等（特定事業会社にあっては、中間財務諸

表等を含む。）に監査証明府令第３条第１項

の四半期レビュー報告書（特定事業会社にあ

っては、中間監査報告書を含む。）が添付さ

れている場合（財務諸表の信頼性の観点から

問題がないことが明らかであると当取引所が

認めるときを除く。） 改正後の第４０５条

第２項第７号 

 

  

別添９ 四半期財務諸表等の作成基準 （新設） 

四半期累計期間（第２四半期累計期間を除

く。）又は四半期連結累計期間（第２四半期連結

累計期間を除く。）に係る四半期財務諸表等の作

成基準を次のとおり定める。 

 

（定義） 

第１条 本作成基準において、次の各号に掲げる

用語の定義は、当該各号に定めるところによ

る。 
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（１） 企業会計基準委員会 公益財団法人財

務会計基準機構が設置した企業会計基準委員

会のことをいう。 

（２） 財務諸表等規則ガイドライン 金融庁

が定める「「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則」の取扱いに関する留意

事項について」のことをいう。 

（３） 四半期財務諸表 四半期貸借対照表、

四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書（第５条第１項の規定により準用

する財務諸表等規則第３２６条第２項の規定

により指定国際会計基準により作成する場合

においては、指定国際会計基準により作成が

求められる四半期貸借対照表、四半期損益計

算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書に

相当するもの並びに持分変動計算書）をい

う。 

（４） 四半期財務諸表等 四半期財務諸表及

び四半期連結財務諸表等又は四半期累計期間

に係る財務書類をいう。 

（５） 四半期連結財務諸表 四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結包括利益計算書又は四半期連結損益及び包

括利益計算書並びに四半期連結キャッシュ・

フロー計算書（第５条第２項の規定により準

用する連結財務諸表規則第３１２条の規定に

より指定国際会計基準により作成する場合若

しくは第５条第３項の規定により準用する同

規則第３１４条の規定により修正国際基準に

より作成する場合においては、当該指定国際

会計基準若しくは当該修正国際基準により作

成が求められる四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

に相当するもの並びに持分変動計算書）をい

う。 

（６） 連結財務諸表規則ガイドライン 金融

庁が定める「連結財務諸表の用語、様式及び
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作成方法に関する規則」の取扱いに関する留

意事項について」のことをいう。 

 

（四半期財務諸表等作成の一般原則） 

第２条 四半期財務諸表等は、原則として財務諸

表等及び中間財務諸表等の作成に当たって適用

される会計方針に準拠して作成しなければなら

ない。 

２ 前項で採用した会計方針は正当な理由により

変更を行う場合を除き、継続して適用しなけれ

ばならない。 

３ 四半期財務諸表等の表示方法は、正当な理由

により変更を行う場合を除き、継続して適用し

なければならない。 

 

（比較情報の作成） 

第３条 当四半期連結会計期間及び当四半期連結

累計期間に係る四半期連結財務諸表は、当該四

半期連結財務諸表の一部を構成するものとして

四半期比較情報（次の各号に掲げる四半期連結

財務諸表の区分に応じ、当該四半期連結財務諸

表に記載された事項に対応するものとして当該

各号に定める事項）を含めて作成しなければな

らない。 

（１） 四半期連結貸借対照表 前連結会計年

度に係る事項 

（２） 四半期連結損益計算書及び四半期連結

包括利益計算書 前連結会計年度の対応する

四半期連結会計期間及び四半期連結累計期間

に係る事項 

（３） 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

前連結会計年度の対応する四半期連結累計期

間に係る事項 

２ 当四半期会計期間及び当四半期累計期間に係

る四半期財務諸表は、当該四半期財務諸表の一

部を構成するものとして四半期比較情報（次の

各号に掲げる四半期財務諸表の区分に応じ、当

該四半期財務諸表に記載された事項に対応する
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ものとして当該各号に定める事項）を含めて作

成しなければならない。 

（１） 四半期貸借対照表 前事業年度に係る

事項 

（２） 四半期損益計算書 前事業年度の対応

する四半期会計期間及び四半期累計期間に係

る事項 

（３） 四半期キャッシュ・フロー計算書 前

事業年度の対応する四半期累計期間に係る事

項 

 

（四半期財務諸表等の作成） 

第４条 上場会社は、次に掲げる事項に従い、四

半期財務諸表等及び注記を作成するものとす

る。 

（１） 企業会計基準委員会が定める企業会計

基準第１２号「四半期財務諸表に関する会計

基準」（以下「企業会計基準第１２号」という。）

に準拠するものとする。 

（２） 財務諸表等規則第１４９条の規定及び

財務諸表等規則ガイドライン１４９の取扱い

（連結財務諸表規則第１２０条及び連結財務

諸表規則ガイドライン１２０において準用す

る場合を含む。）は、四半期財務諸表等におけ

る継続企業の前提に関する注記について準用

する。この場合において、財務諸表等規則第

１４９条の規定及び財務諸表等規則ガイドラ

イン１４９の取扱いについては、次の表のと

おり読み替えるものとする。 

読み替える

規定等 

読み替えら

れる字句 

読み替える

字句 

財務諸表等

規則第１４

９条 

中間貸借対

照表日 

四半期貸借

対照表日 

第一種中間

財務諸表 

四半期財務

諸表等 
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財務諸表等

規則ガイド

ライン１４

９－３ 

前事業年度 前会計期間

（前事業年

度又は前四

半期会計期

間をいう。） 

規則第８条

の２７ 

株式会社東

京証券取引

所により公

表された四

半期財務諸

表等の作成

基準第４条

第１項第２

号において

準用する規

則第８条の

２７等 

中間貸借対

照表日 

四半期貸借

対照表日 

当中間会計

期間 

当四半期会

計期間 

事業年度の

末日までの

期間に対応

した内容 

「当四半期

会計期間が

属する事業

年度の末日

までの期間

に対応した

内容 

財務諸表等

規則ガイド

ライン１４

９－４ 

規則 株式会社東

京証券取引

所により公

表された四

半期財務諸

表等の作成

基準第４条

第１項第２

号において
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準用する規

則 

少なくとも

当中間会計

期間の属す

る事業年度

の末日まで 

少なくとも

翌四半期会

計期間の末

日まで 

前事業年度 前会計期間

（前事業年

度又は前四

半期会計期

間をいう。） 

財務諸表等

規則ガイド

ライン１４

９－５ 

前事業年度 前会計期間

（前事業年

度又は前四

半期会計期

間をいう。） 

当中間会計

期間 

当四半期会

計期間 

第一種中間

財務諸表 

四半期財務

諸表等 

規則 株式会社東

京証券取引

所により公

表された四

半期財務諸

表等の作成

基準第４条

第１項第２

号において

準用する規

則 

財務諸表等

規則ガイド

ライン１４

９－６ 

中間貸借対

照表日後 

四半期貸借

対照表日後 

中間会計期

間が属する

四半期会計

期間が属す
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事業年度（当

該中間会計

期 間 を 除

く。） 

る事業年度

（当該四半

期会計期間

以前の期間

を除く。） 

規則第１３

７条に規定

する重要な

後発事象 

企業会計基

準第１２号

第１９項（１

９）又は第２

５項（１８）

に規定する

重要な後発

事象 

 

（３） 上場会社の利害関係人が、四半期財務

諸表等に係る上場会社の財政状態、経営成績

及びキャッシュ・フローの状況について適正

な判断を行うために必要と認められる事項が

あるときは、当該事項を注記するものとする。 

（４） 前３号に定めのない事項については、

四半期財務諸表を作成する場合においては財

務諸表等規則第１条第１項に規定する一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に、四

半期連結財務諸表を作成する場合においては

連結財務諸表規則第１条第１項に規定する一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に、それぞれ従うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、上場会社は、次に

掲げる事項以外の事項については、記載を省略

することができる。 

（１） 四半期連結貸借対照表（連結財務諸表

を作成していない上場会社にあっては、四半

期貸借対照表） 

（２） 四半期連結損益計算書及び四半期連結

包括利益計算書又は四半期連結損益及び包括

利益計算書（連結財務諸表を作成していない

上場会社にあっては、四半期損益計算書） 

（３） 企業会計基準第１２号第１９項（２）、
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（２－２）、（３）若しくは（３－２）又は第２

５項（１）、（１－２）、（２）若しくは（２－

２）に基づく会計方針の変更に関する注記 

（４） 企業会計基準第１２号第１９項（４）

若しくは（４－２）又は第２５項（３）若しく

は（３－２）に基づく会計上の見積りの変更

に関する注記 

（５） 企業会計基準第１２号第１９項（６）

又は第２５項（５）に基づく四半期特有の会

計処理に関する注記 

（６） 企業会計基準第１２号第１９項（７）

又は第２５項（５－２）に基づくセグメント

情報等の注記 

（７） 企業会計基準第１２号第１９項（１３）

又は第２５項（１１）に基づく株主資本の金

額に著しい変動があった場合の注記 

（８） 企業会計基準第１２号第１９項（１４）

又は第２５項（１２）に基づく継続企業の前

提に関する注記 

（９） 企業会計基準第１２号第１９項（２０

－２）又は第２５項（１９－２）に基づくキ

ャッシュ・フロー計算書に関する注記（ただ

し、四半期連結キャッシュ・フロー計算書又

は四半期キャッシュ・フロー計算書の開示を

省略する場合に限る） 

（１０） 企業会計基準第１２号第１９項（２

２）又は第２５項（２１）に基づく修正再表

示に関する注記 

 

（指定国際会計基準等に係る四半期財務諸表

等） 

第５条 財務諸表等規則第３２６条第２項及び第

３２７条の規定は、同規則第１条の２の２に規

定する指定国際会計基準特定会社が四半期財務

諸表を作成する場合について準用する。この場

合において、「前項の規定により」とあるのは「株

式会社東京証券取引所により公表された四半期

財務諸表等の作成基準第４条第１項の規定によ
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り」と、「財務諸表又は中間財務諸表」とあるの

は「四半期財務諸表」と読み替えるものとする。 

２ 連結財務諸表規則第３１２条及び第３１３条

の規定は、同規則第１条の２に規定する指定国

際会計基準特定会社が四半期連結財務諸表を作

成する場合について準用する。 

３ 連結財務諸表規則第３１４条及び第３１５条

の規定は、同規則第１条の３に規定する修正国

際基準特定会社が四半期連結財務諸表を作成す

る場合について準用する。 

４ 連結財務諸表規則第３１６条から第３２０条

までの規定は、同規則第３１６条の適用を受け

る上場会社が四半期連結財務諸表を作成する場

合について準用する。 

５ 上場会社は、前各項の規定により四半期財務

諸表等を作成する場合には、前条第２項各号に

掲げる事項に相当するもの以外の事項について

は、記載を省略することができる。 

 

（外国会社の四半期財務諸表等） 

第６条 財務諸表等規則第３２８条から第３

３２条までの規定は、同規則第１条の３に

規定する外国会社が四半期累計期間に係る

財務書類を作成する場合について準用す

る。 

２ 上場外国会社は、前項の規定により四半

期累計期間に係る財務書類を作成する場合

には、第４条第２項各号に掲げる事項に相

当するもの以外の事項については、記載を

省略することができる。 
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上場審査等に関するガイドラインの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

Ⅱ 株券等の新規上場審査〔スタンダード市場〕 Ⅱ 株券等の新規上場審査〔スタンダード市場〕 

（公益又は投資者保護の観点） （公益又は投資者保護の観点） 

６．規程第２０７条第１項第５号に定める事項に

ついての上場審査は、次の（１）から（６）ま

でに掲げる観点その他の観点から検討すること

により行う。 

（１） 株主又は外国株預託証券等の所有者の

権利内容及びその行使の状況が、次のａ及び

ｂに掲げる事項その他の事項から、公益又は

投資者保護の観点で適当と認められること。 

ａ （略） 

ｂ 新規上場申請者が買収への対応方針を導

入している場合には、規程第４４０条各号

に掲げる事項を遵守していること。 

６．規程第２０７条第１項第５号に定める事項に

ついての上場審査は、次の（１）から（６）ま

でに掲げる観点その他の観点から検討すること

により行う。 

（１） 株主又は外国株預託証券等の所有者の

権利内容及びその行使の状況が、次のａ及び

ｂに掲げる事項その他の事項から、公益又は

投資者保護の観点で適当と認められること。 

ａ （略） 

ｂ 新規上場申請者が買収防衛策を導入して

いる場合には、規程第４４０条各号に掲げ

る事項を遵守していること。 

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 

（４） 新規上場申請に係る内国株券が、無議

決権株式（当該内国株券以外に新規上場申請

を行う銘柄がない場合に限る。）又は議決権

の少ない株式（規程第２０５条第１０号ｂに

掲げるものをいう。以下同じ。）である場合

は、次のａからｈまでのいずれにも適合する

こと。 

ａ （略） 

ｂ 議決権の多い株式等を利用する主要な目

的が、新規上場申請者の取締役等の地位を

保全すること又は買収に対抗することでな

いと認められること。 

（４） 新規上場申請に係る内国株券が、無議

決権株式（当該内国株券以外に新規上場申請

を行う銘柄がない場合に限る。）又は議決権

の少ない株式（規程第２０５条第１０号ｂに

掲げるものをいう。以下同じ。）である場合

は、次のａからｈまでのいずれにも適合する

こと。 

ａ （略） 

ｂ 議決権の多い株式等を利用する主要な目

的が、新規上場申請者の取締役等の地位を

保全すること又は買収防衛策とすることで

ないと認められること。 

ｃ～ｈ （略） ｃ～ｈ （略） 

（５）・（６） （略） （５）・（６） （略） 

  

Ⅲ 株券等の新規上場審査〔プライム市場〕 Ⅲ 株券等の新規上場審査〔プライム市場〕 

（公益又は投資者保護の観点） （公益又は投資者保護の観点） 
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６．規程第２１３条第１項第５号に定める事項に

ついての上場審査は、次の（１）から（６）ま

でに掲げる観点その他の観点から検討すること

により行う。 

（１） 株主又は外国株預託証券等の所有者の

権利内容及びその行使の状況が、次のａ及び

ｂに掲げる事項その他の事項から、公益又は

投資者保護の観点で適当と認められること。 

ａ （略） 

ｂ 新規上場申請者が買収への対応方針を導

入している場合には、規程第４４０条各号

に掲げる事項を遵守していること。 

６．規程第２１３条第１項第５号に定める事項に

ついての上場審査は、次の（１）から（６）ま

でに掲げる観点その他の観点から検討すること

により行う。 

（１） 株主又は外国株預託証券等の所有者の

権利内容及びその行使の状況が、次のａ及び

ｂに掲げる事項その他の事項から、公益又は

投資者保護の観点で適当と認められること。 

ａ （略） 

ｂ 新規上場申請者が買収防衛策を導入して

いる場合には、規程第４４０条各号に掲げ

る事項を遵守していること。 

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 

（４） 新規上場申請に係る内国株券が、無議

決権株式（当該内国株券以外に新規上場申請

を行う銘柄がない場合に限る。）又は議決権

の少ない株式である場合は、次のａからｈま

でのいずれにも適合すること。 

ａ （略） 

ｂ 議決権の多い株式等を利用する主要な目

的が、新規上場申請者の取締役等の地位を

保全すること又は買収に対抗することでな

いと認められること。 

（４） 新規上場申請に係る内国株券が、無議

決権株式（当該内国株券以外に新規上場申請

を行う銘柄がない場合に限る。）又は議決権

の少ない株式である場合は、次のａからｈま

でのいずれにも適合すること。 

ａ （略） 

ｂ 議決権の多い株式等を利用する主要な目

的が、新規上場申請者の取締役等の地位を

保全すること又は買収防衛策とすることで

ないと認められること。 

ｃ～ｈ （略） ｃ～ｈ （略） 

（５）・（６） （略） （５）・（６） （略） 

  

Ⅳ 株券等の新規上場審査〔グロース市場〕 Ⅳ 株券等の新規上場審査〔グロース市場〕 

（公益又は投資者保護の観点） （公益又は投資者保護の観点） 

６．規程第２１９条第１項第５号に定める事項に

ついての上場審査は、次の（１）から（７）ま

でに掲げる観点その他の観点から検討すること

により行う。 

（１） 株主又は外国株預託証券等の所有者の

権利内容及びその行使の状況が、次のａ及び

ｂに掲げる事項その他の事項から、公益又は

投資者保護の観点で適当と認められること。 

ａ （略） 

６．規程第２１９条第１項第５号に定める事項に

ついての上場審査は、次の（１）から（７）ま

でに掲げる観点その他の観点から検討すること

により行う。 

（１） 株主又は外国株預託証券等の所有者の

権利内容及びその行使の状況が、次のａ及び

ｂに掲げる事項その他の事項から、公益又は

投資者保護の観点で適当と認められること。 

ａ （略） 
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ｂ 新規上場申請者が買収への対応方針を導

入している場合には、規程第４４０条各号

に掲げる事項を遵守していること。 

ｂ 新規上場申請者が買収防衛策を導入して

いる場合には、規程第４４０条各号に掲げ

る事項を遵守していること。 

（２）～（４） （略） （２）～（４） （略） 

（５） 新規上場申請に係る内国株券が、無議

決権株式（当該内国株券以外に新規上場申請

を行う銘柄がない場合に限る。）又は議決権

の少ない株式である場合は、次のａからｈま

でのいずれにも適合すること。 

ａ （略） 

ｂ 議決権の多い株式等を利用する主要な目

的が、新規上場申請者の取締役等の地位を

保全すること又は買収に対抗することでな

いと認められること。 

（５） 新規上場申請に係る内国株券が、無議

決権株式（当該内国株券以外に新規上場申請

を行う銘柄がない場合に限る。）又は議決権

の少ない株式である場合は、次のａからｈま

でのいずれにも適合すること。 

ａ （略） 

ｂ 議決権の多い株式等を利用する主要な目

的が、新規上場申請者の取締役等の地位を

保全すること又は買収防衛策とすることで

ないと認められること。 

ｃ～ｈ （略） ｃ～ｈ （略） 

（６）・（７） （略） （６）・（７） （略） 

  

Ⅸ 優先証券の新規上場審査 Ⅸ 優先証券の新規上場審査 

（公益又は投資者保護の観点） （公益又は投資者保護の観点） 

６．規程第８３１条第１項第５号に定める事項に

ついての上場審査は、次の（１）から（４）ま

でに掲げる観点その他の観点から検討すること

により行う。 

（１） 優先出資者の権利内容及びその行使の

状況が、次のａ及びｂに掲げる事項その他の

事項から、公益又は投資者保護の観点で適当

と認められること。 

ａ （略） 

ｂ 新規優先出資証券上場申請者が買収への

対応方針を導入している場合には、規程第

４４０条各号に掲げる事項を遵守している

こと。 

（２）～（４） （略） 

６．規程第８３１条第１項第５号に定める事項に

ついての上場審査は、次の（１）から（４）ま

でに掲げる観点その他の観点から検討すること

により行う。 

（１） 優先出資者の権利内容及びその行使の

状況が、次のａ及びｂに掲げる事項その他の

事項から、公益又は投資者保護の観点で適当

と認められること。 

ａ （略） 

ｂ 新規優先出資証券上場申請者が買収防衛

策を導入している場合には、規程第４４０

条各号に掲げる事項を遵守していること。 

 

（２）～（４） （略） 

  

ⅩⅡ ＥＴＦの新規上場申請に係る審査 ⅩⅡ ＥＴＦの新規上場申請に係る審査 

（信用リスク） （信用リスク） 



101 

 

１０．規程第１１０４条第１項第２号ｄの４及び

規程第１１０４条の２第２号ｇに定める事項に

ついての審査は、次の（１）及び（２）に掲げ

る観点その他の観点から検討することにより行

う。 

１０．規程第１１０４条第１項第２号ｄの４及び

規程第１１０４条の２第２号ｇに定める事項に

ついての審査は、次の（１）及び（２）に掲げ

る観点その他の観点から検討することにより行

う。 

（１） 次のａからｄまでに掲げる事項から、

上場後運用の継続に支障を来たすおそれがあ

る具体的な状況があると認められないこと。

ただし、カウンター・パーティーが、外国法

人である場合にあっては、外国法人の本国等

における法制度を勘案するものとする。 

（１） 次のａからｄまでに掲げる事項から、

上場後運用の継続に支障を来たすおそれがあ

る具体的な状況があると認められないこと。 

ａ カウンター・パーティーが作成する直近

の財務諸表等又は中間財務諸表等に継続企

業の前提に関する事項が注記されていない

こと。  

ａ カウンター・パーティーが作成する直近

の財務諸表等又は中間財務諸表等（カウン

ター・パーティーが、四半期財務諸表提出

会社又は四半期連結財務諸表提出会社であ

る場合にあっては、四半期財務諸表等）に

継続企業の前提に関する事項が注記されて

いないこと。  

ｂ カウンター・パーティーが作成する直近

の財務諸表等又は中間財務諸表等に添付さ

れる監査報告書、中間監査報告書若しくは

期中レビュー報告書において、公認会計士

等の「無限定適正意見」、「中間財務諸表

等が有用な情報を表示している旨の意見」

若しくは「無限定の結論」が記載されてい

ること又は監査報告書、中間監査報告書若

しくは期中レビュー報告書において、比較

情報についての事項のみを理由として、公

認会計士等の「除外事項を付した限定付適

正意見」、「除外事項を付した限定付意

見」若しくは「除外事項を付した限定付結

論」が記載されていること。 

ｂ カウンター・パーティーが作成する直近

の財務諸表等又は中間財務諸表等に添付さ

れる監査報告書若しくは中間監査報告書

（カウンター・パーティーが、四半期財務

諸表提出会社又は四半期連結財務諸表提出

会社である場合にあっては、四半期財務諸

表等に添付される四半期レビュー報告書）

において、公認会計士等の「無限定適正意

見」若しくは「中間財務諸表等が有用な情

報を表示している旨の意見」（カウンタ

ー・パーティーが、四半期財務諸表提出会

社又は四半期連結財務諸表提出会社である

場合にあっては、四半期レビュー報告書に

おいて、公認会計士等の「無限定の結

論」）が記載されていること又は監査報告

書若しくは中間監査報告書（カウンター・

パーティーが、四半期財務諸表提出会社又

は四半期連結財務諸表提出会社である場合

にあっては、四半期レビュー報告書）にお

いて、比較情報についての事項のみを理由
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として、公認会計士等の「限定付適正意

見」若しくは「除外事項を付した限定付結

論」が記載されていること。 

ｃ カウンター・パーティーが直近の事業年

度若しくは連結会計年度又は中間会計期間

若しくは中間連結会計期間の末日において

債務超過の状態でないこと。 

ｃ カウンター・パーティーが直近の事業年

度又は中間会計期間（カウンター・パーテ

ィーが、四半期財務諸表提出会社又は四半

期連結財務諸表提出会社である場合にあっ

ては、四半期会計期間又は四半期連結会計

期間）の末日において債務超過の状態でな

いこと。 

ｄ （略） ｄ （略） 

（２） （略） （２） （略） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和６年４月１日から

施行する。  

 

２ 金融商品取引法の一部を改正する法律

（令和５年法律第７９号。以下「改正法」

という。）による改正前の法第２４条の４

の７第１項に規定する四半期報告書（改正

法附則第２条第１項の規定により提出され

たものを含む。）に係る改正前のⅩⅡ１

０．の規定の適用については、なお従前の

例による。  
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上場管理等に関するガイドラインの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

Ⅲ 実効性の確保に係る審査 Ⅲ 実効性の確保に係る審査 

（企業行動規範違反に対する措置） （企業行動規範違反に対する措置） 

５．上場会社が規程第４章第４節第１款の規定に

違反した場合における規程第５０８条第１項の

規定に基づく公表及び規程第５０９条の規定に

基づく上場契約違約金の徴求の要否の判断は、

次の（１）から（８）までに掲げる区分に従

い、当該（１）から（８）までに掲げる事項の

ほか、違反の内容、当該違反が行われた経緯、

原因及びその情状並びに当該違反に対して当取

引所が行う処分その他の措置の実施状況その他

の事情を総合的に勘案して行う。 

（１）～（３）の３ 

（４） 規程第４４０条の規定 

 買収への対応方針の内容、その開示状況 

（５）～（８） （略） 

５．上場会社が規程第４章第４節第１款の規定に

違反した場合における規程第５０８条第１項の

規定に基づく公表及び規程第５０９条の規定に

基づく上場契約違約金の徴求の要否の判断は、

次の（１）から（８）までに掲げる区分に従

い、当該（１）から（８）までに掲げる事項の

ほか、違反の内容、当該違反が行われた経緯、

原因及びその情状並びに当該違反に対して当取

引所が行う処分その他の措置の実施状況その他

の事情を総合的に勘案して行う。 

（１）～（３）の３ 

（４） 規程第４４０条の規定 

 買収防衛策の内容、その開示状況 

（５）～（８） （略） 

  

  

付  則  

この改正規定は、令和６年４月１日から施

行する。 
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特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例の施行規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） （定義） 

第２条 この施行規則において「運用会社」、「Ｍ

ＳＣＢ等」、「株券等」、「株式事務代行機関」、

「監査報告書等」、「国際会計基準」、「コーポレ

ート・ファイナンス助言業務」、「債券」、「Ｊ―

Ａｄｖｉｓｅｒ」、「Ｊ―ＱＳ」、「指定振替機

関」、「受託者」、「上場外国会社」、「上場会社」、

「上場株券等」、「上場債券」、「上場内国会社」、

「上場有価証券」、「新規上場申請者」、「第三者

割当」、「担当会社」、「担当Ｊ―Ａｄｖｉｓｅ

ｒ」、「担当上場会社」、「特定証券情報」、「特定

証券情報（補完）」、「特定上場有価証券」、「特定

投資家」、「特定投資家向け売付け勧誘等」、「特

定投資家向け取得勧誘」、「特定取引所金融商品

市場」、「特定有価証券」、「特別利害関係者等」、

「取引所府令」、「日本会計基準」、「発行者情

報」、「半期報告書」、「非上場逆さ合併」、「プロ

グラム上場」、「プログラム情報」、「米国会計基

準」、「法」、「募集株式」、「有価証券」、「有価証

券届出書」、「有価証券報告書」及び「流動性プ

ロバイダー」とは、それぞれ特例第２条に規定

する運用会社、ＭＳＣＢ等、株券等、株式事務

代行機関、監査報告書等、国際会計基準、コー

ポレート・ファイナンス助言業務、債券、Ｊ―

Ａｄｖｉｓｅｒ、Ｊ―ＱＳ、指定振替機関、受

託者、上場外国会社、上場会社、上場株券等、

上場債券、上場内国会社、上場有価証券、新規

上場申請者、第三者割当、担当会社、担当Ｊ―

Ａｄｖｉｓｅｒ、担当上場会社、特定証券情

報、特定証券情報（補完）、特定上場有価証券、

特定投資家、特定投資家向け売付け勧誘等、特

定投資家向け取得勧誘、特定取引所金融商品市

場、特定有価証券、特別利害関係者等、取引所

府令、日本会計基準、発行者情報、半期報告

書、非上場逆さ合併、プログラム上場、プログ

第２条 この施行規則において「運用会社」、「Ｍ

ＳＣＢ等」、「株券等」、「株式事務代行機関」、

「監査報告書等」、「国際会計基準」、「コーポレ

ート・ファイナンス助言業務」、「債券」、「Ｊ―

Ａｄｖｉｓｅｒ」、「Ｊ―ＱＳ」、「指定振替機

関」、「四半期報告書」、「受託者」、「上場外国会

社」、「上場会社」、「上場株券等」、「上場債券」、

「上場内国会社」、「上場有価証券」、「新規上場

申請者」、「第三者割当」、「担当会社」、「担当Ｊ

―Ａｄｖｉｓｅｒ」、「担当上場会社」、「特定証

券情報」、「特定証券情報（補完）」、「特定上場有

価証券」、「特定投資家」、「特定投資家向け売付

け勧誘等」、「特定投資家向け取得勧誘」、「特定

取引所金融商品市場」、「特定有価証券」、「特別

利害関係者等」、「取引所府令」、「日本会計基

準」、「発行者情報」、「半期報告書」、「非上場逆

さ合併」、「プログラム上場」、「プログラム情

報」、「米国会計基準」、「法」、「募集株式」、「有

価証券」、「有価証券届出書」、「有価証券報告

書」及び「流動性プロバイダー」とは、それぞ

れ特例第２条に規定する運用会社、ＭＳＣＢ

等、株券等、株式事務代行機関、監査報告書

等、国際会計基準、コーポレート・ファイナン

ス助言業務、債券、Ｊ―Ａｄｖｉｓｅｒ、Ｊ―

ＱＳ、指定振替機関、四半期報告書、受託者、

上場外国会社、上場会社、上場株券等、上場債

券、上場内国会社、上場有価証券、新規上場申

請者、第三者割当、担当会社、担当Ｊ―Ａｄｖ

ｉｓｅｒ、担当上場会社、特定証券情報、特定

証券情報（補完）、特定上場有価証券、特定投資

家、特定投資家向け売付け勧誘等、特定投資家

向け取得勧誘、特定取引所金融商品市場、特定

有価証券、特別利害関係者等、取引所府令、日

本会計基準、発行者情報、半期報告書、非上場
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ラム情報、米国会計基準、法、募集株式、有価

証券、有価証券届出書、有価証券報告書及び流

動性プロバイダーをいう。 

逆さ合併、プログラム上場、プログラム情報、

米国会計基準、法、募集株式、有価証券、有価

証券届出書、有価証券報告書及び流動性プロバ

イダーをいう。 

  

（新規上場申請に係る提出書類等） （新規上場申請に係る提出書類等） 

第１０３条 （略） 第１０３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 特例第１１０条第３項に規定する施行規則

で定める場合とは、次の各号に掲げる場合を

いい、同項に規定する施行規則で定める書類

等とは、当該各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める書類等とする。この場

合において、新規上場申請者は、当取引所に

対して、特定証券情報に記載すべき情報であ

って、当取引所が必要と認める情報を併せて

提出しなければならない。 

３ 特例第１１０条第３項に規定する施行規則

で定める場合とは、次の各号に掲げる場合を

いい、同項に規定する施行規則で定める書類

等とは、当該各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める書類等とする。この場

合において、新規上場申請者は、当取引所に

対して、特定証券情報に記載すべき情報であ

って、当取引所が必要と認める情報を併せて

提出しなければならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 有価証券報告書の提出義務者である

者が、新規上場申請時に特定投資家向け取

得勧誘又は特定投資家向け売付け勧誘等を

実施しない場合 

有価証券報告書及び半期報告書の写し 

（２） 有価証券報告書の提出義務者である

者が、新規上場申請時に特定投資家向け取

得勧誘又は特定投資家向け売付け勧誘等を

実施しない場合 

有価証券報告書及び半期報告書の写し、

又は有価証券報告書及び四半期報告書の写

し 

（３） （略） （３） （略） 

４・５ （略） ４・５ （略） 

６ 特例第１１０条第５項に規定する施行規則で

定める監査報告書等は、「無限定適正意見」、「中

間財務諸表等が有用な情報を表示している旨の

意見」若しくは「無限定の結論」又はこれらに

準ずる意見若しくは結論が記載されたものであ

り、かつ、次の各号に掲げる基準を満たすもの

とする。 

６ 特例第１１０条第５項に規定する施行規則で

定める監査報告書等は、「無限定適正意見」若し

くは「無限定の結論」又はこれらに準ずる意見

若しくは結論が記載されたものであり、かつ、

次の各号に掲げる基準を満たすものとする。 

（１） 日本において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準、中間監査の基準若しくは期

中レビューの基準又はこれらと同等の基準に

準拠して実施された監査若しくはレビューの

（１） 日本において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準、中間監査の基準若しくは四

半期レビューの基準、又はこれらと同等の基

準に準拠して実施された監査又はレビューの
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結果が記載されたものであること。 結果が記載されたものであること。 

（２） 法第１９３条の２に規定する監査証明

に相当する証明又はこれと同等のものが記載

されたものであること。 

（２） 法第１９３条の２に規定する監査証明

に相当する証明、又はこれと同等のものが記

載されたものであること。 

（３） （略） （３） （略） 

（削る） （４） 最近の事業年度又は連結会計年度に係

るものであること。 

７ （略） ７ （略） 

  

（決定事実に係る軽微基準） （決定事実に係る軽微基準） 

第１０８条 特例第１１８条に規定する施行規

則で定める基準のうち同条第１号に掲げる事

項に係るものは、次の各号に掲げる区分に従

い、当該各号に定めることとする。 

（１） 特例第１１８条第１号ａに掲げる事

項 

会社法第１９９条第１項に規定する株式

会社の発行する株式若しくはその処分する

自己株式を引き受ける者（協同組織金融機

関が発行する優先出資を引き受ける者を含

む。）の募集の払込金額又は売出価額の総

額（当該有価証券が新株予約権証券である

場合には、同法第２３８条第１項に規定す

る募集新株予約権を引き受ける者の募集

（処分する自己新株予約権を引き受ける者

の募集を含む。）の払込金額又は売出価額

の総額に当該新株予約権証券に係る新株予

約権の行使に際して出資される財産の価額

の合計額を合算した金額）が１億円未満で

あると見込まれること（特定投資家向け取

得勧誘又は特定投資家向け売付け勧誘等で

あって、この号に定める軽微基準に該当す

るものを含む。）。ただし、株主割当（優

先出資者割当を含む。）による場合及び買

収への対応方針の導入又は買収への対抗措

置の発動に伴う場合を除く。 

第１０８条 特例第１１８条に規定する施行規

則で定める基準のうち同条第１号に掲げる事

項に係るものは、次の各号に掲げる区分に従

い、当該各号に定めることとする。 

（１） 特例第１１８条第１号ａに掲げる事

項 

会社法第１９９条第１項に規定する株式

会社の発行する株式若しくはその処分する

自己株式を引き受ける者（協同組織金融機

関が発行する優先出資を引き受ける者を含

む。）の募集の払込金額又は売出価額の総

額（当該有価証券が新株予約権証券である

場合には、同法第２３８条第１項に規定す

る募集新株予約権を引き受ける者の募集

（処分する自己新株予約権を引き受ける者

の募集を含む。）の払込金額又は売出価額

の総額に当該新株予約権証券に係る新株予

約権の行使に際して出資される財産の価額

の合計額を合算した金額）が１億円未満で

あると見込まれること（特定投資家向け取

得勧誘又は特定投資家向け売付け勧誘等で

あって、この号に定める軽微基準に該当す

るものを含む。）。ただし、株主割当（優

先出資者割当を含む。）による場合及び買

収防衛策の導入又は発動に伴う場合を除

く。 

（２） 特例第１１８条第１号ｎに掲げる事

項 

（２） 特例第１１８条第１号ｎに掲げる事

項 
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ａ 事業の一部を譲渡する場合 

次の（ａ）から（ｅ）までに掲げるも

ののいずれにも該当すること。 

ａ 事業の一部を譲渡する場合 

次の（ａ）から（ｅ）までに掲げるも

ののいずれにも該当すること。 

（ａ）～（ｄ） （略） （ａ）～（ｄ） （略） 

（ｅ） 取引規制府令第４９条第１項第

８号イに掲げる事項 

（ｅ） 取引規制府令第４９条第８号イ

に掲げる事項 

ｂ 事業の全部又は一部を譲り受ける場合 ｂ 事業の全部又は一部を譲り受ける場合 

次の（ａ）から（ｅ）までに掲げるも

ののいずれにも該当すること。 

次の（ａ）から（ｅ）までに掲げるも

ののいずれにも該当すること。 

（ａ）～（ｄ） （略） （ａ）～（ｄ） （略） 

（ｅ） 取引規制府令第４９条第１項第

８号ロ又はハに掲げる事項 

（ｅ） 取引規制府令第４９条第８号ロ

又はハに掲げる事項 

（３） 特例第１１８条第１号ｐに掲げる事

項 

次のａ及びｂに掲げるもののいずれにも

該当すること。 

（３） 特例第１１８条第１号ｐに掲げる事

項 

次のａ及びｂに掲げるもののいずれにも

該当すること。 

ａ （略） ａ （略） 

ｂ 取引規制府令第４９条第１項第９号に定

める事項 

ｂ 取引規制府令第４９条第９号に定める事

項 

（４） 特例第１１８条第１号ｑに掲げる事

項 

（４） 特例第１１８条第１号ｑに掲げる事

項 

ａ 業務上の提携を行う場合 

次の（ａ）及び（ｂ）に掲げるものの

いずれにも該当すること。 

ａ 業務上の提携を行う場合 

次の（ａ）及び（ｂ）に掲げるものの

いずれにも該当すること。 

（ａ） （略） （ａ） （略） 

（ｂ） 取引規制府令第４９条第１項第

１０号イに掲げる事項 

（ｂ） 取引規制府令第４９条第１０号

イに掲げる事項 

ｂ 業務上の提携の解消を行う場合 

次の（ａ）及び（ｂ）に掲げるものの

いずれにも該当すること。 

ｂ 業務上の提携の解消を行う場合 

次の（ａ）及び（ｂ）に掲げるものの

いずれにも該当すること。 

（ａ） （略） （ａ） （略） 

（ｂ） 取引規制府令第４９条第１項第

１０号ロに掲げる事項 

（ｂ） 取引規制府令第４９条第１０号

ロに掲げる事項 

（５） 特例第１１８条第１号ｒに掲げる事

項 

次のａからｊまでに掲げるもののいずれ

にも該当する子会社等(連動子会社を除

く。)の異動を伴うものであること。 

（５） 特例第１１８条第１号ｒに掲げる事

項 

次のａからｊまでに掲げるもののいずれ

にも該当する子会社等(連動子会社を除

く。)の異動を伴うものであること。 
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ａ～ｉ （略） ａ～ｉ （略） 

ｊ 取引規制府令第４９条第１項第１１号に

定める事項 

ｊ 取引規制府令第４９条第１１号に定める

事項 

（６） 特例第１１８条第１号ｓに掲げる事

項 

（６） 特例第１１８条第１号ｓに掲げる事

項 

ａ 固定資産を譲渡する場合 

次の（ａ）から（ｄ）までに掲げるも

ののいずれにも該当すること。 

ａ 固定資産を譲渡する場合 

次の（ａ）から（ｄ）までに掲げるも

ののいずれにも該当すること。 

（ａ）～（ｃ） （略） （ａ）～（ｃ） （略） 

（ｄ） 取引規制府令第４９条第１項第

１２号イに掲げる事項 

（ｄ） 取引規制府令第４９条第１２号

イに掲げる事項 

ｂ 固定資産を取得する場合 

次の（ａ）及び（ｂ）に掲げるものの

いずれにも該当すること。 

ｂ 固定資産を取得する場合 

次の（ａ）及び（ｂ）に掲げるものの

いずれにも該当すること。 

（ａ） （略） （ａ） （略） 

（ｂ） 取引規制府令第４９条第１項第

１２号ロに掲げる事項 

（ｂ） 取引規制府令第４９条第１２号

ロに掲げる事項 

（７） （略） （７） （略） 

（８） 特例第１１８条第１号ｕに掲げる事

項 

次のａからｄまでに掲げるもののいずれ

にも該当すること。 

（８） 特例第１１８条第１号ｕに掲げる事

項 

次のａからｄまでに掲げるもののいずれ

にも該当すること。 

ａ～ｃ （略） ａ～ｃ （略） 

ｄ 取引規制府令第４９条第１項第１３号に

定める事項 

ｄ 取引規制府令第４９条第１３号に定める

事項 

（９） 特例第１１８条第１号ｘに掲げる事

項 

次のａ及びｂに掲げるもののいずれにも該

当すること。 

（９） 特例第１１８条第１号ｘに掲げる事

項 

次のａ及びｂに掲げるもののいずれにも該

当すること。 

ａ （略） ａ （略） 

ｂ 取引規制府令第４９条第１項第１４号に

定める事項 

ｂ 取引規制府令第４９条第１４号に定める

事項 

（１０）～（１２） （略） （１０）～（１２） （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

（支配株主等に関する事項の開示の取扱い） （支配株主等に関する事項の開示の取扱い） 

第１１４条 特例第１２３条に規定する施行規

則で定める支配株主等に関する事項とは、次

第１１４条 特例第１２３条に規定する施行規

則で定める支配株主等に関する事項とは、次
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の各号に定める事項をいう。 の各号に定める事項をいう。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５） 支配株主等との取引に関する事項

（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則（以下「財務諸表等規則」とい

う。）第８条の１０若しくは連結財務諸表

の用語、様式及び作成方法に関する規則

（以下「連結財務諸表規則」という。）第

１５条の４の２の規定により財務諸表若し

くは連結財務諸表に記載される関連当事者

との取引に関する事項のうち、次のａから

ｃまでに掲げる者との取引に関する事項

（上場外国会社にあってはこれに相当する

事項）をいう。） 

（５） 支配株主等との取引に関する事項

（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則（以下「財務諸表等規則」とい

う。）第８条の１０若しくは連結財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則

（以下「連結財務諸表規則」という。）第

１５条の４の２の規定により財務諸表若し

くは連結財務諸表に記載される関連当事者

との取引に関する事項のうち、次のａから

ｃまでに掲げる者との取引に関する事項

（上場外国会社にあってはこれに相当する

事項）をいう。） 

ａ～ｃ （略） ａ～ｃ （略） 

  

（流通市場の機能及び株主の権利の尊重） （流通市場の機能及び株主の権利の尊重） 

第１１９条 特例第１３３条に規定する施行規

則で定める行為は、次の各号に掲げる行為と

し、上場会社は、当該各号に掲げる行為の区

分に応じ、当該各号に定める事項を遵守しな

ければならない。 

（１）～（３） （略） 

（４） 買収への対応方針の導入 

上場会社は、買収への対応方針を導入す

る場合は、開示の十分性、買収への対応方

針の透明性、流通市場の機能及び株主の権

利を尊重しなければならない。 

（５） （略） 

第１１９条 特例第１３３条に規定する施行規

則で定める行為は、次の各号に掲げる行為と

し、上場会社は、当該各号に掲げる行為の区

分に応じ、当該各号に定める事項を遵守しな

ければならない。 

（１）～（３） （略） 

（４） 買収防衛策の導入 

上場会社は、買収防衛策を導入する場合

は、開示の十分性、買収防衛策の透明性、

流通市場の機能及び株主の権利を尊重しな

ければならない。 

（５） （略） 

  

（発行者等のウェブサイトでの開示内容） （発行者等のウェブサイトでの開示内容） 

第２０１条 特例第２０５条第１項に規定する施

行規則で定める事項とは、次の各号に掲げる者

の区分に従い、当該各号に定める事項をいう。 

第２０１条 特例第２０５条第１項に規定する施

行規則で定める事項とは、次の各号に掲げる者

の区分に従い、当該各号に定める事項をいう。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 有価証券報告書の提出義務のある者 （２） 有価証券報告書の提出義務のある者 

ａ （略） ａ （略） 

ｂ 有価証券報告書及び半期報告書並びにこ ｂ 有価証券報告書、半期報告書及び四半期
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れらの訂正報告書 報告書並びにこれらの訂正報告書 

ｃ・ｄ （略） ｃ・ｄ （略） 

（３） （略） （３） （略） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和６年４月１日から施

行する。 

 

２ 金融商品取引法の一部を改正する法律（令和

５年法律第７９号。以下「改正法」という。）に

よる改正前の法第２４条の４の７第１項に規定

する四半期報告書（改正法附則第２条第１項の

規定により提出されたものを含む。）に係る改正

前の第１０３条第３項若しくは第６項又は第２

０１条の規定の適用については、なお従前の例

による。 

 

３ 改正後の別記第３号様式及び別記第４号様式

の規定は、この改正規定施行の日（以下「施行

日」という。）以後に開始する四半期会計期間又

は四半期連結会計期間を含まない四半期累計期

間又は四半期連結累計期間については、なお従

前の例による。 

 

  

  

別記第３号様式 別記第３号様式 

特定証券情報 特定証券情報 

  

（記載上の注意） （記載上の注意） 

（１） 一般的事項 

ａ～ｈ （略） 

（１） 一般的事項 

ａ～ｈ （略） 

ｉ 第二部中「第２ 企業の概況」から「第４ 

設備の状況」までの記載については、次によ

ること。 

（ａ） 財務書類として連結財務諸表等（連結

財務諸表及び中間連結財務諸表をいう。以下

同じ。）を掲げている場合には、連結会社に

ついて記載すること。 

ｉ 第二部中「第２ 企業の概況」から「第４ 

設備の状況」までの記載については、次によ

ること。 

（ａ） 財務書類として連結財務諸表等（連結

財務諸表、四半期連結財務諸表及び中間連結

財務諸表をいう。以下同じ。）を掲げている

場合には、連結会社について記載すること。 
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（ｂ） 財務書類として前ｈに従い財務諸表等

（財務諸表及び中間財務諸表をいう。以下同

じ。）のみを掲げている場合には、発行者に

ついて記載すること。ただし、発行者の事業

に密接な関係を有する親会社がある場合に

は、それらについても記載事項ごとに又は一

括して記載すること。 

（ｂ） 財務書類として前ｈに従い財務諸表等

（財務諸表、四半期財務諸表及び中間財務諸

表をいう。以下同じ。）のみを掲げている場

合には、発行者について記載すること。ただ

し、発行者の事業に密接な関係を有する親会

社がある場合には、それらについても記載事

項ごとに又は一括して記載すること。 

ｊ～ｍ （略） ｊ～ｍ （略） 

（１－２） （略） （１－２） （略） 

（２）～（１４） （略） （２）～（１４） （略） 

（１５） 新規発行新株予約権証券 

ａ～ｍ （略） 

（１５） 新規発行新株予約権証券 

ａ～ｍ （略） 

ｎ 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在

り方に関する基本方針（以下「基本方針」とい

う。）を定めている会社については、基本方針

に照らして不適切な者によって当該会社の財務

及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み（いわゆる買収への対応方

針）の一環として、新株予約権証券を発行する

場合はその旨を欄外に記載すること。 

ｎ 財務及び事業の方針の決定を支配する者の

在り方に関する基本方針（以下「基本方針」

という。）を定めている会社については、基本

方針に照らして不適切な者によって当該会社

の財務及び事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取組み（いわゆる買収防

衛策）の一環として、新株予約権証券を発行

する場合はその旨を欄外に記載すること。 

ｏ・ｐ （略） ｏ・ｐ （略） 

（１６）～（２０－２） （略） （１６）～（２０－２） （略） 

（２０－３） 割当予定先の状況 （２０－３） 割当予定先の状況 

ａ 割当予定先の概要 ａ 割当予定先の概要 

（ａ） （略） （ａ） （略） 

（ｂ） 有価証券報告書提出会社 名称、本店

の所在地及び特定証券情報の公表日において

既に提出されている当該割当予定先の直近の

有価証券報告書（当該有価証券報告書の提出

後に提出された半期報告書を含む。）の提出

日 

（ｂ） 有価証券報告書提出会社 名称、本店

の所在地及び特定証券情報の公表日において

既に提出されている当該割当予定先の直近の

有価証券報告書（当該有価証券報告書の提出

後に提出された四半期報告書又は半期報告書

を含む。）の提出日 

（ｃ）～（ｅ） （略） （ｃ）～（ｅ） （略） 

ｂ～ｇ （略） ｂ～ｇ （略） 

（２０－４）～（２４） （略） （２０－４）～（２４） （略） 

（２５） 主要な経営指標等の推移 

ａ 最近３連結会計年度に係る次に掲げる主要な

経営指標等の推移について記載すること。ただ

し、（６１）ただし書に規定する中間連結貸借

（２５） 主要な経営指標等の推移 

ａ 最近３連結会計年度に係る次に掲げる主要な

経営指標等の推移について記載すること。ただ

し、（６１）ただし書に規定する四半期連結貸
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対照表を掲げた場合には、当該中間連結貸借対

照表に係る連結会計年度の次に掲げる主要な経

営指標等の推移について併せて記載すること。 

借対照表を掲げた場合には、当該四半期連結貸

借対照表に係る四半期連結累計期間の次に掲げ

る主要な経営指標等の推移について、また、

（６１）ただし書に規定する中間連結貸借対照

表を掲げた場合（特定事業会社が中間貸借対照

表を掲げた場合を含む。）には、当該中間連結

貸借対照表に係る連結会計年度の次に掲げる主

要な経営指標等の推移について併せて記載する

こと。 

（ａ）～（ｉ） （略） （ａ）～（ｉ） （略） 

（ｊ） 自己資本比率（純資産額から連結財務

諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則

（以下「連結財務諸表規則」という。）第４

３条の３第１項の規定による新株予約権の金

額及び連結財務諸表規則第２条第１２号に規

定する被支配株主持分の金額を控除した額を

総資産額で除した割合をいう） 

（ｊ） 自己資本比率（純資産額から連結財務

諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則

（以下「連結財務諸表規則」という。）第４

３条の３第１項の規定による新株予約権の金

額及び連結財務諸表規則第２条第１２号に規

定する少数株主持分の金額を控除した額を総

資産額で除した割合をいう） 

（ｋ） 自己資本利益率（当期純利益金額を純

資産額から連結財務諸表規則第４３条の３第

１項の規定による新株予約権の金額及び連結

財務諸表規則第２条第１２号に規定する非支

配株主持分の金額を控除した額で除した割合

をいう。） 

（ｋ） 自己資本利益率（当期純利益金額を純

資産額から連結財務諸表規則第４３条の３第

１項の規定による新株予約権の金額及び連結

財務諸表規則第２条第１２号に規定する少数

株主持分の金額を控除した額で除した割合を

いう。） 

（ｌ）～（ｑ） （略） （ｌ）～（ｑ） （略） 

ｂ～ｄ （略） ｂ～ｄ （略） 

（２６）～（２９） （略） （２６）～（２９） （略） 

（３０） 業績等の概要 

最近連結会計年度及び（６１）ただし書により

中間連結貸借対照表を掲げた場合にあっては当該

中間連結貸借対照表に係る中間連結会計期間（以

下「最近連結会計年度等」という。）における業

績及びキャッシュ・フローの状況について、前年

同期（前中間連結会計期間を除く。）と比較して

分析的に記載すること。なお、業績については、

セグメント情報に記載された区分により記載する

こと。 

（３０） 業績等の概要 

最近連結会計年度及び（６１）ただし書により

四半期連結貸借対照表を掲げた場合にあっては当

該四半期連結貸借対照表に係る四半期連結累計期

間（四半期財務諸表等規則第３条第７号に規定す

る四半期連結累計期間をいう。以下同じ。）又は

中間連結貸借対照表を掲げた場合にあっては当該

中間連結貸借対照表に係る中間連結会計期間（以

下「最近連結会計年度等」という。）における業

績及びキャッシュ・フローの状況について、前年

同期（前年同四半期連結累計期間又は前中間連結

会計期間を除く。）と比較して分析的に記載する



113 

 

こと。なお、業績については、セグメント情報に

記載された区分により記載すること。 

（３１）～（３７） （略） （３１）～（３７） （略） 

（３８） 主要な設備の状況 （３８） 主要な設備の状況 

ａ 最近連結会計年度末（（６１）ただし書によ

り中間連結貸借対照表を掲げた場合には、当該

中間連結貸借対照表に係る中間連結決算日現

在）における主要な設備（連結会社以外の者か

ら賃借しているものを含む。）について、発行

者、国内子会社、在外子会社の別に、会社名

（発行者の場合を除く。）、事業所名、所在

地、設備の内容、設備の種類別の帳簿価額（土

地については、その面積も示す。）及び従業員

数を、セグメント情報に関連付けて記載するこ

と。なお、類似の事業を営む事業所が多数設立

されている場合には、代表的な事業所名を示し

たうえで、事業の種類別又は地域別に一括して

記載することができる。 

ａ 最近連結会計年度末（（６１）ただし書によ

り四半期連結貸借対照表を掲げた場合には、当

該四半期連結貸借対照表に係る四半期連結決算

日現在、中間連結貸借対照表を掲げた場合に

は、当該中間連結貸借対照表に係る中間連結決

算日現在）における主要な設備（連結会社以外

の者から賃借しているものを含む。）につい

て、発行者、国内子会社、在外子会社の別に、

会社名（発行者の場合を除く。）、事業所名、

所在地、設備の内容、設備の種類別の帳簿価額

（土地については、その面積も示す。）及び従

業員数を、セグメント情報に関連付けて記載す

ること。なお、類似の事業を営む事業所が多数

設立されている場合には、代表的な事業所名を

示したうえで、事業の種類別又は地域別に一括

して記載することができる。 

ｂ （略） ｂ （略） 

（３９）～（４１） （略） （３９）～（４１） （略） 

（４２） ライツプランの内容 （４２） ライツプランの内容 

ａ 「第二部 企業情報」の「第３ 事業の状況」

の「３ 対処すべき課題」において記載を要す

る基本方針に照らして不適切な者によって当該

会社の財務及び事業の方針の決定が支配される

ことを防止するための取組み（いわゆる買収へ

の対応方針）の一環として、新株予約権を発行

している場合には、「ライツプランの内容」の

欄に記載すること。なお、「（２） 新株予約

権等の状況」の記載と重複している場合には、

その旨のみを記載することができる。 

ａ 「第二部 企業情報」の「第３ 事業の状況」

の「３ 対処すべき課題」において記載を要す

る基本方針に照らして不適切な者によって当該

会社の財務及び事業の方針の決定が支配される

ことを防止するための取組み（いわゆる買収防

衛策）の一環として、新株予約権を発行してい

る場合には、「ライツプランの内容」の欄に記

載すること。なお、「（２） 新株予約権等の

状況」の記載と重複している場合には、その旨

のみを記載することができる。 

ｂ （略） ｂ （略） 

（４３）～（５８） （略） （４３）～（５８） （略） 

（５９） 経理の状況 （５９） 経理の状況 

ａ・ｂ （略） ａ・ｂ （略） 
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ｃ 連結財務諸表及び中間連結財務諸表を作成し

ていない場合には、その旨及び作成していない

理由を記載すること。 

ｃ 連結財務諸表及び四半期連結財務諸表若しく

は中間連結財務諸表を作成していない場合に

は、その旨及び作成していない理由を記載する

こと。 

ｄ・ｅ （略） ｄ・ｅ （略） 

（６０） 連結財務諸表 

ａ 連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結包

括利益計算書又は連結損益及び包括利益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッ

シュ・フロー計算書については、最近連結会計

年度の比較情報を左側に、最近連結会計年度分

を右側に配列して記載すること。なお、次（６

１）ただし書、（６２）ただし書、（６３）た

だし書及び（６４）ただし書により、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書及び中間連結

包括利益計算書又は中間連結損益及び包括利益

計算書、中間連結株主資本等変動計算書並びに

中間連結キャッシュ・フロー計算書を掲げる場

合には、次（６１）から（６４）までに掲げた

連結財務諸表の下にそれぞれ記載すること。 

（６０） 連結財務諸表 

ａ 連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結包

括利益計算書又は連結損益及び包括利益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッ

シュ・フロー計算書については、最近連結会計

年度の比較情報を左側に、最近連結会計年度分

を右側に配列して記載すること。なお、次（６

１）ただし書、（６２）ただし書、（６３）た

だし書及び（６４）ただし書により、四半期連

結貸借対照表、四半期連結損益計算書四半期連

結包括利益計算書又は四半期連結損益及び包括

利益計算書並びに四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書又は中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書及び中間連結包括利益計算書又は中間

連結損益及び包括利益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書を掲げる場合には、次（６１）から

（６４）までに掲げた連結財務諸表の下にそれ

ぞれ記載すること。 

ｂ 連結財務諸表及び中間連結財務諸表の作成に

当たっては、連結財務諸表規則に従い、適切な

科目による適正な金額の計上を行うとともに、

連結財務諸表及び中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項、記載すべき注記、連

結附属明細表等を会社の実態に即して適正に記

載すること。 

ｂ 連結財務諸表、四半期連結財務諸表及び中間

連結財務諸表の作成に当たっては、連結財務諸

表規則、四半期連結財務諸表の用語、様式及び

作成方法に関する規則及び中間連結財務諸表の

用語、様式及び作成方法に関する規則に従い、

適切な科目による適正な金額の計上を行うとと

もに、連結財務諸表、四半期連結財務諸表及び

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項、記載すべき注記、連結附属明細表等を

会社の実態に即して適正に記載すること。 

ｃ 連結財務諸表には監査報告書、中間連結財務

諸表には中間監査報告書又は期中レビュー報告

書を添付すること。 

ｃ 連結財務諸表、四半期連結財務諸表及び中間

連結財務諸表に対する監査報告書、四半期レビ

ュー報告書及び中間監査報告書は、連結財務諸
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表、四半期連結財務諸表及び中間連結財務諸表

に添付すること。 

（６１） 連結貸借対照表 

最近連結会計年度末現在における連結貸借対照

表を掲げること。ただし、１年を１連結会計年度

とする会社が最近連結会計年度の次の連結会計年

度（以下「次の連結会計年度」という。）開始の

日から起算して９箇月を経過する日以後に特定証

券情報を公表する場合には、当該次の連結会計年

度に係る中間連結貸借対照表（比較情報を除

く。）を併せて掲げること。 

（６１） 連結貸借対照表 

最近連結会計年度末現在における連結貸借対照

表を掲げること。ただし、１年を１連結会計年度

とする会社が最近連結会計年度の次の連結会計年

度（以下「次の連結会計年度」という。）開始の

日から起算して９箇月を経過する日以後に特定証

券情報を公表する場合には、当該次の連結会計年

度に係る中間連結貸借対照表又は次の連結会計年

度の第２四半期連結累計期間に係る四半期連結貸

借対照表（比較情報を除く。）を併せて掲げるこ

と。 

（６２） 連結損益計算書及び連結包括利益計算書

又は連結損益及び包括利益計算書 

最近連結会計年度の連結損益計算書及び連結包

括利益計算書又は連結損益及び包括利益計算書を

掲げること。ただし、前（６１）ただし書に規定

する中間連結貸借対照表を掲げた場合には、当該

中間連結貸借対照表に係る連結会計年度の中間連

結損益計算書及び中間連結包括利益計算書又は中

間連結損益及び包括利益計算書（比較情報を除

く。）を併せて掲げること。 

（６２） 連結損益計算書及び連結包括利益計算書

又は連結損益及び包括利益計算書 

最近連結会計年度の連結損益計算書及び連結包

括利益計算書又は連結損益及び包括利益計算書を

掲げること。ただし、前（６１）ただし書に規定

する四半期連結貸借対照表を掲げた場合には、当

該四半期連結貸借対照表に係る四半期連結累計期

間の四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利

益計算書又は四半期連結損益及び包括利益計算書

（比較情報を除く。）を、また、前（６１）ただ

し書に規定する中間連結貸借対照表を掲げた場合

（特定事業会社が中間貸借対照表を掲げた場合を

含む。）には、当該中間連結貸借対照表に係る連

結会計年度の中間連結損益計算書及び中間連結包

括利益計算書又は中間連結損益及び包括利益計算

書（比較情報を除く。）を併せて掲げること。 

（６３） 連結株主資本等変動計算 

最近連結会計年度の連結株主資本等変動計算書

を掲げること。ただし、（６１）ただし書に規定

する中間連結貸借対照表を掲げた場合には、当該

中間連結貸借対照表に係る連結会計年度の中間連

結株主資本等変動計算書（比較情報を除く。）を

併せて掲げること。 

（６３） 連結株主資本等変動計算 

最近連結会計年度の連結株主資本等変動計算書

を掲げること。ただし、（６１）ただし書に規定

する中間連結貸借対照表を掲げた場合（特定事業

会社が中間貸借対照表を掲げた場合を含む。）に

は、当該中間連結貸借対照表に係る連結会計年度

の中間連結株主資本等変動計算書（比較情報を除

く。）を併せて掲げること。 

（６４） 連結キャッシュ・フロー計算書 （６４） 連結キャッシュ・フロー計算書 
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最近連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計

算書を掲げること。ただし、（６１）ただし書に

規定する中間連結貸借対照表を掲げた場合には、

当該中間連結貸借対照表に係る連結会計年度の中

間連結キャッシュ・フロー計算書（比較情報を除

く。）を併せて掲げること。 

最近連結会計年度の連結キャッシュ・フロー

計算書を掲げること。ただし、（６１）ただし

書に規定する四半期連結貸借対照表を掲げた場

合には、当該四半期連結貸借対照表に係る四半

期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書（比較情報を除く。）を、また、（６

１）ただし書に規定する中間連結貸借対照表を

掲げた場合には、当該中間連結貸借対照表に係

る連結会計年度の中間連結キャッシュ・フロー

計算書（比較情報を除く。）を併せて掲げるこ

と。 

（６５）～（７４） （略） （６５）～（７４） （略） 

  

別記第４号様式 別記第４号様式 

発行者情報 発行者情報 

  

（記載上の注意） （記載上の注意） 

以下の記載上の注意により第３号様式の記載上の注

意に準じて当該記載上の注意に係る記載（「表示」

を含む。以下同じ。）をする場合には、「第一部 企

業情報」の「第５ 発行者の状況」の「２ 自己株式

の取得等の状況」を除き、第３号様式記載上の注意

中「特定証券情報の公表日」、「特定証券情報の公表

日の最近日」及び「最近日」とあるのは「当連結会

計年度末」（連結財務諸表を作成していない場合に

は「当事業年度末」）と、「最近３連結会計年度」と

あるのは「当連結会計年度の前２連結会計年度及び

当連結会計年度」と、「最近２連結会計年度」及び

「最近２連結会計年度等」とあるのは「当連結会計

年度の前連結会計年度及び当連結会計年度」と、

「最近連結会計年度」及び「最近連結会計年度等」

とあるのは「当連結会計年度」と、「最近連結会計

年度末」とあるのは「当連結会計年度末」と、「最

近２事業年度」及び「最近２事業年度等」とあるの

は「当事業年度の前事業年度及び当事業年度」と、

「最近事業年度」とあるのは「当事業年度」と、

「最近事業年度末」とあるのは「当事業年度末」

と、「特定証券情報に記載した」とあるのは「発行

以下の記載上の注意により第３号様式の記載上の注

意に準じて当該記載上の注意に係る記載（「表示」

を含む。以下同じ。）をする場合には、「第一部 企

業情報」の「第５ 発行者の状況」の「２ 自己株式

の取得等の状況」を除き、第３号様式記載上の注意

中「特定証券情報の公表日」、「特定証券情報の公表

日の最近日」及び「最近日」とあるのは「当連結会

計年度末」（連結財務諸表を作成していない場合に

は「当事業年度末」）と、「最近３連結会計年度」と

あるのは「当連結会計年度の前２連結会計年度及び

当連結会計年度」と、「最近２連結会計年度」及び

「最近２連結会計年度等」とあるのは「当連結会計

年度の前連結会計年度及び当連結会計年度」と、

「最近連結会計年度」及び「最近連結会計年度等」

とあるのは「当連結会計年度」と、「最近連結会計

年度末」とあるのは「当連結会計年度末」と、「最

近２事業年度」及び「最近２事業年度等」とあるの

は「当事業年度の前事業年度及び当事業年度」と、

「最近事業年度」とあるのは「当事業年度」と、

「最近事業年度末」とあるのは「当事業年度末」

と、「特定証券情報に記載した」とあるのは「発行
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者情報に記載した」と読み替えるものとするほか、

適宜必要な読み替えを行うものとする。 

特例第１２８条第１項の規定に基づき中間連結会

計期間の終了後３か月以内に公表される発行者情

報については、必要に応じて、「連結会計年度」と

あるのは「中間連結会計期間」と、「連結財務諸

表」とあるのは「中間連結財務諸表」と読み替え

るものとするほか、適宜必要な読み替えを行うも

のとする。 

者情報に記載した」と読み替えるものとするほか、

適宜必要な読み替えを行うものとする。 

特例第１２８条第１項の規定に基づき中間連結会

計期間の終了後３か月以内に公表される発行者情

報については、必要に応じて、「連結会計年度」と

あるのは「中間連結会計期間」又は「第２四半期

連結累計期間」と、「連結財務諸表」とあるのは

「中間連結財務諸表」又は「四半期連結財務諸

表」と読み替えるものとするほか、適宜必要な読

み替えを行うものとする。 

（１） 一般的事項 

ａ～ｈ （略） 

（１） 一般的事項 

ａ～ｈ （略） 

ｉ 第一部中「第２ 企業の概況」から「第４ 

設備の状況」までの記載については、次によ

ること。 

（ａ） 財務書類として連結財務諸表等（連

結財務諸表及び中間連結財務諸表をいう。

以下同じ。）を掲げている場合には、連結会

社について記載すること。 

ｉ 第一部中「第２ 企業の概況」から「第４ 

設備の状況」までの記載については、次によ

ること。 

（ａ） 財務書類として連結財務諸表等（連

結財務諸表、四半期連結財務諸表及び中間

連結財務諸表をいう。以下同じ。）を掲げて

いる場合には、連結会社について記載する

こと。 

（ｂ） 財務書類として前ｈに従い財務諸表

等（財務諸表及び中間財務諸表をいう。以

下同じ。）のみを掲げている場合には、発行

者について記載すること。ただし、発行者

の事業に密接な関係を有する親会社がある

場合には、それらについても記載事項ごと

に又は一括して記載すること。 

（ｂ） 財務書類として前ｈに従い財務諸表

等（財務諸表、四半期財務諸表及び中間財

務諸表をいう。以下同じ。）のみを掲げてい

る場合には、発行者について記載するこ

と。ただし、発行者の事業に密接な関係を

有する親会社がある場合には、それらにつ

いても記載事項ごとに又は一括して記載す

ること。 

ｊ～ｍ （略） ｊ～ｍ （略） 

（２）～（４６） （略） （２）～（４６） （略） 

（４７） 連結財務諸表 

ａ 第３号様式記載上の注意（６０）に準じて記

載すること。 

ｂ 連結財務諸表には監査報告書、中間連結財務

諸表には中間監査報告書又は期中レビュー報告

書を添付すること。なお、連結財務諸表等のう

ち、従前において特例第１１０条第２項第１号

又は第１２８条第１項の規定により公表された

（４７） 連結財務諸表 

ａ 第３号様式記載上の注意（６０）に準じて記

載すること。 

ｂ 連結財務諸表、四半期連結財務諸表及び中間

連結財務諸表に対する監査報告書、四半期レビ

ュー報告書及び中間監査報告書は、連結財務諸

表、四半期連結財務諸表及び中間連結財務諸表

に添付すること。なお、連結財務諸表等のう
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特定証券情報又は発行者情報に含まれた連結財

務諸表等と同一の内容のものであって新たに監

査証明を受けていないものについては、すでに

提出された当該連結財務諸表等に対する監査報

告書等によるものとする。 

ち、従前において特例第１１０条第２項第１号

又は第１２８条第１項の規定により公表された

特定証券情報又は発行者情報に含まれた連結財

務諸表等と同一の内容のものであって新たに監

査証明を受けていないものについては、すでに

提出された当該連結財務諸表等に対する監査報

告書等によるものとする。 

（４８）～（５７） （略） （４８）～（５７） （略） 

  

 

 

 

 

 


